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１．ブラックロック・ガバナンス･フォーカス･ファンド（以下「当ファンド」または「ファンド」

といいます。）の募集については、委託会社は、金融商品取引法（昭和 23 年法律第 25 号）第

５条の規定により有価証券届出書を 2024 年５月 24 日に関東財務局長に提出しており、2024

年５月 25 日にその届出の効力が生じております。 

 

２．当ファンドの基準価額は、同ファンドに組入れられている有価証券等の値動きによる影響を

受けますが、これらの運用による損益はすべて投資家の皆様に帰属いたします。元金が保証

されているものではありません。 

 

３．当ファンドは、預貯金や保険契約とは異なり、預金保険機構および保険契約者保護機構の保

護の対象ではありません。また販売会社が登録金融機関の場合、投資者保護基金の対象には

なりません。 

 

 

 

発 行 者 名  ブラックロック・ジャパン株式会社 

代 表 者 の 役 職 氏 名 代表取締役社長 有田 浩之 

本 店 の 所 在 の 場 所 東京都千代田区丸の内一丁目８番３号 

有価証券届出書の写し 該当事項はありません。 
を縦覧に供する場所 
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第一部【証券情報】 

(1)【ファンドの名称】 

ブラックロック・ガバナンス・フォーカス・ファンド 

（以下「当ファンド」または「ファンド」といいます。） 

 

(2)【内国投資信託受益証券の形態等】 

追加型証券投資信託の受益権です。 

当初元本は、１口当り１円です。 

ファンドの受益権は、社債、株式等の振替に関する法律（以下、「社振法」といいます。）の規定の適用を受け、受

益権の帰属は、後述の「(11)振替機関に関する事項」に記載の振替機関および当該振替機関の下位の口座管理機関（社

振法第２条に規定する「口座管理機関」をいい、振替機関を含め、以下「振替機関等」といいます。）の振替口座簿に

記載または記録されることにより定まります（以下、振替口座簿に記載または記録されることにより定まる受益権を

「振替受益権」といいます。）。委託会社であるブラックロック・ジャパン株式会社は、やむを得ない事情等がある場

合を除き、当該振替受益権を表示する受益証券を発行しません。また、振替受益権には無記名式や記名式の形態はあり

ません。 

当ファンドについて、委託会社の依頼により、信用格付業者から提供され、もしくは閲覧に供された信用格付または

信用格付業者から提供され、もしくは閲覧に供される予定の信用格付はありません。 

 

(3)【発行（売出）価額の総額】 

2,000億円を上限とします。 

※当ファンドの運用戦略に適した運用規模・運用効率を勘案し、市場環境や資金流入の動向に応じて信託金の限度額

を下回る段階で購入申込の受付を停止する場合があります。 

 

(4)【発行（売出）価格】 

購入受付日の基準価額とします。 

基準価額につきましては、販売会社または下記にお問い合わせください。 

ブラックロック・ジャパン株式会社 

電話番号：03-6703-4300（受付時間 営業日の９：00～17：00） 

ホームページアドレス：www.blackrock.com/jp/ 

 

(5)【申込手数料】 

① 購入時の申込手数料（以下「購入時手数料」といいます。）は、購入受付日の基準価額に3.30％（税抜3.00％）を

上限として、販売会社が独自に定める率を乗じて得た額とします。詳細は販売会社にお問い合わせください。 

（販売会社につきましては、「(8)申込取扱場所」に記載の照会先までお問い合わせください。） 

なお、購入時手数料には消費税に相当する金額および地方消費税に相当する金額（以下「消費税等相当額」といい

ます。）が含まれています（以下同じ。）。 

 

② 分配金の受取方法により、「一般コース」、「累積投資コース」の２つのコースがあります。「累積投資コース」

を選択した投資者が、分配金を再投資する場合は、無手数料とします。 

 

(6)【申込単位】 

分配金の受取方法により、収益の分配時に分配金を受け取る「一般コース」と、分配金が税引き後、無手数料で再投

資される「累積投資コース」の２つの購入方法があります。 

取扱いを行うコースおよび購入の申込単位（以下「購入単位」といいます。）は、各販売会社により異なります。詳

細は販売会社にお問い合わせください。 
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(7)【申込期間】 

2024年５月25日から2024年11月22日まで 

申込期間は、上記期間満了前に有価証券届出書を提出することによって更新されます。 

 

(8)【申込取扱場所】 

ファンドの申込取扱場所（以下「販売会社」といいます。）については下記にお問い合わせください。 

ブラックロック・ジャパン株式会社 

電話番号：03-6703-4300（受付時間 営業日の９：00～17：00） 

ホームページアドレス：www.blackrock.com/jp/ 

 

(9)【払込期日】 

投資者は、販売会社が定める日までに購入代金（購入受付日の基準価額に購入口数を乗じた金額に、購入時手数料を

加算した金額をいいます。）を販売会社に支払うものとします。 

振替受益権に係る各購入受付日の発行価額の総額は、販売会社によって追加信託が行われる日に委託会社の指定する

口座を経由して、受託会社の指定するファンド口座に払い込まれます。 

 

(10)【払込取扱場所】 

上記「(8)申込取扱場所」で払い込みください。 

 

(11)【振替機関に関する事項】 

振替機関は、株式会社証券保管振替機構です。 

 

(12)【その他】 

① 購入代金の利息 

購入代金には利息をつけません。 

 

② 日本以外の地域における発行 

行いません。 

 

③ 振替受益権について 

ファンドの受益権は、社振法の規定の適用を受け、上記「(11)振替機関に関する事項」に記載の振替機関の振替業

にかかる業務規程等の規則にしたがって取り扱われるものとします。 

ファンドの分配金、償還金、換金代金は、社振法および上記「(11)振替機関に関する事項」に記載の振替機関の業

務規程その他の規則にしたがって支払われます。 

 

（参考） 

◆ 投資信託振替制度とは、 

・ファンドの受益権の発生、消滅、移転をコンピュータシステムにて管理します。 

・ファンドの設定、換金、償還等がコンピュータシステム上の帳簿（「振替口座簿」といいます。）への記載・

記録によって行われますので、受益証券は発行されません。 
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第二部【ファンド情報】 

第１【ファンドの状況】 

１【ファンドの性格】 

(1)【ファンドの目的及び基本的性格】 

① 「ブラックロック・ガバナンス・フォーカス・ファンド」（以下「当ファンド」または「ファンド」といいま

す。）は、信託財産の中長期的な成長を目指します。 

 

② 当ファンドは、追加型証券投資信託であり、追加型投信／国内／株式に属しています。下記は、一般社団法人投

資信託協会の「商品分類に関する指針」に基づき当ファンドが該当する商品分類・属性区分を網掛け表示していま

す。 

 

＜商品分類表＞ 

単位型・追加型 投資対象地域 投資対象資産（収益の源泉） 

単位型投信 

追加型投信 

国内 

海外 

内外 

株式 

債券 

不動産投信 

その他資産（    ） 

資産複合 

 

＜属性区分表＞ 

投資対象資産 決算頻度 投資対象地域 投資形態 

株式 

 一般 

 大型株 

 中小型株 

債券 

 一般 

 公債 

 社債 

 その他債券 

クレジット属性 

不動産投信 

その他資産 

（投資信託証券（株式）） 

資産複合 

 資産配分固定型 

 資産配分変更型 

年１回 

年２回 

年４回 

年６回 

（隔月） 

年12回 

（毎月） 

日々 

その他 

 

グローバル 

日本 

北米 

欧州 

アジア 

オセアニア 

中南米 

アフリカ 

中近東 

（中東） 

エマージング 

ファミリー 

ファンド 

 

ファンド・ 

オブ・ 

ファンズ 
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＜各分類および区分の定義＞ 

Ⅰ．商品分類 

単位型投信・追加型

投信の区分 

追加型投信 一度設定されたファンドであってもその後追加設定が行われ従来の信

託財産とともに運用されるファンドをいう。 

投資対象地域による

区分 

国内 目論見書または投資信託約款において、組入資産による主たる投資収

益が実質的に国内の資産を源泉とする旨の記載があるものをいう。 

投資対象資産による

区分 

株式 目論見書または投資信託約款において、組入資産による主たる投資収

益が実質的に株式を源泉とする旨の記載があるものをいう。 

 

Ⅱ．属性区分 

投資対象資産による

属性区分 

その他資産（投資 

信託証券（株式）） 

目論見書または投資信託約款において、主として投資信託証券に

投資する旨の記載があるものをいう。ただし、当ファンドは、投

資信託証券（親投資信託）を通じて主として株式に投資する。 

決算頻度による属性

区分 

年１回 目論見書または投資信託約款において、年１回決算する旨の記載

があるものをいう。 

投資対象地域による

属性区分 

日本 目論見書または投資信託約款において、組入資産による投資収益

が日本の資産を源泉とする旨の記載があるものをいう。 

投資形態による属性

区分 

ファミリーファンド 目論見書または投資信託約款において、親投資信託（ファンド・

オブ・ファンズにのみ投資されるものを除く。）を投資対象とし

て投資するものをいう。 

上記は、一般社団法人投資信託協会の定義を基に委託会社が作成したものを含みます。なお、上記以外の商品分

類・属性区分の定義については、一般社団法人投資信託協会のホームページ（www.toushin.or.jp/）をご参照くださ

い。 

 

③ 信託金の限度額は、2,000億円です。ただし、委託会社は受託会社と合意のうえ、当該限度額を変更することが

できます。 

※当ファンドの運用戦略に適した運用規模・運用効率を勘案し、市場環境や資金流入の動向に応じて信託金の限度

額を下回る段階で購入申込の受付を停止する場合があります。  
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④ ファンドの特色 
 

 

 

 ESGを運用プロセスにおいて勘案する際の制約要因やリスク 

上述のESG要素を運用プロセスにおいて勘案する際の制約要因やリスクについては、後述の「投資リスク」に記載し

ております 
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(2)【ファンドの沿革】 

2018年９月18日 信託契約締結、ファンドの設定日、運用開始 

 

(3)【ファンドの仕組み】 

 

 

 

＜契約等の概要＞ 

ａ．「証券投資信託契約」 

ファンドの設定・運営に関する事項、信託財産の運用・管理に関する事項、委託会社および受託会社の業務に

関する事項、投資者に関する事項等について規定しています。 

 

ｂ．「受益権の募集・販売の取扱い等に関する契約」 

委託会社が販売会社に委託する受益権の募集販売の取扱い、換金事務、投資者に対する収益分配金および換金

代金の支払い、その他これらの業務に付随する業務等について規定しています。 
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＜ファンドの仕組み＞ 

当ファンドは、ブラックロック・ガバナンス・フォーカス・マザーファンドをマザーファンドとするファミリーフ

ァンド方式で運用します。 
 

 

 

＜委託会社の概況＞ 

2024年２月末現在の委託会社の概況は、以下のとおりです。 

ａ．資本金    3,120百万円 

 

ｂ．沿革 

1985年１月 メリルリンチ投資顧問株式会社 

（後のメリルリンチ・インベストメント・マネジャーズ株式会社）設立 

1987年３月 証券投資顧問業者として登録 

1987年６月 投資一任業務認可を取得 

1997年12月 投資信託委託業務免許を取得 

1988年３月 バークレイズ・デズート・ウェッド投資顧問株式会社 

（後のバークレイズ・グローバル・インベスターズ株式会社）設立 

1988年６月 証券投資顧問業者として登録 

1989年１月 投資一任業務認可を取得 

1998年３月 投資信託委託業務免許を取得 

1999年４月 野村ブラックロック・アセット・マネジメント株式会社 

（後のブラックロック・ジャパン株式会社）設立 

1999年６月 証券投資顧問業者として登録 

1999年８月 投資一任業務認可を取得 

2006年10月 メリルリンチ・インベストメント・マネジャーズ株式会社を存続会社として、 

ブラックロック・ジャパン株式会社と合併 

新会社商号：「ブラックロック・ジャパン株式会社」 

2009年12月 バークレイズ・グローバル・インベスターズ株式会社を存続会社として、 

ブラックロック・ジャパン株式会社と合併 

新会社商号：「ブラックロック・ジャパン株式会社」 

 

ｃ．大株主の状況 

株主名 住所 
所有 
株式数 

所有比率 

ブラックロック・ジャパン・ 
ホールディングス合同会社 

東京都千代田区丸の内一丁目８番３号 15,000株 100％ 
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２【投資方針】 

(1)【投資方針】 

① 親投資信託受益証券への投資を通じて主としてわが国の株式へ投資します。 

② 親投資信託受益証券の組入比率は、原則として高位を保ちます。 

③ ポートフォリオの構築に当たっては、投資対象企業の経営・財務分析を行い、長期的な成長戦略を持ち、かつ企

業統治（ガバナンス）力に優れた、あるいは企業統治力が改善傾向にあると判断した企業の株式を厳選し、中長期

的に投資します。 

④ 銘柄選択に当たっては、財務諸表等の定量的情報のみでなく、投資対象企業との継続的な対話を通じて得た当該

企業の長期的経営戦略等に関する定性的情報を重視します。 

⑤ 資金動向、市況動向、残存信託期間等によっては、上記のような運用ができない場合もあります。 

 

※ 委託会社は、自己または第三者の利益を図るために投資者の利益を害することとなる潜在的なおそれのある取引

を行いまたは行うことがある場合、投資者の利益を害しないことを確保するため、売買執行管理規程等の社内規

程により管理します。 

 

＜参考＞ マザーファンドの運用の基本方針 

ブラックロック・ガバナンス・フォーカス・マザーファンド 

 

－ 運用の基本方針 － 

１．基本方針 

この投資信託は、信託財産の中長期的な成長を目指します。 

２．運用方法 

(１)投資対象 

国内の金融商品取引所に上場しているわが国の株式を主要投資対象とします。 

(２)投資態度 

①  主として国内の金融商品取引所に上場しているわが国の株式へ投資します。 

②  ポートフォリオの構築に当たっては、投資対象企業の経営・財務分析を行い、長期的な成長戦略を持ち、か

つ企業統治（ガバナンス）力に優れた、あるいは企業統治力が改善傾向にあると判断した企業の株式を厳選

し、中長期的に投資します。 

③  銘柄選択に当たっては、財務諸表等の定量的情報のみでなく、投資対象企業との継続的な対話を通じて得た

当該企業の長期的経営戦略等に関する定性的情報を重視します。 

④  資金動向、市況動向、残存信託期間等によっては、上記のような運用ができない場合もあります。 

(３)投資制限 

①  株式への投資割合には制限はありません。 

②  株式以外の資産への投資割合は、原則として信託財産総額の50％未満とします。 

③  同一銘柄の株式への投資割合は、信託財産の純資産総額の10％以下とします。 

④  外貨建資産への投資割合は、信託財産の純資産総額の10％以下とします。 

⑤  投資信託証券への投資割合は、信託財産の純資産総額の５％以下とします。 

⑥  一般社団法人投資信託協会規則に定めるデリバティブ取引等については、同規則に定める合理的な方法によ

り算出した額が、信託財産の純資産総額を超えないものとします。 

⑦  一般社団法人投資信託協会規則に定める一の者に係る株式等エクスポージャー、債券等エクスポージャーお

よびデリバティブ等エクスポージャーの信託財産の純資産総額に対する比率は、原則としてそれぞれ10％、

合計で20％を超えないものとし、当該比率を超えることとなった場合には、同規則にしたがい当該比率以内

となるよう調整を行います。 
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(2)【投資対象】 

① 投資対象とする資産の種類 

この信託において投資の対象とする資産の種類は、次に掲げる特定資産（「特定資産」とは、投資信託及び投資

法人に関する法律（以下「投信法」といいます。）第２条第１項で定めるものをいいます。）とします。 

ａ．有価証券 

ｂ．デリバティブ取引に係る権利（金融商品取引法第２条第20項に規定するものをいい、約款に定めるものに限り

ます。） 

ｃ．約束手形（ａ．に掲げるものに該当するものを除きます。） 

ｄ．金銭債権（ａ．およびｃ．に掲げるものに該当するものを除きます。） 

 

② 投資対象とする有価証券 

委託会社は、信託金を、主としてブラックロック・ガバナンス・フォーカス・マザーファンドの受益証券のほか、

次の有価証券（金融商品取引法第２条第２項の規定により有価証券とみなされる同項各号に掲げる権利を除きま

す。）に投資することを指図します。 

ａ．株券または新株引受権証書 

ｂ．国債証券 

ｃ．地方債証券 

ｄ．特別の法律により法人の発行する債券 

ｅ．社債券（新株引受権証券と社債券とが一体となった新株引受権付社債券（以下「分離型新株引受権付社債券」

といいます。）の新株引受権証券を除きます。） 

ｆ．資産の流動化に関する法律に規定する特定社債券（金融商品取引法第２条第１項第４号で定めるものをいいま

す。） 

ｇ．特別の法律により設立された法人の発行する出資証券（金融商品取引法第２条第１項第６号で定めるものをい

います。） 

ｈ．協同組織金融機関の優先出資に関する法律に規定する優先出資証券（金融商品取引法第２条第１項第７号で定

めるものをいいます。） 

ｉ．資産の流動化に関する法律に規定する優先出資証券または新優先出資引受権を表示する証券（金融商品取引法

第２条第１項第８号で定めるものをいいます。） 

ｊ．コマーシャル・ペーパー 

ｋ．新株引受権証券（分離型新株引受権付社債券の新株引受権証券を含みます。以下同じ。）および新株予約権証

券 

ｌ．外国または外国の者の発行する証券または証書で、前各号の証券または証書の性質を有するもの 

ｍ．投資信託または外国投資信託の受益証券（金融商品取引法第２条第１項第10号で定めるものをいいます。） 

ｎ．投資証券、新投資口予約権証券もしくは投資法人債券または外国投資証券（金融商品取引法第２条第１項第11

号で定めるものをいいます。） 

ｏ．外国貸付債権信託受益証券（金融商品取引法第２条第１項第18号で定めるものをいいます。） 

ｐ．オプションを表示する証券または証書（金融商品取引法第２条第１項第19号で定めるものをいい、有価証券に

係るものに限ります。） 

ｑ．預託証書（金融商品取引法第２条第１項第20号で定めるものをいいます。） 

ｒ．外国法人が発行する譲渡性預金証書 

ｓ．指定金銭信託の受益証券（金融商品取引法第２条第１項第14号で定める受益証券発行信託の受益証券に限りま

す。） 

ｔ．抵当証券（金融商品取引法第２条第１項第16号で定めるものをいいます。） 

ｕ．貸付債権信託受益権であって金融商品取引法第２条第１項第14号で定める受益証券発行信託の受益証券に表示

されるべきもの 

ｖ．外国の者に対する権利で前号の有価証券の性質を有するもの 
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なお、ａ．の証券または証書、ｌ．ならびにｑ．の証券または証書のうちａ．の証券または証書の性質を有する

ものを以下「株式」といい、ｂ．からｆ．までの証券およびｌ．ならびにｑ．の証券または証書のうちｂ．からｆ．

までの証券の性質を有するもの、およびｎ．のうち投資法人債券を以下「公社債」といい、ｍ．の証券およびｎ．

の証券（投資法人債券を除きます。）を以下「投資信託証券」といいます。 

 

③ 投資対象とする金融商品 

当ファンドの設定、換金、償還、投資環境の変動等への対応等、委託会社が運用上必要と認めるときには、有価

証券のほか、次に掲げる金融商品（金融商品取引法第２条第２項の規定により有価証券とみなされる同項各号に掲

げる権利を含みます。）により運用することの指図ができます。 

ａ．預金 

ｂ．指定金銭信託（金融商品取引法第２条第１項第14号に規定する受益証券発行信託を除きます。） 

ｃ．コール・ローン 

ｄ．手形割引市場において売買される手形 

ｅ．貸付債権信託受益権であって金融商品取引法第２条第２項第１号で定めるもの 

ｆ．外国の者に対する権利で前号の権利の性質を有するもの 
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(3)【運用体制】 

① ファンドの運用・管理の各業務の役割分担を社内規程により定めております。 

 

② ファンドの運用については委託会社の運用部門が統括しています。 

社内には内部監査を担当する部門、ファンドの運用状況やリスク状況等をモニターし関連部署にフィードバック

する部門、或いは投資委員会等開催により、ファンドの投資方針等に従って運用が行われているか確認する組織、

機能が確立しています。 

 

③ 当ファンドの運用は、日本株式運用チーム（ファンダメンタル株式運用部を含めて６名程度）が担当いたします。 

 

＜運用体制・運用プロセス＞ 
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＜追加的記載事項＞ 
 

 

 

 

 

ブラックロック・グループ 

ブラックロック・グループは、運用資産残高約10兆ドル＊(約1,411兆円)を持つ世界最大級の独立系資産運用グル

ープであり、当社はその日本法人です。 

当グループは、世界各国の機関投資家および個人投資家のため、株式、債券、キャッシュ・マネジメントおよび

オルタナティブ商品といった様々な資産クラスの運用を行っております。また、機関投資家向けに、リスク管理、

投資システム・アウトソーシングおよびファイナンシャル・アドバイザリー・サービスの提供を行っております。 

＊ 2023年12月末現在。（円換算レートは１ドル＝140.980円を使用） 

 

(4)【分配方針】 

① 収益分配方針 

年１回の毎決算時（原則として２月25日。休業日の場合は翌営業日。）に、原則として以下の方針に基づき、分

配を行います。 

ａ．分配対象額の範囲 

分配対象額の範囲は、経費控除後の繰越分を含めた利子・配当等収益および売買損益（繰越欠損補填後、評価

損益を含みます。）等の全額とします。 

 

ｂ．分配対象収益についての分配方針 

分配金額は、委託会社が基準価額水準、市況動向等を勘案して決定します。 

 

ｃ．留保益の運用方針 

留保益の運用については特に制限を設けず、委託会社の判断に基づき、元本部分と同一の運用を行います。 
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※基準価額水準、市況動向等によっては分配を行わないことがあります。将来の分配金の支払いおよびその金額に

ついて保証するものではありません。 

 

② 収益の分配 

ａ．信託財産から生じる毎計算期末における利益は、次の方法により処理するものとします。 

(a) 利子、配当金およびこれらに類する収益から支払利息を控除した額（以下「配当等収益」といいます。）は、

諸経費、諸費用（消費税に相当する金額および地方消費税に相当する金額（以下「消費税等相当額」といいま

す。）を含みます。以下同じ。）、信託報酬（消費税等相当額を含みます。以下同じ。）を控除した後、その

残額を投資者に分配することができます。なお、次期以降の分配に充てるため、その一部を分配準備積立金と

して積み立てることができます。 

(b) 売買損益に評価損益を加減した利益金額（以下「売買益」といいます。）は、諸経費、諸費用および当該諸

費用に係る消費税等に相当する金額ならびに信託報酬および当該信託報酬に係る消費税等に相当する金額を控

除し、繰越欠損金のあるときは、その全額を売買益をもって補てんした後、投資者に分配することができます。

なお、次期以降の分配に充てるため、分配準備積立金として積み立てることができます。 

 

ｂ．毎計算期末において、信託財産につき生じた損失は、次期に繰り越すものとします。 

 

③ 収益分配金の支払い 

ａ．支払時期と支払場所 

(a) 一般コースの場合 

毎計算期間終了日後１ヵ月以内の委託会社の指定する日（原則として５営業日以内）に、毎計算期間の末日

において振替機関等の振替口座簿に記載または記録されている投資者にお支払いを開始します。収益分配金は

販売会社の営業所等において支払います。 

 

(b) 累積投資コースの場合 

累積投資契約に基づき、受託会社が委託会社の指定する預金口座等に払い込むことにより、原則として毎計

算期間終了日の翌営業日に収益分配金が販売会社に支払われます。この場合、販売会社は投資者に対し遅滞な

く収益分配金の再投資にかかる受益権の売り付けを行います。当該売り付けにより増加した受益権は、振替口

座簿に記載または記録されます。 

 

ｂ．時効 

投資者が、ａ．(a)に規定する支払開始日から５年間支払い請求を行わない場合はその権利を失い、委託会社

が受託会社から交付を受けた金銭は委託会社に帰属します。 

 

(5)【投資制限】 

① 当ファンドの約款で定める投資制限 

ａ．投資する株式等の範囲 

(a) 委託会社が投資することを指図する株式、新株引受権証券および新株予約権証券は、金融商品取引所に上

場されている株式の発行会社の発行するものおよび金融商品取引所に準ずる市場において取引されている株式

の発行会社の発行するものとします。ただし、株主割当または社債権者割当により取得する株式、新株引受権

証券および新株予約権証券については、この限りではありません。 

(b) (a)にかかわらず、上場予定または登録予定の株式、新株引受権証券および新株予約権証券で目論見書等に

おいて上場または登録されることが確認できるものについては、委託会社が投資することを指図することがで

きるものとします。 
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ｂ．投資する株式等への投資比率の制限 

株式以外の資産（他の投資信託受益証券を通じて投資する場合は、当該他の投資信託の信託財産に属する株式

以外の資産のうち、この投資信託の信託財産に属するとみなした部分を含みます。）への投資割合は、原則とし

て信託財産総額の50％未満とします。 

 

ｃ．同一銘柄の株式への投資制限 

同一銘柄の株式への実質投資割合は、信託財産の純資産総額の10％以下とします。 

 

ｄ．外貨建資産への投資制限 

外貨建資産への実質投資割合は、信託財産の純資産総額の10％以下とします。 

 

ｅ．特別の場合の外貨建有価証券への投資制限 

外貨建有価証券への投資については、わが国の国際収支上の理由等により、特に必要と認められる場合には、

制約されることがあります。 

 

ｆ．投資する投資信託証券（マザーファンドを除きます。）への投資制限 

投資信託証券（マザーファンドを除きます。）への実質投資割合は、信託財産の純資産総額の５％以下としま

す。 

 

ｇ．信用取引の指図範囲 

(a) 委託会社は、信託財産の効率的な運用に資するため、信用取引により株券を売り付けることの指図をするこ

とができます。なお、当該売り付けの決済については、株券の引き渡しまたは買い戻しにより行うことの指図

をすることができるものとします。 

(b) (a)の信用取引の指図は、当該売り付けにかかる建玉の時価総額が信託財産の純資産総額の範囲内とします。 

(c) 信託財産の換金等の事由により、(b)の売り付けにかかる建玉の時価総額が信託財産の純資産総額を超える

こととなった場合には、委託会社は速やかに、その超える額に相当する売り付けの一部を決済するための指図

をするものとします。 

 

ｈ．先物取引等の運用指図 

(a) 委託会社は、信託財産に属する資産の効率的な運用ならびに価格変動リスクを回避するため、わが国の金融

商品取引所における有価証券先物取引（金融商品取引法第28条第８項第３号イに掲げるものをいいます。）、

有価証券指数等先物取引（金融商品取引法第28条第８項第３号ロに掲げるものをいいます。）および有価証券

オプション取引（金融商品取引法第28条第８項第３号ハに掲げるものをいいます。）ならびに外国の取引所に

おけるこれらの取引と類似の取引を行うことの指図をすることができます。なお、選択権取引はオプション取

引に含めて取り扱うものとします（以下同じ。）。 

(b) 委託会社は、信託財産に属する資産の効率的な運用ならびに価格変動リスクを回避するため、わが国の取引

所における通貨に係る先物取引ならびに外国の取引所における通貨に係る先物取引およびオプション取引を行

うことの指図をすることができます。 

(c) 委託会社は、信託財産に属する資産の効率的な運用ならびに価格変動リスクを回避するため、わが国の取引

所における金利に係る先物取引およびオプション取引ならびに外国の取引所におけるこれらの取引と類似の取

引を行うことの指図をすることができます。 

 

ｉ．スワップ取引の運用指図 

(a) 委託会社は、信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、ならびに価格変動リスクおよび為替変動

リスクを回避するため、異なった通貨、異なった受取金利または異なった受取金利とその元本を一定の条件の

もとに交換する取引（以下「スワップ取引」といいます。）を行うことの指図をすることができます。 
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(b) スワップ取引の指図にあたっては、当該取引の契約期限が、原則として信託期間を超えないものとします。

ただし、当該取引が当該信託期間内で全部解約が可能なものについてはこの限りではありません。 

(c) スワップ取引の評価は、当該取引契約の相手方が市場実勢金利等をもとに算出した価額または価格情報会社

が提供する価額等、法令および一般社団法人投資信託協会規則にしたがって評価するものとします。 

(d) 委託会社は、スワップ取引を行うにあたり担保の提供あるいは受入れが必要と認めたときは、担保の提供あ

るいは受入れの指図を行うものとします。 

 

ｊ．金利先渡取引および為替先渡取引の運用指図 

(a) 委託会社は、信託財産の効率的な運用に資するため、金利先渡取引および為替先渡取引を行うことの指図を

することができます。 

(b) 金利先渡取引および為替先渡取引の指図にあたっては、当該取引の決済日が、原則として信託期間を超えな

いものとします。ただし、当該取引が当該信託期間内で全部解約が可能なものについてはこの限りではありま

せん。 

(c) 委託会社は、金利先渡取引および為替先渡取引を行うにあたり担保の提供あるいは受入れが必要と認めたと

きは、担保の提供あるいは受入れの指図を行うものとします。 

 

ｋ．有価証券の貸付の指図 

(a) 委託会社は、信託財産の効率的な運用に資するため、信託財産に属する有価証券の貸付の指図をすることが

できます。 

イ．株式の貸付は、貸付時点において、貸付株式の時価合計額が、信託財産で保有する株式の時価合計額を超

えないものとします。 

ロ．公社債の貸付は、貸付時点において、貸付公社債の額面金額の合計額が、信託財産で保有する公社債の額

面金額の合計額を超えないものとします。 

(b) (a)に定める限度額を超えることとなった場合には、委託会社は速やかに、その超える額に相当する契約の

一部の解約を指図するものとします。 

(c) 委託会社は、有価証券の貸付にあたって必要と認めたときは、担保の受入れの指図を行うものとします。 

 

 

ｌ．公社債の空売りの指図範囲 

(a) 委託会社は、信託財産の効率的な運用に資するため、信託財産の計算においてする信託財産に属さない公社

債を売り付けることの指図をすることができます。なお、当該売り付けの決済については、公社債（信託財産

により借入れた公社債を含みます。）の引き渡しまたは買い戻しにより行うことの指図をすることができるも

のとします。 

(b) (a)の売り付けの指図は、当該売り付けにかかる公社債の時価総額が信託財産の純資産総額の範囲内としま

す。 

(c) 信託財産の換金等の事由により、(b)の売り付けにかかる公社債の時価総額が信託財産の純資産総額を超え

ることとなった場合には、委託会社は速やかに、その超える額に相当する売り付けの一部を決済するための指

図をするものとします。 

 

ｍ．公社債の借入れ 

(a) 委託会社は、信託財産の効率的な運用に資するため、公社債の借入れの指図をすることができます。なお、

当該公社債の借入れを行うにあたり、担保の提供が必要と認めたときは、担保の提供の指図を行うものとしま

す。 

(b) (a)の指図は、当該借入れにかかる公社債の時価総額が信託財産の純資産総額の範囲内で行うものとします。 

(c) 信託財産の換金等の事由により、(b)の借入れにかかる公社債の時価総額が信託財産の純資産総額を超える

こととなった場合には、委託会社は速やかに、その超える額に相当する借入れた公社債の一部を返還するため

の指図をするものとします。 
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(d) (a)の借入れにかかる品借料は信託財産中から支弁します。 

 

ｎ．外国為替予約の指図および範囲 

委託会社は、信託財産に属する外貨建資産とマザーファンドの信託財産に属する外貨建資産のうち信託財産に

属するとみなした額（信託財産に属するマザーファンドの時価総額にマザーファンドの信託財産の純資産総額に

占める外貨建資産の時価総額の割合を乗じて得た額をいいます。）との合計額について、当該外貨建資産の為替

ヘッジのため、外国為替の売買の予約を指図することができます。 

 

ｏ．資金の借入れ 

(a) 委託会社は、信託財産の効率的な運用ならびに運用の安定性に資するため、換金に伴う支払資金の手当て

（換金に伴う支払資金の手当てのために借入れた資金の返済を含みます。）を目的として、または再投資にか

かる収益分配金の支払資金の手当てを目的として、資金借入れ（コール市場を通じる場合を含みます。）の指

図をすることができます。なお、当該借入金をもって有価証券等の運用は行わないものとします。 

(b) 換金に伴う支払資金の手当てにかかる借入期間は、投資者への換金代金支払開始日から信託財産で保有する

有価証券等の売却代金の受渡日までの間または投資者への換金代金支払開始日から信託財産で保有する有価証

券等の換金代金入金日までの間もしくは投資者への換金代金支払開始日から信託財産で保有する有価証券等の

償還金の入金日までの期間が５営業日以内である場合の当該期間とし、資金借入額は当該有価証券等の売却ま

たは換金代金および有価証券等の償還金の合計額を限度とします。ただし、資金の借入額は、借入れ指図を行

う日における信託財産の純資産総額の10％を超えないこととします。 

(c) 収益分配金の再投資にかかる借入期間は信託財産から収益分配金が支弁される日からその翌営業日までとし、

資金借入額は収益分配金の再投資額を限度とします。 

(d) 借入金の利息は信託財産中より支弁します。 

 

ｐ．デリバティブ取引等に係る投資制限 

一般社団法人投資信託協会規則に定めるデリバティブ取引等については、同規則に定める合理的な方法により

算出した額が、信託財産の純資産総額を超えないものとします。 

 

ｑ．信用リスク集中回避のための投資制限 

一般社団法人投資信託協会規則に定める一の者に係る株式等エクスポージャー、債券等エクスポージャーおよ

びデリバティブ等エクスポージャーの信託財産の純資産総額に対する比率は、原則としてそれぞれ10％、合計で

20％を超えないものとし、当該比率を超えることとなった場合には、同規則にしたがい当該比率以内となるよう

調整を行います。 

 

② 投信法等関係法令で定める投資制限 

同一の法人の発行する株式 

委託会社は、同一の法人の発行する株式について、次のａ．の数がｂ．の数を超えることとなる場合には、当

該株式を投資信託財産で取得することを受託会社に指図しないものとします。 

ａ．委託会社が運用の指図を行うすべてのファンドで保有する当該株式に係る議決権の総数 

ｂ．当該株式に係る議決権の総数に100分の50の率を乗じて得た数 

 
  

－ 16 －
NM0524U-3600098-18/116



３【投資リスク】 

(1) 投資リスク 

ファンドの基準価額は、組入れられている有価証券の値動きによる影響を受けます。これらの信託財産の運用によ

り生じた損益はすべて投資者の皆様に帰属します。したがって、当ファンドは元金および元金からの収益の確保が保

証されているものではなく、基準価額の下落により投資者は損失を被り、元金を割り込むことがあります。また、投

資信託は預貯金と異なります。 

当ファンドにかかる主なリスクは以下の通りです。 

 

① 基準価額の変動要因 

ａ．国内株式投資のリスク 

当ファンドは、日本国内に本拠を置く企業の普通株式を主要投資対象とします。したがって、国内の経済およ

び市場動向または組入株式の発行会社の経営・財務状況に応じて組入株式の株価および配当金が変動し、当ファ

ンドの運用成果に影響を与えます。 

 

ｂ．集中投資のリスク 

当ファンドは、絞り込んだ銘柄・少数の銘柄に投資することを想定しています。したがって、相対的に多くの

銘柄に分散投資を行った場合と比較すると、個別組入銘柄や業種の株価動向の影響を受けやすくなり、基準価額

の値動きが大きくなる場合があります。また、当ファンドが投資する特定の銘柄を売買しようとする際に、市場

の動向等によっては購入もしくは売却が困難または不可能になる可能性もあります。さらに、銘柄選定の結果、

関連する法的規制等の変更に伴い、当ファンドの運用成果に影響を与える場合があります。 

 

ｃ．中小型株式投資のリスク 

当ファンドは、銘柄選定の結果、株式市場の平均に比べ株式時価総額の小さな企業が発行する株式に投資する

場合があります。これらの株式の価格は、株式市場の平均に比べて結果としてより大きく値上がり、または値下

がりする可能性があり、これら株価の変動に応じて、当ファンドの運用成果に影響を与えることがあります。 

これは比較的規模の小さい企業は大規模の企業に比べ収益の変動が大きくなる傾向があることに加え、株式市

場における需給関係の変動の影響を受けやすいためです。 

 

ｄ. ESGを運用プロセスにおいて勘案する際の制約要因やリスク  

投資対象企業の環境、社会およびガバナンス特性に係る評価に際し、第三者プロバイダーが提供 するデータ

を含む複数のデータを活用します。当ファンドで使用する評価基準は、他のESGファンドが 適用する基準と異な

る場合があります。また、企業開示が不十分であるなどの理由から入手できる データや情報が不完全である可

能性があります。  

ESGの評価に基づく銘柄組み入れおよび除外基準により、ESG特性を考慮しないファンドと比較して 異なるパ

フォーマンスを示す可能性があります。また投資機会や投資対象となる銘柄が制限される 可能性があります 

 

② ファンド運営上のリスク 

ａ．購入および換金の受付の中止・取消 

金融商品取引所等における取引の停止、外国為替取引の停止、決済機能の停止その他やむを得ない事情がある

ときは、受益権の購入および換金の受付を中止する場合があります。また、この場合、既に受付けた受益権の購

入および換金の受付を取り消す場合があります。 

 

ｂ．ファンドの繰上償還 

当ファンドは換金により当ファンドの受益権の口数が30億口を下回ることとなった場合、または投資者のため

有利と認められる場合、その他やむを得ない事情が発生したとき等は、ファンドを償還させる場合があります。  
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ｃ．法令・税制・会計等の変更 

法令・税制・会計方法等は今後変更される可能性があります。 

 

ｄ．流動性リスクに関する事項 

当ファンドが保有する資産の市場環境等の状況により、保有有価証券の流動性が低下し、投資者からの換金請

求に制約がかかる等のリスク（流動性リスク）があります。当ファンドにおいて流動性リスクが顕在化すると考

えられる状況は以下の通りです。 

・経済全体または個別企業の業績の影響により、株価変動が大きくなるまたは取引量が著しく少なくなる等、

株式市場動向が不安定になった場合 

※金融商品取引所等における取引の停止時、決済機能の停止時または大口の換金請求については、換金請求に制

限がかかる場合があります。 

 

ｅ．収益分配金に関する留意点 

分配金は、預貯金の利息とは異なりファンドの純資産から支払われますので、分配金が支払われると、その金

額相当分、基準価額は下がります。 

分配金は、計算期間中に発生した運用収益（経費控除後の配当等収益および評価益を含む売買益）を超えて支

払われる場合があります。計算期間中に運用収益があった場合においても、当該運用収益を超えて分配を行った

場合、当期決算日の基準価額は前期決算日の基準価額と比べて下落することになります。したがって、分配金の

水準は必ずしも計算期間におけるファンドの収益率を示すものではありません。 

投資者の個別元本の状況によっては、分配金の一部または全部が、実質的に元本の一部払戻しに相当する場合

があります。個別元本とは、追加型投資信託を保有する投資者毎の取得元本のことで、投資者毎に異なります。 

 

(2) リスクの管理体制 

委託会社ではリスク管理を重視しており、独自開発のシステムを用いてリスク管理を行っております。具体的には、

運用担当部門から独立したリスク管理担当部門においてファンドの投資リスクおよび流動性リスクの計測・分析、投

資・流動性制限のモニタリングなどを行うことにより、ファンドの投資リスク（流動性リスクを含む）が運用方針に

合致していることを確認し、その結果を運用担当部門にフィードバックするほか、社内の関係者で共有しております。

また、委託会社の業務に関するリスクについて社内規程を定めて管理を行っております。 

 

※ リスクの管理体制は、変更となる場合があります。 
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（参考情報） 
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４【手数料等及び税金】 

(1)【申込手数料】 

① 購入時の申込手数料（以下「購入時手数料」といいます。）は、購入受付日の基準価額に3.30％（税抜3.00％）

を上限として、販売会社が独自に定める率を乗じて得た額とします。詳細は販売会社にお問い合わせください。 

販売会社につきましては、下記にお問い合わせください。 

ブラックロック・ジャパン株式会社 

電話番号：03-6703-4300 （受付時間 営業日の９：00～17：00） 

ホームページアドレス：www.blackrock.com/jp/ 

 

なお、購入時手数料には、消費税等相当額が含まれています（以下同じ。）。 

 

購入時手数料は、購入時の商品説明、販売に関する事務手続き等の役務の対価として販売会社にお支払いいただ

くものです。 

 

② 分配金の受取方法により、「一般コース」、「累積投資コース」の２つのコースがあります。「累積投資コース」

を選択した投資者が、分配金を再投資する場合は、無手数料とします。 

 

(2)【換金（解約）手数料】 

① 換金手数料 

ありません。 

 

② 信託財産留保額 

ありません。 

 

(3)【信託報酬等】 

① 信託報酬の総額 

計算期間を通じて毎日、信託財産の純資産総額に年1.452％（税抜1.32％）の率を乗じて得た額とします。信託

報酬に係る委託会社、販売会社、受託会社の間の配分および当該報酬を対価とする役務の内容は次の通りとします。 

 信託報酬の配分 役務の内容 

委託会社 
年0.715％ 

(税抜0.65％) 
ファンドの運用、基準価額の計算、運用報告書等各種書
類の作成等 

販売会社 
年0.715％ 

(税抜0.65％) 
運用報告書等各種書類の送付、口座内でのファンドの管
理、購入後の情報提供等 

受託会社 
年0.022％ 

(税抜0.02％) 
運用財産の管理、委託会社からの指図の実行等 

 

② 信託報酬の支払時期と支払方法等 

信託報酬は、日々計上され、毎計算期間の最初の６ヵ月終了日（当該終了日が休業日の場合はその翌営業日）、

および毎計算期末または信託終了のとき信託財産中から支弁するものとします。 

委託会社および販売会社に対する信託報酬は、ファンドから委託会社に対して支弁されます。信託報酬の販売会

社への配分は、ファンドから委託会社に支弁された後、委託会社より販売会社に対して支払われます。受託会社の

報酬は、ファンドから受託会社に対して支弁されます。 

 

(4)【その他の手数料等】 

① 信託財産において換金代金等の支払資金に不足が生じるときに資金借入れの指図を行った場合はその都度、当該

借入金の利息は信託財産中より支弁します。 
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② 信託財産に関する租税、信託事務の処理に要する諸費用および受託会社の立替えた立替金の利息（以下「諸経費」

といいます。）は、投資者の負担とし、その都度、信託財産中から支弁します。 

 

③ 下記の諸費用（以下「諸費用」といいます。）および諸費用に係る消費税等相当額は、投資者の負担とし、信託

財産中から支弁することができます。 

１．受益権の管理事務に関連する費用 

２．有価証券届出書、有価証券報告書等法定提出書類の作成、印刷および提出に係る費用 

３．目論見書の作成、印刷および交付に係る費用 

４．信託約款の作成、印刷および届出に係る費用 

５．運用報告書の作成、印刷、交付および提出に係る費用 

６．公告に係る費用 

７．他の信託との併合および信託約款の変更またはファンドの償還に係る事項を記載した書面の作成、印刷およ

び交付に係る費用 

８．この信託の監査人、法律顧問および税務顧問に対する報酬および費用 

委託会社は、年0.11％（税抜0.10％）を上限とする、上記の諸費用の金額をあらかじめ合理的に見積もった上

で算出する率を毎日純資産総額に対して乗じて得た額、または上記の諸費用の金額をあらかじめ合理的に見積も

った上で算出する額を、上記の諸費用の支払の合計額とみなして、ファンドから受領することができます。諸費

用および諸費用に係る消費税等相当額は、日々計上され、毎計算期間の最初の６ヵ月終了日（当該終了日が休業

日の場合はその翌営業日）および毎計算期末または信託終了のとき信託財産中から支払われるものとします。 

 

④ ファンドの組入有価証券の売買の際に発生する売買委託手数料（消費税等相当額を含みます。）、先物取引・オ

プション取引等に要する費用は、その都度、信託財産中より支弁します。 

 

(5)【課税上の取扱い】 

課税上は株式投資信託として取扱われます。 

日本の居住者（法人を含む。）である投資者に対する課税については、以下のような取扱いとなります。 

① 個別元本方式について 

ａ．追加型株式投資信託について、投資者毎の信託時の受益権の価額等（購入時手数料は含まれません。）が当該

投資者の元本（「個別元本」といいます。）にあたります。 

 

ｂ．投資者が同一ファンドの受益権を複数回購入した場合、個別元本は、当該投資者が追加信託を行うつど当該投

資者の受益権口数で加重平均することにより算出されます。 

 

ｃ．同一ファンドを複数の販売会社で購入する場合については各販売会社毎に、個別元本の算出が行われます。ま

た、同一販売会社であっても複数支店等で同一ファンドを購入する場合は当該支店等毎に個別元本の算出が行わ

れる場合があります。 

 

ｄ．投資者が元本払戻金（特別分配金）を受け取った場合、収益分配金発生時にその個別元本から当該元本払戻金

（特別分配金）を控除した額が、その後の当該投資者の個別元本となります。（「元本払戻金（特別分配金）」

については、下記「③収益分配金の課税について」を参照。） 

 

② 換金時および償還時の課税について 

ａ．個人の投資者の場合 

換金時および償還時の差益（譲渡益）が課税対象となります。 
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ｂ．法人の投資者の場合 

換金時および償還時の個別元本超過額が課税対象となります。 

 

③ 収益分配金の課税について 

追加型株式投資信託の収益分配金には、課税扱いとなる「普通分配金」と、非課税扱いとなる「元本払戻金（特

別分配金）」（投資者毎の元本の一部払戻しに相当する部分）の区分があります。 

投資者が収益分配金を受け取る際、①当該収益分配金落ち後の基準価額が当該投資者の個別元本と同額の場合ま

たは当該投資者の個別元本を上回っている場合には、当該収益分配金の全額が普通分配金となり、②当該収益分配

金落ち後の基準価額が当該投資者の個別元本を下回っている場合には、その下回る部分の額が元本払戻金（特別分

配金）となり、当該収益分配金から当該元本払戻金（特別分配金）を控除した額が普通分配金となります。 

なお、投資者が元本払戻金（特別分配金）を受け取った場合、収益分配金発生時にその個別元本から当該元本払

戻金（特別分配金）を控除した額が、その後の当該投資者の個別元本となります。 

 

④ 個人、法人の課税の取扱いについて 

ａ．個人の投資者に対する課税 

(a) 収益分配金の課税について 

支払いを受ける収益分配金のうち、課税扱いとなる普通分配金については、配当所得として、20.315％（所

得税15.315％、地方税５％）の税率による源泉徴収が行われます。原則として、申告は不要です。 

また、確定申告を行うことにより総合課税（配当控除あり）と申告分離課税（20.315％（所得税15.315％、

地方税５％））のいずれかを選択することができます。 

 

(b) 換金時および償還時の差益の課税について 

換金時および償還時の差益（換金価額および償還価額から購入費用（購入時手数料および当該購入時手数料

にかかる消費税等相当額を含みます。）を控除した利益）は、譲渡益として課税対象（譲渡所得等）となり、

20.315％（所得税15.315％、地方税５％）の税率による申告分離課税が適用されます。原則として確定申告が

必要ですが、特定口座（源泉徴収口座）の利用が可能な場合があります。 

 

換金時および償還時に損失（譲渡損）が生じた場合には、確定申告することで、他の株式等の譲渡益、上場

株式等の配当所得および特定公社債等の利子所得の金額（申告分離課税を選択したものに限ります。）との損

益通算ならびに３年間の繰越控除の対象とすることができます。 

また、換金時および償還時の差益（譲渡益）については、他の株式等の譲渡損と損益を相殺することができ

ます。 

 

※公募株式投資信託は税法上、一定の要件を満たした場合にNISA（少額投資非課税制度）の適用対象となります。

当ファンドは、NISAの対象ではありません。 

 

ｂ．法人の投資者に対する課税 

法人の投資者が支払いを受ける収益分配金のうち課税扱いとなる普通分配金ならびに換金時および償還時の個

別元本超過額については、15.315％（所得税15.315％、地方税の源泉徴収はありません。）の税率による源泉徴

収が行われます。なお、当ファンドについては、法人税の課税対象となりますが、益金不算入制度の適用はあり

ません。 

 

※外貨建資産への投資により外国税額控除の適用となった場合には、分配時の税金が上記と異なる場合があります。 

 

※上記は2024年２月末現在のものですので、税法が改正された場合等には、税率等が変更される場合があります。

税金の取扱いの詳細については、税務専門家等にご確認されることをお勧めします。 
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（参考情報）ファンドの総経費率 

・直近の運用報告書の対象期間（2023年２月28日から2024年２月26日）における当ファンドの総経費率（年率換算）

は以下の通りです。 

総経費率（①+②） ①運用管理費用の比率 ②その他費用の比率 

1.51％ 1.44％ 0.06％ 

※ 上記は、対象期間の運用報告書に記載されている総経費率（原則として、募集手数料、売買委託手数料および

有価証券取引税は含まれません。消費税等のかかるものは消費税等を含む。）です。 

※ 計算方法等の詳細は、対象期間の運用報告書（全体版）をご覧ください。なお、新たな対象期間にかかる運用

報告書が作成され、上記の総経費率が更新されている場合があります。 
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５ 【運用状況】 

以下の運用状況は2024年２月末現在のものです。 

「ブラックロック・ガバナンス・フォーカス・ファンド」 

(1) 【投資状況】 

  

資産の種類 金額(円) 投資比率(％) 

親投資信託受益証券   3,793,280,276 100.01 

  内 日本 3,793,280,276 100.01 

コール・ローン、その他の資産(負債控除後) △467,434 △0.01 

純資産総額 3,792,812,842 100.00 

  

(2) 【投資資産】 

① 【投資有価証券の主要銘柄】 

  

順位 銘柄 国/地域 種類 数量(口) 
簿価単価 
(円) 

簿価金額 
(円) 

評価単価 
(円) 

評価金額 
(円) 

投資比率 
(％) 

１ 
ブラックロック・ガバナン
ス・フォーカス・マザーフ
ァンド 

日本 
親投資信託
受益証券 

2,101,074,707 1.8053 3,793,070,179 1.8054 3,793,280,276 100.01 

(注) 投資比率は、純資産総額に対する評価金額の比率です。 

  

種類別投資比率 

  

種類 投資比率(％) 

親投資信託受益証券 100.01 

(注) 投資比率は、純資産総額に対する評価金額の比率です。 

  

② 【投資不動産物件】 

該当事項はありません。 

  

③ 【その他投資資産の主要なもの】 

該当事項はありません。 
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(3) 【運用実績】 

① 【純資産の推移】 

2024年２月末現在、同日前１年以内における各月末および各計算期間末の純資産の推移は次の通りです。 

  

 純資産総額(円) １口当たりの純資産額(円) 

 (分配落) (分配付) (分配落) (分配付) 

第１期(2019年２月25日) 16,261,278,250 (同左) 0.9111 (同左) 

第２期(2020年２月25日) 9,754,234,899 (同左) 0.9642 (同左) 

第３期(2021年２月25日) 5,414,877,449 (同左) 1.1089 (同左) 

第４期(2022年２月25日) 3,552,295,397 (同左) 1.0818 (同左) 

第５期(2023年２月27日) 3,320,736,560 (同左) 1.1679 (同左) 

第６期(2024年２月26日) 3,796,017,483 (同左) 1.6692 (同左) 

2023年２月末現在 3,323,263,673 ― 1.1688 ― 

2023年３月末現在 3,355,932,315 ― 1.1833 ― 

2023年４月末現在 3,290,342,875 ― 1.2114 ― 

2023年５月末現在 3,302,519,489 ― 1.2968 ― 

2023年６月末現在 3,498,372,013 ― 1.4036 ― 

2023年７月末現在 3,488,945,503 ― 1.4282 ― 

2023年８月末現在 3,447,276,388 ― 1.4241 ― 

2023年９月末現在 3,450,682,329 ― 1.4409 ― 

2023年10月末現在 3,307,297,944 ― 1.3954 ― 

2023年11月末現在 3,390,417,464 ― 1.4505 ― 

2023年12月末現在 3,360,440,697 ― 1.4487 ― 

2024年１月末現在 3,595,820,276 ― 1.5716 ― 

2024年２月末現在 3,792,812,842 ― 1.6691 ― 

  

② 【分配の推移】 

  

 １口当たりの分配金(円) 

第１期 ― 

第２期 ― 

第３期 ― 

第４期 ― 

第５期 ― 

第６期 ― 

  

③ 【収益率の推移】 

  

 収益率(％) 

第１期 △8.9 

第２期 5.8 

第３期 15.0 

第４期 △2.4 

第５期 8.0 

第６期 42.9 

(注) 収益率とは、計算期間末の基準価額(分配付の額)から当該計算期間の直前の計算期末の基準価額(分配落の額。

以下「前期末基準価額」といいます。)を控除した額を前期末基準価額で除して得た数に100を乗じて得た数で

す。なお、第１期計算期間については、前期末基準価額を10,000円(１万口当たり)として計算しています。 
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(4) 【設定及び解約の実績】 

  

 設定数量(口) 解約数量(口) 発行済数量(口) 

第１期 18,052,508,093 205,124,526 17,847,383,567 

第２期 1,910,555,346 9,642,052,660 10,115,886,253 

第３期 349,797,874 5,582,716,493 4,882,967,634 

第４期 456,574,602 2,055,893,164 3,283,649,072 

第５期 114,156,673 554,525,021 2,843,280,724 

第６期 229,404,843 798,552,744 2,274,132,823 
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（参考情報） 

「ブラックロック・ガバナンス・フォーカス・マザーファンド」 

(1) 投資状況 

  

資産の種類 金額(円) 投資比率(％) 

株式 3,733,565,750 98.43 

  内 日本 3,733,565,750 98.43 

コール・ローン、その他の資産(負債控除後) 59,642,721 1.57 

純資産総額 3,793,208,471 100.00 

(注)  当ファンドは、ファミリーファンド方式による運用を行っているため、実質の運用はマザーファンドにおいて行

っております。 
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(2) 投資資産 

① 投資有価証券の主要銘柄 

  

順位 銘柄 
国／ 
地域 

種類 業種 数量 
簿価単価 
(円) 

簿価金額 
(円) 

評価単価 
(円) 

評価金額 
(円) 

投資 
比率 
(％) 

１ 東京エレクトロン 日本 株式 電気機器 5,500 36,000.00 198,000,000 36,870.00 202,785,000 5.35 

２ 三菱商事 日本 株式 卸売業 58,900 3,300.00 194,370,000 3,205.00 188,774,500 4.98 

３ 三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 日本 株式 銀行業 113,800 1,515.00 172,407,000 1,542.00 175,479,600 4.63 

４ 日立製作所 日本 株式 電気機器 13,400 12,710.00 170,314,000 12,665.00 169,711,000 4.47 

５ 日本電信電話 日本 株式 情報・通信業 895,000 182.00 162,890,000 182.30 163,158,500 4.30 

６ 三井物産 日本 株式 卸売業 24,300 6,590.00 160,137,000 6,553.00 159,237,900 4.20 

７ 三菱重工業 日本 株式 機械 12,200 11,720.00 142,984,000 11,825.00 144,265,000 3.80 

８ オリックス 日本 株式 その他金融業 45,500 3,149.00 143,279,500 3,137.00 142,733,500 3.76 

９ リクルートホールディングス 日本 株式 サービス業 23,500 6,059.00 142,386,500 6,044.00 142,034,000 3.74 

10 富士フイルムホールディングス 日本 株式 化学 14,900 9,645.00 143,710,500 9,523.00 141,892,700 3.74 

11 信越化学工業 日本 株式 化学 20,600 6,416.00 132,169,600 6,387.00 131,572,200 3.47 

12 東京海上ホールディングス 日本 株式 保険業 29,100 4,344.00 126,410,400 4,376.00 127,341,600 3.36 

13 ソニーグループ 日本 株式 電気機器 9,500 13,035.00 123,832,500 12,945.00 122,977,500 3.24 

14 村田製作所 日本 株式 電気機器 38,900 3,026.00 117,711,400 3,023.00 117,594,700 3.10 

15 日本電気 日本 株式 電気機器 11,600 10,245.00 118,842,000 10,090.00 117,044,000 3.09 

16 リンナイ 日本 株式 金属製品 33,000 3,473.00 114,609,000 3,489.00 115,137,000 3.04 

17 ニトリホールディングス 日本 株式 小売業 4,500 21,945.00 98,752,500 21,980.00 98,910,000 2.61 

18 花王 日本 株式 化学 17,300 5,684.00 98,333,200 5,696.00 98,540,800 2.60 

19 デンソー 日本 株式 輸送用機器 35,600 2,749.50 97,882,200 2,754.00 98,042,400 2.58 

20 第一生命ホールディングス 日本 株式 保険業 27,500 3,361.00 92,427,500 3,408.00 93,720,000 2.47 

21 パナソニック ホールディングス 日本 株式 電気機器 64,100 1,414.00 90,637,400 1,420.50 91,054,050 2.40 

22 ＤＭＧ森精機 日本 株式 機械 25,800 3,454.00 89,113,200 3,459.00 89,242,200 2.35 

23 アサヒグループホールディングス 日本 株式 食料品 17,000 5,311.00 90,287,000 5,133.00 87,261,000 2.30 

24 スズキ 日本 株式 輸送用機器 13,200 6,792.00 89,654,400 6,577.00 86,816,400 2.29 

25 日産化学 日本 株式 化学 12,400 6,254.00 77,549,600 6,253.00 77,537,200 2.04 

26 トヨタ自動車 日本 株式 輸送用機器 21,200 3,565.00 75,578,000 3,621.00 76,765,200 2.02 

27 日本光電工業 日本 株式 電気機器 18,000 4,086.00 73,548,000 4,144.00 74,592,000 1.97 

28 積水ハウス 日本 株式 建設業 20,500 3,326.00 68,183,000 3,340.00 68,470,000 1.81 

29 ふくおかフィナンシャルグループ 日本 株式 銀行業 17,400 3,744.00 65,145,600 3,884.00 67,581,600 1.78 

30 エーザイ 日本 株式 医薬品 10,800 6,239.00 67,381,200 6,254.00 67,543,200 1.78 

(注) 投資比率は、純資産総額に対する評価金額の比率です。 
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種類別及び業種別投資比率 

  

種類 投資比率(％) 

株式   98.43 

  業種   

  建設業 1.81 

  食料品 2.81 

  化学 11.85 

  医薬品 1.78 

  金属製品 3.04 

  機械 6.16 

  電気機器 23.61 

  輸送用機器 6.90 

 陸運業 1.77 

  情報・通信業 4.30 

 卸売業 9.17 

 小売業 2.61 

  銀行業 6.41 

 証券、商品先物取引業 2.89 

 保険業 5.83 

 その他金融業 3.76 

 サービス業 3.74 

(注) 投資比率は、純資産総額に対する評価金額の比率です。 

  

② 投資不動産物件 

該当事項はありません。 

  

③ その他投資資産の主要なもの 

該当事項はありません。 
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（参考情報） 
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第２【管理及び運営】 

１【申込（販売）手続等】 

(1) 申込方法 

受益権の投資者は、販売会社と有価証券の取引に関する契約を締結します。販売会社は有価証券の取引にかかわる

約款を投資者に交付し、投資者は当該約款に基づく取引口座の設定を申込む旨の申込書を提出します。 

分配金の受取方法により、収益の分配時に分配金を受け取る「一般コース」と分配金が税引き後無手数料で再投資

される「累積投資コース」の２つの申込コースがあります。 

＊ 販売会社によっては、当該契約または規定について、同様の権利義務関係を規定する名称の異なる契約または

規定を使用することがあり、この場合、当該別の名称に読み替えるものとします。 

「累積投資コース」を選択する投資者は、当該販売会社との間で「累積投資約款」にしたがって契約を締結します。 

取扱いを行うコースは各販売会社により異なりますので、詳細は販売会社にお問い合わせください。 

投資者は販売会社に、購入と同時にまたは予め当該投資者が受益権の振替を行うための振替機関等の口座を申し出

るものとし、当該口座に当該投資者に係る口数の増加の記載または記録が行われます。なお、販売会社は、当該購入

の代金の支払いと引き換えに、当該口座に当該投資者に係る口数の増加の記載または記録を行うことができます。委

託会社は、追加信託により分割された受益権について、振替機関等の振替口座簿への新たな記載または記録をするた

め社振法に定める事項の振替機関への通知を行うものとします。振替機関等は、委託会社から振替機関への通知があ

った場合、社振法の規定にしたがい、その備える振替口座簿への新たな記載または記録を行います。受託会社は、信

託契約締結日に生じた受益権については信託契約締結時に、追加信託により生じた受益権については追加信託のつど、

振替機関の定める方法により、振替機関へ当該受益権に係る信託を設定した旨の通知を行います。 

 

(2) 申込期間 

当ファンドの購入は、申込期間における販売会社の各営業日に、販売会社の本・支店、営業所等でお受けしていま

す。なお、申込期間は、有価証券届出書を提出することによって更新されます。 

 

(3) 受付時間 

購入の受付は、申込期間中の午後３時＊までに受付けたものを当日のお申込みとします。ただし、受付時間は販売

会社により異なることがあります。詳細は販売会社にお問い合わせください。受付時間を過ぎての購入の申込は翌営

業日の取扱いとします。 

＊ 2024年11月５日以降は、原則として、午後３時30分までに販売会社が受け付けたものを当日の申込分とする予

定です。なお、販売会社によっては異なる場合がありますので、お申込みの販売会社にお問い合わせください。 

 

販売会社につきましては、下記にお問い合わせください。 

ブラックロック・ジャパン株式会社 

電話番号：03-6703-4300（受付時間 営業日の９：00～17：00） 

ホームページアドレス：www.blackrock.com/jp/ 

 

(4) 購入単位 

分配金の受取方法により、収益の分配時に分配金を受け取る「一般コース」と、分配金が税引き後、無手数料で再

投資される「累積投資コース」の２つのコースがあります。 

取扱いを行うコースおよび購入の申込単位（以下「購入単位」といいます。）は、各販売会社により異なりますの

で、詳細は販売会社にお問い合わせください。 

 

(5) 購入価額 

購入受付日の基準価額とします。なお、購入価額には、購入時手数料は含まれておりません。 
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(6) 購入時手数料 

① 購入受付日の基準価額に3.30％（税抜3.00％）を上限として、販売会社が独自に定める率を乗じて得た額としま

す。詳細は販売会社にお問い合わせください。なお、購入時手数料には消費税等相当額が含まれています。 

 

② 「累積投資コース」を選択した投資者が、分配金を再投資する場合は、無手数料とします。 

 

(7) 購入代金のお支払い 

投資者は、購入の販売会社が定める日までに当ファンドの購入代金（購入価額に購入口数を乗じた金額に、購入時

手数料（消費税等相当額を含みます。）を加算した金額をいいます。）を販売会社に支払うものとします。 

 

(8) 購入の受付の中止、既に受付けた購入の受付の取消 

金融商品取引所等における取引の停止、外国為替取引の停止、決済機能の停止その他やむを得ない事情があるとき

は、委託会社の判断により、受益権の購入の受付を中止することおよび既に受付けた購入の受付を取り消すことがあ

ります。 
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２【換金（解約）手続等】 

(1) 換金の申込と受付 

投資者は、自己に帰属する受益権について、委託会社に換金の申込をすることができます。投資者が換金の申込を

するときは、販売会社に対し、振替受益権をもって行うものとします。換金の申込の受付は、午後３時＊までとなっ

ております。ただし、受付時間は各販売会社により異なることがあります。詳細は販売会社にお問い合わせください。

受付時間を過ぎての換金の申込は翌営業日の取扱いとします。 

＊ 2024年11月５日以降は、原則として、午後３時30分までに販売会社が受け付けたものを当日の申込分とする予

定です。なお、販売会社によっては異なる場合がありますので、お申込みの販売会社にお問い合わせください。 

 

(2) 換金単位 

換金単位は、各販売会社により異なります。詳細は販売会社にお問い合わせください。 

 

(3) 換金価額 

換金価額は、換金受付日の基準価額とします。なお、手取額は、換金価額から所得税および地方税を差し引いた金

額となります。 

当ファンドの換金価額等につきましては販売会社または下記に問い合わせることにより知ることができます。 

ブラックロック・ジャパン株式会社 

電話番号：03-6703-4300（受付時間 営業日の９：00～17：00） 

 

(4) 換金受付の制限 

信託財産の資金管理を円滑に行うため、大口の換金には制限を設ける場合があります。詳細は販売会社にお問い合

わせください。 

 

(5) 換金代金の支払い 

換金代金は原則として換金受付日から起算して５営業日目から販売会社においてお支払いします。 

 

(6) 換金の申込の受付中止および取消 

委託会社は、金融商品取引所等における取引の停止、外国為替取引の停止、決済機能の停止その他やむを得ない事

情があるときは、換金の申込の受付を中止することおよび既に受付けた換金の申込の受付を取り消すことができます。

換金の申込の受付が中止された場合には、投資者は当該受付中止以前に行った当日の換金の申込を撤回できます。た

だし、投資者がその換金の申込を撤回しない場合には、当該受付中止を解除した後の最初の基準価額の計算日に換金

の申込を受付けたものとします。 
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３【資産管理等の概要】 

(1)【資産の評価】 

基準価額とは、信託財産に属する資産（受入担保金代用有価証券および借入公社債を除きます。）を法令および一

般社団法人投資信託協会規則にしたがって時価評価して得た信託財産の資産総額から負債総額を控除した金額（「純

資産総額」といいます。）を、計算日における受益権総口数で除した金額をいいます。なお、外貨建資産（外国通貨

表示の有価証券（「外貨建有価証券」といいます。）、預金その他の資産をいいます。以下同じ。）の円換算につい

ては、原則として、わが国における計算日の対顧客電信売買相場の仲値によって計算します。また、予約為替の評価

は、原則として、わが国における計算日の対顧客先物売買相場の仲値によるものとします。 

基準価額（１万口当り）は委託会社の営業日に毎日算出されます。投資者は、販売会社または下記に問い合わせる

ことにより知ることができます。 

また、日々の基準価額（１万口当り）は翌日の日本経済新聞に掲載されております。ファンド名は「ガバナンスＦ」

と省略されて記載されております。 

 

当ファンドの主たる投資対象の評価方法は以下の通りです。 

マザーファンドの受益証券：原則として計算日の基準価額で評価します。 

（参考）マザーファンドの主たる投資対象の評価方法 

国内株式：原則として基準価額計算日の金融商品取引所の最終相場で評価します。 

 

ブラックロック・ジャパン株式会社 

電話番号：03-6703-4300（受付時間 営業日の９：00～17：00） 

ホームページアドレス：www.blackrock.com/jp/ 

 

(2)【保管】 

該当事項はありません。 

 

(3)【信託期間】 

この信託の期間は、2018年９月18日から2028年２月25日までとします。ただし、委託会社は、信託期間満了前に信

託期間の延長が投資者に有利であると認めたときは、受託会社と協議のうえ、信託期間を延長することができます。 

 

(4)【計算期間】 

計算期間は２月26日から翌年２月25日までとすることを原則とします。ただし、第１計算期間は、信託契約締結日

から2019年２月25日までとします。計算期間終了日に該当する日が休業日のときは該当日の翌営業日を計算期間の終

了日とし、その翌日より次の計算期間が開始されるものとします。 

 

(5)【その他】 

① ファンドの償還条件等 

ａ．委託会社は、信託期間中において、当ファンドを償還することが投資者のため有利であると認めるとき、また

はやむを得ない事情が発生したときは、受託会社と合意のうえ、当ファンドを償還させることができます。この

場合において、委託会社は、あらかじめ、償還しようとする旨を監督官庁に届け出ます。 

 

ｂ．委託会社は換金により、当ファンドの受益権の口数が30億口を下回ることとなった場合には、受託会社と合意

のうえ、当ファンドを償還させることができます。この場合において、委託会社は、あらかじめ、償還しようと

する旨を監督官庁に届け出ます。 
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ｃ．ａ．およびｂ．の場合において、委託会社は、書面による決議（以下「書面決議」といいます。）を行います。

この場合において、あらかじめ、書面決議の日ならびにファンドの償還の理由などの事項を定め、当該決議の日

の２週間前までに、この信託契約に係る知れている投資者に対し、書面をもってこれらの事項を記載した書面決

議の通知を発します。 

 

ｄ．ｃ．の書面決議において、投資者（委託会社および当ファンドの信託財産に当ファンドの受益権が属するとき

の当該受益権に係る投資者としての受託会社を除きます。以下ｄ．において同じ。）は受益権の口数に応じて、

議決権を有し、これを行使することができます。なお、知れている投資者が議決権を行使しないときは、当該知

れている投資者は書面決議について賛成するものとみなします。 

 

ｅ．ｃ．の書面決議は議決権を行使することができる投資者の議決権の３分の２以上に当たる多数をもって行いま

す。 

 

ｆ．ｃ．～ｅ．までの規定は、委託会社が当ファンドの償還について提案をした場合において、当該提案につき、

この信託契約に係るすべての投資者が書面または電磁的記録により同意の意思表示をしたときには適用しません。

また、信託財産の状態に照らし、真にやむを得ない事情が生じている場合であって、ｃ．～ｅ．までの手続を行

うことが困難な場合も同じとします。 

 

ｇ．委託会社は、監督官庁より当ファンドの償還の命令を受けたときはその命令に従い、当ファンドを償還させま

す。 

 

ｈ．委託会社が監督官庁より登録の取消を受けたとき、解散したときまたは業務を廃止したときは、委託会社は当

ファンドを償還させます。 

 

ｉ．ｈ．にかかわらず、監督官庁がこの信託契約に関する委託会社の業務を他の投資信託委託会社に引き継ぐこと

を命じたときは、当ファンドは、「②信託約款の変更ｂ．」に規定する書面決議が否決された場合を除き、当該

投資信託委託会社と受託会社との間において存続します。 

 

ｊ．受託会社は、委託会社の承諾を受けてその任務を辞任することができます。受託会社がその任務に背いた場合、

その他重要な事由が生じたときは、委託会社または投資者は、裁判所に受託会社の解任を請求することができま

す。受託会社が辞任した場合、または裁判所が受託会社を解任した場合、委託会社は、信託約款の変更の規定に

したがい、新受託会社を選任します。委託会社が新受託会社を選任できないときは、委託会社は当ファンドを償

還させます。 

 

② 信託約款の変更 

ａ．委託会社は、投資者の利益のため必要と認めるとき、またはやむを得ない事情が発生したときは、受託会社と

合意のうえ、この信託約款を変更することまたは当ファンドと他の信託との併合（投資信託及び投資法人に関す

る法律第16条第２号に規定する「委託者指図型投資信託の併合」をいいます。以下同じ。）を行うことができる

ものとし、あらかじめ、変更または併合しようとする旨およびその内容を監督官庁に届け出ます。なお、この信

託約款は以下に定める以外の方法によって変更することができないものとします。 

 

ｂ．委託会社は、ａ．の事項（ａ．の変更事項にあっては、その内容が重大なものに該当する場合に限り、併合の

事項にあってはその併合が投資者の利益に及ぼす影響が軽微なものに該当する場合を除き、合わせて「重大な約

款の変更等」といいます。）について、書面決議を行います。この場合において、あらかじめ、書面決議の日な

らびに重大な約款の変更等の内容およびその理由などの事項を定め、当該決議の日の２週間前までに、この信託

約款に係る知れている投資者に対し、書面をもってこれらの事項を記載した書面決議の通知を発します。 
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ｃ．ｂ．の書面決議において、投資者（委託会社および当ファンドの信託財産に当ファンドの受益権が属するとき

の当該受益権に係る投資者としての受託会社を除きます。以下ｃ．において同じ。）は受益権の口数に応じて、

議決権を有し、これを行使することができます。なお、知れている投資者が議決権を行使しないときは、当該知

れている投資者は書面決議について賛成するものとみなします。 

 

ｄ．ｂ．の書面決議は議決権を行使することができる投資者の議決権の３分の２以上に当たる多数をもって行いま

す。 

 

ｅ．書面決議の効力は、当ファンドのすべての投資者に対してその効力を生じます。 

 

ｆ．ｂ．～ｅ．までの規定は、委託会社が重大な約款の変更等について提案をした場合において、当該提案につき、

この信託約款に係るすべての投資者が書面または電磁的記録により同意の意思表示をしたときには適用しません。 

 

ｇ．ａ．～ｆ．までの規定にかかわらず、当ファンドにおいて併合の書面決議が可決された場合にあっても、当該

併合にかかる一または複数の他の投資信託において当該併合の書面決議が否決された場合は、当該他の投資信託

との併合を行うことはできません。 

 

ｈ．委託会社は、監督官庁の命令に基づいてこの信託約款を変更しようとするときはａ．～ｆ．の規定にしたがい

ます。 

 

③ 信託事務の委託 

受託会社は、当ファンドにかかる信託事務の処理の一部について日本マスタートラスト信託銀行株式会社と再信

託契約を締結し、これを委託することがあります。その場合には、再信託にかかる契約書類に基づいて所定の事務

を行います。 

 

④ 運用報告書の作成 

毎決算時および償還時に、委託会社が期間中の運用経過のほか信託財産の内容、有価証券売買状況などを記載し

た「交付運用報告書」を作成し、販売会社を通じて知れている受益者にお届けいたします。 

 

⑤ 関係法人との契約の更改等に関する手続き 

「受益権の募集・販売の取扱い等に関する契約」の期間は１年とし、委託会社、販売会社いずれからも別段の意

思表示のないときは、自動的に１年間延長されるものとし、自動延長後の取扱いについてもこれと同様です。 

 

⑥ 公告 

委託会社が投資者に対してする公告は、電子公告により行い、次のアドレスに掲載します。 

www.blackrock.com/jp/ 

ただし、当該公告方法に支障がある場合には、日本経済新聞による公告を行います。 
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４【受益者の権利等】 

当ファンドの受益者（投資者）の有する主な権利は次の通りです。 

(1) 収益分配金受領権 

投資者は、委託会社の決定した収益分配金を、持ち分に応じて委託会社から受領する権利を有します。 

＜一般コース＞ 

毎計算期間終了日後１ヵ月以内の委託会社の指定する日（原則として５営業日以内）に、毎計算期間の末日にお

いて振替機関等の振替口座簿に記載または記録されている投資者（当該収益分配金にかかる計算期間の末日以前に

おいて換金が行われた受益権にかかる投資者を除きます。また、当該収益分配金にかかる計算期間の末日以前に設

定された受益権で購入代金支払前のため販売会社の名義で記載または記録されている受益権については原則として

投資者とします。）にお支払いを開始します。 

投資者が、収益分配金について支払開始日から５年間支払い請求を行わない場合はその権利を失い、委託会社が

受託会社から交付を受けた金銭は委託会社に帰属します。 

＜累積投資コース＞ 

受託会社が委託会社の指定する預金口座等に払い込むことにより、原則として、毎計算期間終了日の翌営業日に、

収益分配金が販売会社に交付されます。 

販売会社は、累積投資契約に基づき、投資者に対し遅滞なく収益分配金の再投資にかかる受益権の売付けを行い

ます。当該売付けにより増加した受益権は、振替口座簿に記載または記録されます。 

 

(2) 償還金受領権 

投資者は、委託会社の決定した償還金を、持ち分に応じて委託会社から受領する権利を有します。 

償還金は、信託終了日後１ヵ月以内の委託会社の指定する日（原則として償還日から起算して５営業日以内）に償

還日において振替機関等の振替口座簿に記載または記録されている投資者（償還日以前において換金が行われた受益

権にかかる投資者を除きます。また、当該償還日以前に設定された受益権で購入代金支払前のため販売会社の名義で

記載または記録されている受益権については原則として投資者とします。）にお支払いを開始します。なお、当該投

資者は、その口座が開設されている振替機関等に対して委託会社がこの信託の償還をするのと引き換えに、当該償還

に係る受益権の口数と同口数の抹消の申請を行うものとし、社振法の規定にしたがい当該振替機関等の口座において

当該口数の減少の記載または記録が行われます。 

償還金の支払いは、販売会社において行います。 

投資者が、償還金について支払開始日から10年間支払いの請求を行わない場合はその権利を失い、委託会社が受託

会社から交付を受けた金銭は委託会社に帰属するものとします。 

 

(3) 受益権の換金請求権 

投資者は、自己に帰属する受益権について、委託会社に換金を請求する権利を有します。 

換金代金は、換金受付日から起算して、原則として５営業日目から投資者に支払います。 

換金の請求を行う投資者は、その口座が開設されている振替機関等に対して当該投資者の請求に係る換金を委託会

社が行うのと引き換えに、当該換金に係る受益権の口数と同口数の抹消の申請を行うものとし、社振法の規定にした

がい当該振替機関等の口座において当該口数の減少の記載または記録が行われます。 

 

(4) 反対受益者の買取請求の不適用 

当ファンドは、投資信託及び投資法人に関する法律第18条第１項に定める反対受益者による受益権の買取請求の規

定の適用を受けません。 

 

(5) 帳簿書類の閲覧または謄写の請求権 

投資者は、委託会社に対し、その営業時間内に当ファンドの信託財産に関する帳簿書類の閲覧または謄写を請求す

ることができます。 
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第３【ファンドの経理状況】 

(1) 当ファンドの財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）及び

同規則第２条の２の規定により、「投資信託財産の計算に関する規則」（平成12年総理府令第133号）に基づいて作成し

ております。 

なお、財務諸表に記載している金額は、円単位で表示しております。 

 

(2) 当ファンドは、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第６期計算期間（2023年２月28日から2024年２

月26日まで）の財務諸表について、PwC Japan有限責任監査法人による監査を受けております。 

なお、従来、当ファンドが監査証明を受けているＰｗＣあらた有限責任監査法人は、2023年12月１日付でＰｗＣ京都監

査法人と合併、名称を変更しPwC Japan有限責任監査法人となりました。 

 

(3) 当ファンドは、ファミリーファンド方式により運用を行っておりますので、参考情報として「ブラックロック・ガバ

ナンス・フォーカス・マザーファンド」の貸借対照表、注記表及び附属明細表を記載しております。 

なお、当該参考情報は監査意見の対象外となっております。 
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独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書
  

2024年5月7日
 
ブラックロック・ジャパン株式会社 

取 締 役 会 御 中 
 

PwC Japan有限責任監査法人  

東京事務所  
 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

 公認会計士 鶴田 光夫 

 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

 公認会計士 奈良 将太朗 

  

監査意見 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「ファンドの経理状況」に掲げ

られているブラックロック・ガバナンス・フォーカス・ファンドの2023年2月28日から2024年2月26日までの計算期間の財

務諸表、すなわち、貸借対照表、損益及び剰余金計算書、注記表並びに附属明細表について監査を行った。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ブラック

ロック・ガバナンス・フォーカス・ファンドの2024年2月26日現在の信託財産の状態及び同日をもって終了する計算期間

の損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 

監査意見の根拠 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における

当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫

理に関する規定に従って、ブラックロック・ジャパン株式会社及びファンドから独立しており、また、監査人としてのそ

の他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断し

ている。 

 

その他の記載内容 

その他の記載内容は、有価証券報告書及び有価証券届出書（訂正有価証券届出書を含む）に含まれる情報のうち、財務

諸表及びその監査報告書以外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。 

当監査法人の財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内

容に対して意見を表明するものではない。 

財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と財

務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要

な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。 

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す

ることが求められている。 

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。 

 

財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうかを評

価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要があ

る場合には当該事項を開示する責任がある。 
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財務諸表監査における監査人の責任 

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がな

いかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決定に影

響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。 

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし

ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。 

・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を

立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監

査証拠を入手する。 

・ 財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実

施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。 

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び

関連する注記事項の妥当性を評価する。 

・ 経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、

継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付け

る。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事項に注意を喚

起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外事項付意見

を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の

事象や状況により、ファンドは継続企業として存続できなくなる可能性がある。 

・ 財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどう

かとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や会計事象

を適正に表示しているかどうかを評価する。 

監査人は、経営者に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を

含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。 

 

利害関係 

ブラックロック・ジャパン株式会社及びファンドと当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ

り記載すべき利害関係はない。 

以  上 

 

（注）1．上記の監査報告書の原本は当社が別途保管しております。 

2．XBRLデータは監査の対象には含まれていません。 
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１【財務諸表】 

【ブラックロック・ガバナンス・フォーカス・ファンド】 

(1)【貸借対照表】 

           (単位：円) 
          

第５期 
(2023年２月27日現在) 

第６期 
(2024年２月26日現在) 

資産の部   

 流動資産   

  親投資信託受益証券 3,346,870,424 3,822,028,586 

  未収入金 － 158,507 

 流動資産合計 3,346,870,424 3,822,187,093 

資産合計 3,346,870,424 3,822,187,093 

負債の部   

 流動負債   

  未払解約金 － 158,507 

  未払受託者報酬 381,154 379,145 

  未払委託者報酬 24,778,110 24,647,458 

  その他未払費用 974,600 984,500 

 流動負債合計 26,133,864 26,169,610 

負債合計 26,133,864 26,169,610 

純資産の部   

元本等   

 元本 2,843,280,724 2,274,132,823 

 剰余金   

  期末剰余金又は期末欠損金（△） 477,455,836 1,521,884,660 

  （分配準備積立金） 440,778,414 1,449,868,044 

 元本等合計 3,320,736,560 3,796,017,483 

純資産合計 3,320,736,560 3,796,017,483 

負債純資産合計 3,346,870,424 3,822,187,093 
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(2)【損益及び剰余金計算書】 

           (単位：円) 
          第５期 

(自 2022年２月26日 
 至 2023年２月27日) 

第６期 
(自 2023年２月28日 
 至 2024年２月26日) 

営業収益   

 有価証券売買等損益 313,425,775 1,291,736,112 

 営業収益合計 313,425,775 1,291,736,112 

営業費用   

 受託者報酬 766,016 748,265 

 委託者報酬 49,797,447 48,643,407 

 その他費用 1,920,600 1,981,100 

 営業費用合計 52,484,063 51,372,772 

営業利益又は営業損失（△） 260,941,712 1,240,363,340 

経常利益又は経常損失（△） 260,941,712 1,240,363,340 

当期純利益又は当期純損失（△） 260,941,712 1,240,363,340 

一部解約に伴う当期純利益金額の分配額又は一部解
約に伴う当期純損失金額の分配額（△） 

20,033,457 114,036,135 

期首剰余金又は期首欠損金（△） 268,646,325 477,455,836 

剰余金増加額又は欠損金減少額 13,849,128 53,214,024 

 
当期追加信託に伴う剰余金増加額又は欠損金減
少額 

13,849,128 53,214,024 

剰余金減少額又は欠損金増加額 45,947,872 135,112,405 

 
当期一部解約に伴う剰余金減少額又は欠損金増
加額 

45,947,872 135,112,405 

分配金 － － 

期末剰余金又は期末欠損金（△） 477,455,836 1,521,884,660 
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(3)【注記表】 

(重要な会計方針に係る事項に関する注記) 

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

親投資信託受益証券は移動平均法に基づき、当該親投資信託受益証券の基準価額で時価評価しております。 

 

２ 収益及び費用の計上基準 

有価証券売買等損益の計上基準 

約定日基準で計上しております。 

 

３ その他財務諸表作成のための基礎となる事項 

計算期間末日の取扱い 

当計算期間は前計算期間末及び当計算期間末が休業日であったため、2023年２月28日から2024年２月26日までとなっ

ております。 

 

(重要な会計上の見積りに関する注記) 

当計算期間の財務諸表の作成にあたって行った会計上の見積りが当計算期間の翌計算期間の財務諸表に重要な影響を及ぼ

すリスクは識別していないため、注記を省略しております。 
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(貸借対照表に関する注記) 

項目 
第５期 

(2023年２月27日現在) 
第６期 

(2024年２月26日現在) 

１ 当該計算期間の末日にお

ける受益権総数 

 

 

2,843,280,724口 

 

2,274,132,823口 

２ １口当たり純資産額 1.1679円 1.6692円 

 

(損益及び剰余金計算書に関する注記) 

項目 
第５期 

(自 2022年２月26日 
至 2023年２月27日) 

第６期 
(自 2023年２月28日 
至 2024年２月26日) 

 

分配金の計算過程 

 

当計算期末における、費用控除後の配

当等収益（60,361,416円）、費用控除

及び繰越欠損金補填後の有価証券売買

等損益(78,321,818円）、収益調整金

（有価証券売買等損益相当額）(0

円）、収益調整金（その他収益調整

金）（64,430,271円）、分配準備積立

金(302,095,180円）により、分配対象

収益は505,208,685円となりました

が、委託会社が基準価額水準・市況動

向等を勘案し、当期は分配を見合わせ

ました。 

 

当計算期末における、費用控除後の配

当等収益（72,260,275円）、費用控除

及び繰越欠損金補填後の有価証券売買

等損益(1,054,066,930円）、収益調整

金（有価証券売買等損益相当額）(0

円）、収益調整金（その他収益調整

金）（82,935,807円）、分配準備積立

金(323,540,839円）により、分配対象

収益は1,532,803,851円となりました

が、委託会社が基準価額水準・市況動

向等を勘案し、当期は分配を見合わせ

ました。 
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(金融商品に関する注記) 

Ⅰ 金融商品の状況に関する事項 

１ 金融商品に対する取組方針 

当ファンドは、投資信託及び投資法人に関する法律第２条第４項に定める証券投資信託であり、信託約款に規定する「運

用の基本方針」に従い、有価証券等の金融商品に対して投資として運用することを目的としております。 

 

２ 金融商品の内容及び金融商品に係るリスク 

当ファンドが保有する金融商品の種類は、有価証券、コール・ローン等の金銭債権及び金銭債務であります。当ファンド

が保有する有価証券は親投資信託受益証券であります。 

当ファンドの主な投資リスクとして、「国内株式投資のリスク」、「集中投資のリスク」、「中小型株式投資のリスク」

等があります。 

 

３ 金融商品に係るリスク管理体制 

(1) 市場リスクの管理 

ブラックロックソリューション・グリーンパッケージプロダクションチームが日次で計測し、運用部、その他の関係部署

等にレポートをイントラネットで配信しております。また、運用ガイドラインのモニタリングはポートフォリオ・コンプ

ライアンスチームが行っており、ガイドライン等を逸脱していた場合、関係部署へ報告され、適切な調整を行います。 

(2) 信用リスクの管理 

ファンダメンタル債券運用部により、国内債券の個別信用リスク及び銘柄間の相対価値については独自の定量・定性分析

等を行っております。外国債券銘柄等については、社内のリサーチ・データベースによりグローバル・クレジット・チー

ムとの情報・分析結果を共有しております。 

(3) 取引先リスクの管理 

リスク・クオンツ分析部は当社の親会社である米国のBlackRock, Inc.のRQA Counterparty & Concentration Riskチーム

と共に既存の承認済み取引先の信用悪化のモニタリングを行っており、取引先のデフォルトに対する取引先リスク、発行

体リスクのファンドへの影響を分析しております。また、新規取引先の承認に際しては、リスク・クオンツ分析部が新規

取引先申請の内容に問題がないかどうか確認を行い、当社の親会社である米国のBlackRock, Inc.のRQA Counterparty & 

Concentration Riskチームへ申請を行っております。 

 

また、毎月開催される投資委員会では、リスク管理・運用分析手法等について審議を行っております。 
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 Ⅱ 金融商品の時価等に関する事項 

第５期 
(2023年２月27日現在) 

第６期 
(2024年２月26日現在) 

１ 貸借対照表計上額、時価及び差額 

貸借対照表上の金融商品は原則としてすべて時価

で評価しているため、貸借対照表計上額と時価と

の差額はありません。 

 

１ 貸借対照表計上額、時価及び差額 

同左 

２ 時価の算定方法 

(1) 有価証券 

「(重要な会計方針に係る事項に関する注記)」に

記載しております。 

 

２ 時価の算定方法 

(1) 有価証券 

  同左 

(2) コール・ローン等の金銭債権及び金銭債務 

これらの科目は短期間で決済されるため、時価は

帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

によっております。 

 

(2) コール・ローン等の金銭債権及び金銭債務 

同左 

３ 金融商品の時価等に関する事項の補足説明 

金融商品の時価の算定においては一定の前提条件

等を採用しているため、異なる前提条件等によっ

た場合、当該価額が異なることもあります。 

 

３ 金融商品の時価等に関する事項の補足説明 

同左 

４ 金銭債権の計算期間末日後の償還予定額 

金銭債権については全て１年以内に償還予定であり

ます。 

４ 金銭債権の計算期間末日後の償還予定額 

同左 

 

Ⅲ 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項 

「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」附則(令和３年９月24日改正内閣府令第61号)第２条第５項に従い、

記載を省略しております。 

 

(関連当事者との取引に関する注記) 

該当事項はありません。 
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(その他の注記) 

１ 期中元本変動額 

項目 
第５期 

(2023年２月27日現在) 
第６期 

(2024年２月26日現在) 

期首元本額 3,283,649,072円 2,843,280,724円 

期中追加設定元本額 114,156,673円 229,404,843円 

期中一部解約元本額 554,525,021円 798,552,744円 

 

２ 有価証券関係 

第５期(2023年２月27日現在) 

売買目的有価証券 

種類 
当計算期間の損益に含まれた 

評価差額（円） 

親投資信託受益証券 287,186,352 

合計 287,186,352 

 

第６期(2024年２月26日現在) 

売買目的有価証券 

種類 
当計算期間の損益に含まれた 

評価差額（円） 

親投資信託受益証券 1,169,591,875 

合計 1,169,591,875 

 

３ デリバティブ取引関係 

該当事項はありません。 
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(4)【附属明細表】 

第１ 有価証券明細表 

(1) 株式 

該当事項はありません。 

 

(2) 株式以外の有価証券 

種 類 銘 柄 券面総額 評価額(円)  備考 

親投資信託受益証券 
ブラックロック・ガバナンス・フォー
カス・マザーファンド 

2,117,115,486 3,822,028,586  

親投資信託受益証券 合計 2,117,115,486 3,822,028,586  

合計 
 

2,117,115,486 3,822,028,586  

(注) 親投資信託受益証券における券面総額欄の数値は、口数を表示しております。 

 

第２ 信用取引契約残高明細表 

該当事項はありません。 

 

第３ デリバティブ取引及び為替予約取引の契約額等及び時価の状況表 

該当事項はありません。 
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(参考情報) 

当ファンドは、「ブラックロック・ガバナンス・フォーカス・マザーファンド」受益証券を主要投資対象としており、

貸借対照表の資産の部に計上された親投資信託受益証券は、すべて同マザーファンドの受益証券であります。同マザーフ

ァンドの2024年２月26日現在(以下「計算日」という)の状況は次の通りであります。 

なお、以下に記載した情報は監査意見の対象外であります。 

 

「ブラックロック・ガバナンス・フォーカス・マザーファンド」の状況 

(1) 貸借対照表 

 
項目 

(2024年２月26日現在) 

金額（円） 

資産の部  

流動資産  

金銭信託 54,300,865 

株式 3,733,448,150 

未収入金 28,262,885 

未収配当金 6,198,100 

流動資産合計 3,822,210,000 

資産合計 3,822,210,000 

負債の部  

流動負債  

未払解約金 158,507 

流動負債合計 158,507 

負債合計 158,507 

純資産の部  

元本等  

元本 2,117,115,486 

剰余金  

剰余金又は欠損金（△） 1,704,936,007 

元本等合計 3,822,051,493 

純資産合計 3,822,051,493 

負債純資産合計 3,822,210,000 

(注)親投資信託の計算期間は、原則として、毎年２月26日から翌年２月25日までであります。 
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（2）注記表 

(重要な会計方針に係る事項に関する注記) 

有価証券の評価基準及び評価方法 

株式は移動平均法に基づき、原則として以下の通り時価評価しております。 

(1) 金融商品取引所等に上場されている有価証券 

金融商品取引所等に上場されている有価証券は、原則として当該取引所等における計算日において知りうる直近の最終相

場で評価しております。 

(2) 金融商品取引所等に上場されていない有価証券 

当該有価証券については、原則として、金融機関の提示する価額又は価格情報会社の提供する価額のいずれかから入手し

た価額で評価しております。 

(3) 時価が入手できなかった有価証券 

適正な評価額を入手できなかった場合又は入手した評価額が時価と認定できない事由が認められた場合は、委託会社が忠

実義務に基づいて合理的事由をもって時価と認めた価額もしくは受託者と協議のうえ両者が合理的事由をもって時価と認

めた価額で評価しております。 

  

(重要な会計上の見積りに関する注記) 

本報告書における開示対象ファンドの当計算期間の財務諸表の作成にあたって行った会計上の見積りが本報告書における

開示対象ファンドの当計算期間の翌計算期間の財務諸表に重要な影響を及ぼすリスクは識別していないため、注記を省略

しております。 

 

（貸借対照表に関する注記） 

項目 (2024年２月26日現在) 

１ 当該計算日における受益権総数 2,117,115,486口 

２ １口当たり純資産額 1.8053円 
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(金融商品に関する注記) 

Ⅰ 金融商品の状況に関する事項 

１ 金融商品に対する取組方針 

当ファンドは、投資信託及び投資法人に関する法律第２条第４項に定める証券投資信託であり、信託約款に規定する「運

用の基本方針」に従い、有価証券等の金融商品に対して投資として運用することを目的としております。 

 

２ 金融商品の内容及び金融商品に係るリスク 

当ファンドが保有する金融商品の種類は、有価証券、コール・ローン等の金銭債権及び金銭債務であります。当ファン

ドが保有する有価証券は株式であります。 

当ファンドの主な投資リスクとして、「国内株式投資のリスク」、「集中投資のリスク」、「中小型株式投資のリスク」

等があります。 

 

３ 金融商品に係るリスク管理体制 

(1) 市場リスクの管理 

ブラックロックソリューション・グリーンパッケージプロダクションチームが日次で計測し、運用部、その他の関係部署

等にレポートをイントラネットで配信しております。また、運用ガイドラインのモニタリングはポートフォリオ・コンプ

ライアンスチームが行っており、ガイドライン等を逸脱していた場合、関係部署へ報告され、適切な調整を行います。 

(2) 信用リスクの管理 

ファンダメンタル債券運用部により、国内債券の個別信用リスク及び銘柄間の相対価値については独自の定量・定性分

析等を行っております。外国債券銘柄等については、社内のリサーチ・データベースによりグローバル・クレジット・

チームとの情報・分析結果を共有しております。 

(3) 取引先リスクの管理 

リスク・クオンツ分析部は当社の親会社である米国のBlackRock,Inc.のRQA Counterparty & Concentration Riskチーム

と共に既存の承認済み取引先の信用悪化のモニタリングを行っており、取引先のデフォルトに対する取引先リスク、発

行体リスクのファンドへの影響を分析しております。また、新規取引先の承認に際しては、リスク・クオンツ分析部が

新規取引先申請の内容に問題がないかどうか確認を行い、当社の親会社である米国のBlackRock,Inc.のRQA 

Counterparty & Concentration Riskチームへ申請を行っております。 

 

また、毎月開催される投資委員会では、リスク管理・運用分析手法等について審議を行っております。 
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Ⅱ 金融商品の時価等に関する事項 

(2024年２月26日現在) 

１ 貸借対照表計上額、時価及び差額 

貸借対照表上の金融商品は原則としてすべて時価で評価しているため、貸借対照表計上額と時価との

差額はありません。 

 

２ 時価の算定方法 

(1) 有価証券 

「(重要な会計方針に係る事項に関する注記)」に記載しております。 

 (2) コール・ローン等の金銭債権及び金銭債務 

これらの科目は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。  

 

３ 金融商品の時価等に関する事項の補足説明 

金融商品の時価の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった

場合、当該価額が異なることもあります。 

 

４ 金銭債権の計算日後の償還予定額 

  金銭債権については全て１年以内に償還予定であります。 

 

 

Ⅲ 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項 

「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」附則(令和３年９月24日改正内閣府令第61号)第２条第５項に従い、

記載を省略しております。 

 

(関連当事者との取引に関する注記) 

該当事項はありません。 
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(その他の注記) 

１ 本報告書における開示対象ファンドの当該計算期間における当該親投資信託の元本額の変動及び計算日における元本

の内訳 

(2024年２月26日現在) 

同計算期間の期首元本額 2,685,660,748円 

同計算期間中の追加設定元本額 214,567,986円 

同計算期間中の一部解約元本額 783,113,248円 

同計算期間末日の元本額※ 2,117,115,486円 

 

※当該親投資信託受益証券を投資対象とする投資信託の元本額は次の通りです。 

 

ブラックロック・ガバナンス・フォーカス・ファンド 2,117,115,486円 

合計 2,117,115,486円 

 

２ 有価証券関係 

売買目的有価証券 

種類 

(2024年２月26日現在) 

当計算期間の損益に含まれた評価差額(円) 

株式 806,740,634 

合計 806,740,634 

（注）「当計算期間の損益に含まれた評価差額」の欄には、当該親投資信託の期首から計算日までの評価差額を記載して

おります。 

 

３ デリバティブ取引関係 

該当事項はありません。  
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(3)附属明細表 

第１ 有価証券明細表 

(1)  株式 

銘 柄 株 式 数 
評価額（円） 

備考 
単 価 金 額 

積水ハウス 20,500 3,326.00 68,183,000  

アサヒグループホールディングス 17,000 5,311.00 90,287,000  

ニチレイ 5,100 3,806.00 19,410,600  

日産化学 12,400 6,254.00 77,549,600  

信越化学工業 20,600 6,416.00 132,169,600  

花王 17,300 5,684.00 98,333,200  

エーザイ 10,800 6,239.00 67,381,200  

富士フイルムホールディングス 14,900 9,645.00 143,710,500  

リンナイ 33,000 3,473.00 114,609,000  

リクルートホールディングス 23,500 6,059.00 142,386,500  

ＤＭＧ森精機 25,800 3,454.00 89,113,200  

日立製作所 13,400 12,710.00 170,314,000  

日本電気 11,600 10,245.00 118,842,000  

パナソニック ホールディングス 64,100 1,414.00 90,637,400  

ソニーグループ 9,500 13,035.00 123,832,500  

日本光電工業 18,000 4,086.00 73,548,000  

デンソー 35,600 2,749.50 97,882,200  

村田製作所 38,900 3,026.00 117,711,400  

三菱重工業 12,200 11,720.00 142,984,000  

トヨタ自動車 21,200 3,565.00 75,578,000  

スズキ 13,200 6,792.00 89,654,400  

三井物産 24,300 6,590.00 160,137,000  

東京エレクトロン 5,500 36,000.00 198,000,000  

三菱商事 58,900 3,300.00 194,370,000  

三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 113,800 1,515.00 172,407,000  

ふくおかフィナンシャルグループ 17,400 3,744.00 65,145,600  

オリックス 45,500 3,149.00 143,279,500  

ジャフコ グループ 33,600 1,776.00 59,673,600  

大和証券グループ本社 44,500 1,100.50 48,972,250  

第一生命ホールディングス 27,500 3,361.00 92,427,500  

東京海上ホールディングス 29,100 4,344.00 126,410,400  

九州旅客鉄道 19,500 3,429.00 66,865,500  

日本電信電話 895,000 182.00 162,890,000  

ニトリホールディングス 4,500 21,945.00 98,752,500  

合計 1,757,700  3,733,448,150  

 

(2) 株式以外の有価証券 

該当事項はありません。 

 

 

第２ 信用取引契約残高明細表 

該当事項はありません。 

 

第３ デリバティブ取引及び為替予約取引の契約額等及び時価の状況表 

該当事項はありません。 
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２ 【ファンドの現況】 

【純資産額計算書】(2024年２月末現在) 

「ブラックロック・ガバナンス・フォーカス・ファンド」 

  

Ⅰ 資産総額 3,796,229,795円 

Ⅱ 負債総額 3,416,953円 

Ⅲ 純資産総額(Ⅰ－Ⅱ) 3,792,812,842円 

Ⅳ 発行済数量 2,272,367,107口 

Ⅴ １単位当たり純資産額(Ⅲ／Ⅳ) 1.6691円 

  

(参考情報) 

「ブラックロック・ガバナンス・フォーカス・マザーファンド 

  

Ⅰ 資産総額 3,796,157,990円 

Ⅱ 負債総額 2,949,519円 

Ⅲ 純資産総額(Ⅰ－Ⅱ) 3,793,208,471円 

Ⅳ 発行済数量 2,101,074,707口 

Ⅴ １単位当たり純資産額(Ⅲ／Ⅳ) 1.8054円 
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第４【内国投資信託受益証券事務の概要】 

１ 受益証券の名義書換え等 

該当事項はありません。 

 

２ 受益者名簿の閉鎖の時期 

受益者名簿は作成していません。 

 

３ 投資者に対する特典 

該当事項はありません。 

 

４ 内国投資信託受益証券の譲渡制限の内容  

当ファンド受益証券の譲渡制限は設けておりません。 

 

５ 受益証券の再発行 

投資者は、委託会社がやむを得ない事情等により受益証券を発行する場合を除き、無記名式受益証券から記名式受益

証券への変更の請求、記名式受益証券から無記名式受益証券への変更の請求、受益証券の再発行の請求を行わないもの

とします。 

 

６ 受益権の譲渡 

① 投資者は、その保有する受益権を譲渡する場合には、当該投資者の譲渡の対象とする受益権が記載または記録され

ている振替口座簿に係る振替機関等に振替の申請をするものとします。 

② ①の申請のある場合には、①の振替機関等は、当該譲渡に係る譲渡人の保有する受益権の口数の減少および譲受人

の保有する受益権の口数の増加につき、その備える振替口座簿に記載または記録するものとします。ただし、①の振

替機関等が振替先口座を開設したものでない場合には、譲受人の振替先口座を開設した他の振替機関等（当該他の振

替機関等の上位機関を含みます。）に社振法の規定にしたがい、譲受人の振替先口座に受益権の口数の増加の記載ま

たは記録が行われるよう通知するものとします。 

③ ①の振替について、委託会社は、当該投資者の譲渡の対象とする受益権が記載または記録されている振替口座簿に

係る振替機関等と譲受人の振替先口座を開設した振替機関等が異なる場合等において、委託会社が必要と認めたとき

またはやむをえない事情があると判断したときは、振替停止日や振替停止期間を設けることができます。 

 

７ 受益権の譲渡の対抗要件 

受益権の譲渡は、振替口座簿への記載または記録によらなければ、委託会社および受託会社に対抗することができま

せん。 

 

８ 受益権の再分割 

委託会社は、受益権の再分割を行いません。ただし、受託会社と協議のうえ、社振法に定めるところにしたがい、一

定日現在の受益権を均等に再分割できるものとします。 

 

９ 償還金 

償還金は、償還日において振替機関等の振替口座簿に記載または記録されている投資者（償還日以前において換金が

行われた受益権にかかる投資者を除きます。また、当該償還日以前に設定された受益権で購入代金支払前のため販売会

社の名義で記載または記録されている受益権については原則として投資者とします。）に支払います。なお、当該投資

者は、その口座が開設されている振替機関等に対して委託会社が当ファンドの償還をするのと引き換えに、当該償還に

係る受益権の口数と同口数の抹消の申請を行うものとし、社振法の規定にしたがい当該振替機関等の口座において当該

口数の減少の記載または記録が行われます。また、受益証券を保有している投資者に対しては、償還金は、信託終了日

後１ヵ月以内の委託会社の指定する日から受益証券と引き換えに当該投資者に支払います。 
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10 質権口記載または記録の受益権の取り扱いについて 

振替機関等の振替口座簿の質権口に記載または記録されている受益権にかかる収益分配金の支払い、換金の申込の受

付け、換金代金および償還金の支払い等については、約款の規定によるほか、民法その他の法令等にしたがって取り扱

われます。 
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第三部【委託会社等の情報】 

第１【委託会社等の概況】 

１【委託会社等の概況】 

(1) 資本金の額等 

① 資本金        3,120百万円 

 

② 発行する株式の総数  36,000株 

 

③ 発行済株式の総数   15,000株 

 

④ 直近５ヵ年における主な資本金の額の増減  該当事項はありません。 

 

(2) 委託会社の機構 

① 経営の意思決定機構 

＜株主総会＞ 

株主により構成される会社における最高の意思決定機関として、取締役の選任、利益処分の承認、定款の変更等、

会社法および定款の定めにしたがって重要事項の決定を行います。 

 

＜取締役会＞ 

取締役により構成され、当社の業務執行を決定し、その執行について監督します。 

 

＜エグゼクティブ委員会他各委員会＞ 

当社における適切な経営戦略の構築、業務執行体制の構築および業務運営の推進を目的として、エグゼクティブ委

員会を設置します。また、その他各種委員会を設置し、業務の能率的運営および責任体制の確立を図っています。 

 

② 運用の意思決定機構 

投資委員会 

・投資委員会にて運用にかかる投資方針、パフォーマンスおよびリスク管理に関する重要事項を審議します。 

 

運用担当部署 

・各運用担当部署では、投資委員会の決定にしたがい、ファンドの個別の運用計画を策定し、各部署の投資プロセ

スを通して運用を行います。 

 

ポートフォリオ・マネジャー 

・ポートフォリオ・マネジャーは、策定された運用計画に基づき、個別銘柄を選択し売買に関する指図を行います。 

 

リスク管理 

・委託会社ではリスク管理を重視しており、独自開発のシステムを用いてリスク管理を行っております。具体的に

は、運用担当部門から独立したリスク管理担当部門においてファンドの投資リスクおよび流動性リスクの計測・

分析、投資・流動性制限のモニタリングなどを行うことにより、ファンドの投資リスク（流動性リスクを含む）

が運用方針に合致していることを確認し、その結果を運用担当部門にフィードバックするほか、社内の関係者で

共有しております。また、委託会社の業務に関するリスクについて社内規程を定めて管理を行っております。 
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２【事業の内容及び営業の概況】 

投信法に定める投資信託委託会社である委託会社は、証券投資信託の設定を行うとともに金融商品取引法に定める金

融商品取引業者としてその運用（投資運用業）を行っています。また、金融商品取引法に定める投資助言業務、第一種

金融商品取引業務および第二種金融商品取引業務等を行っています。 

委託会社の運用する証券投資信託は2024年２月末現在、以下の通りです(親投資信託を除きます。)。 

種類 本数（本） 純資産総額（百万円） 

追加型株式投資信託 198 12,227,805 

単位型株式投資信託 77 503,077 

合計 275 12,730,882 
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３【委託会社等の経理状況】 

 

１．財務諸表の作成方法について 

委託会社であるブラックロック・ジャパン株式会社（以下「当社」という。）の財務諸表は、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則」（1963年大蔵省令第59号。）第2条及び「金融商品取引業等に関する内閣府

令」（2007年8月6日内閣府令第52号。）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、第37期事業年度（自2023年1月1日 至2023年12月31

日）の財務諸表について有限責任監査法人トーマツによる監査を受けております。 

 

３．財務諸表に記載している金額については、百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。 
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独立監査人の監査報告書
  

2024年3月4日
 
ブラックロック・ジャパン株式会社 

取  締  役  会    御  中 
 

有限責任監査法人ト ー マ ツ  

東  京  事  務  所  
 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

 公認会計士   山  田  信  之 

 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

 公認会計士   水  野  龍  也 

 

監査意見 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「委託会社等の経理状況」に掲げ

られているブラックロック・ジャパン株式会社の2023年1月1日から2023年12月31日までの第37期事業年度の財務諸表、す

なわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記について監査を行った。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ブラック

ロック・ジャパン株式会社の2023年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を、全ての重

要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

監査意見の根拠 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における

当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫

理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査

法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

  

その他の記載内容 

その他の記載内容は、監査した財務諸表を含む開示書類に含まれる情報のうち、財務諸表及びその監査報告書以外の情

報である。 

当監査法人は、その他の記載内容が存在しないと判断したため、その他の記載内容に対するいかなる作業も実施してい

ない。 

  

財務諸表に対する経営者及び監査役の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうかを評

価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要があ

る場合には当該事項を開示する責任がある。 

監査役の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。 
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財務諸表監査における監査人の責任 

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がな

いかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決定に影

響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。 

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし

ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。 

・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を

立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監

査証拠を入手する。 

・ 財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実

施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。 

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び

関連する注記事項の妥当性を評価する。 

・ 経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、

継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付け

る。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事項に注意を喚

起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外事項付意見

を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の

事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。 

・ 財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどう

かとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や会計事象

を適正に表示しているかどうかを評価する。 

監査人は、監査役に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を

含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。 

  

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 

(注) １．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。 

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。 
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(1)【貸借対照表】 

(単位：百万円) 

    
第36期 

(2022年12月31日現在) 
第37期 

(2023年12月31日現在) 

資産の部     

流動資産     

現金・預金   18,002 19,222 

立替金   50 42 

前払費用   260 153 

未収入金 ※２ 2 2 

未収委託者報酬   1,751 2,178 

未収運用受託報酬   2,880 2,712 

未収収益 ※２ 570 1,839 

為替予約   - 1 

その他流動資産   - - 

流動資産計   23,520 26,153 

固定資産     

有形固定資産     

建物附属設備 ※１ 744 500 

器具備品 ※１ 553 432 

有形固定資産計   1,297 932 

無形固定資産     

ソフトウエア   12 12 

無形固定資産計   12 12 

投資その他の資産     

投資有価証券   39 22 

長期差入保証金   1,125 812 

前払年金費用   1,084 1,142 

長期前払費用   9 6 

繰延税金資産   898 732 

投資その他の資産計   3,156 2,717 

固定資産計   4,465 3,662 

資産合計   27,986 29,815 
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(単位：百万円) 

  
第36期 

(2022年12月31日現在) 
第37期 

(2023年12月31日現在) 

負債の部     

流動負債     

預り金   143 144 

未払金 ※２   

未払収益分配金   4 5 

未払償還金   70 70 

未払手数料   421 432 

その他未払金   1,995 69 

未払費用 ※２ 626 945 

未払消費税等   172 192 

未払法人税等   384 1,472 

為替予約   4 - 

前受金   276 254 

賞与引当金   1,778 1,902 

役員賞与引当金   149 146 

早期退職慰労引当金   326 176 

流動負債計   6,355 5,814 

固定負債     

退職給付引当金   92 101 

資産除去債務   961 963 

固定負債計   1,053 1,064 

負債合計   7,409 6,879 

      

純資産の部     

株主資本     

資本金   3,120 3,120 

資本剰余金     

資本準備金   3,001 3,001 

その他資本剰余金   3,846 3,846 

資本剰余金合計   6,847 6,847 

利益剰余金     

利益準備金   336 336 

その他利益剰余金     

繰越利益剰余金   10,276 12,632 

利益剰余金合計   10,612 12,968 

株主資本合計   20,580 22,936 

評価・換算差額等     

その他有価証券評価差額金  △3 △0 

評価・換算差額等合計  △3 △0 

純資産合計  20,576 22,936 

負債・純資産合計  27,986 29,815 
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(2)【損益計算書】 

(単位：百万円) 

  
第36期 

(自 2022年 1月 1日 
 至 2022年12月31日) 

第37期 
(自 2023年 1月 1日 
 至 2023年12月31日) 

営業収益     

委託者報酬   6,484 6,885 

運用受託報酬 ※１ 8,687 8,621 

その他営業収益 ※１ 16,110 18,148 

営業収益計   31,281 33,655 

営業費用     

支払手数料   1,551 1,597 

広告宣伝費   188 152 

調査費     

調査費   360 357 

委託調査費 ※１ 4,677 4,651 

調査費計   5,037 5,009 

委託計算費   106 117 

営業雑経費     

通信費   86 88 

印刷費   87 87 

諸会費   47 44 

営業雑経費計   222 220 

営業費用計   7,106 7,097 

一般管理費     

給料     

役員報酬   915 694 

給料・手当   5,934 5,875 

賞与   2,360 2,563 

給料計   9,209 9,133 

退職給付費用   463 489 

福利厚生費   1,109 1,185 

事務委託費 ※１ 3,699 4,562 

交際費   34 69 

寄付金   1 - 

旅費交通費   123 193 

租税公課   285 294 

不動産賃借料   901 904 

水道光熱費   76 82 

固定資産減価償却費   441 473 

資産除去債務利息費用   0 2 

事務過誤取引損   3 3 

諸経費   431 484 

一般管理費計   16,782 17,878 

営業利益   7,392 8,678 
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(単位：百万円) 

  
第36期 

(自 2022年 1月 1日 
 至 2022年12月31日) 

第37期 
(自 2023年 1月 1日 
 至 2023年12月31日) 

営業外収益    

為替差益  53 - 

その他  3 0 

営業外収益計  57 0 

営業外費用    

有価証券売却損  2 0 

為替差損  - 16 

固定資産除却損  - 4 

その他  0 0 

営業外費用計  2 23 

経常利益  7,448 8,656 

特別利益    

特別利益計  - - 

特別損失    

特別退職金  362 203 

特別損失計  362 203 

税引前当期純利益  7,085 8,453 

法人税、住民税及び事業税  2,485 2,633 

法人税等調整額  △5 163 

当期純利益  4,605 5,656 
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(3)【株主資本等変動計算書】 

第36期 (自 2022年1月1日 至 2022年12月31日) 

(単位：百万円) 

  

株主資本 評価・換算差額等 

純資産 
合計 資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本
合計 

その他 
有価証券 

評価差額金 

評価・換算 
差額等合計 資本 

準備金 

その他 
資本 

剰余金 

資本 
剰余金 
合計 

利益 
準備金 

その他利益 
剰余金 利益剰余金 

合計 繰越利益 
剰余金 

2022年1月1日残高 3,120 3,001 3,846 6,847 336 9,470 9,807 19,775 3 3 19,778 

当期変動額            

 剰余金の配当      △3,800 △3,800 △3,800   △3,800 

 当期純利益      4,605 4,605 4,605   4,605 

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 

        △7 △7 △7 

当期変動額合計 - - - - - 805 805 805 △7 △7 798 

2022年12月31日残高 3,120 3,001 3,846 6,847 336 10,276 10,612 20,580 △3 △3 20,576 

  

第37期 (自 2023年1月1日 至 2023年12月31日) 

(単位：百万円) 

  

株主資本 評価・換算差額等 

純資産 
合計 資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本
合計 

その他 
有価証券 

評価差額金 

評価・換算 
差額等合計 資本 

準備金 

その他 
資本 

剰余金 

資本 
剰余金 
合計 

利益 
準備金 

その他利益 
剰余金 利益剰余金 

合計 繰越利益 
剰余金 

2023年1月1日残高 3,120 3,001 3,846 6,847 336 10,276 10,612 20,580 △3 △3 20,576 

当期変動額            

剰余金の配当      △3,300 △3,300 △3,300   △3,300 

当期純利益      5,656 5,656 5,656   5,656 

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 

        3 3 3 

当期変動額合計 - - - - - 2,356 2,356 2,356 3 3 2,359 

2023年12月31日残高 3,120 3,001 3,846 6,847 336 12,632 12,968 22,936 △0 △0 22,936 
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注 記 事 項 

 

[重要な会計方針] 

1.  有価証券の評価基準及び評価方法 

有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、 

移動平均法により算定）を採用しております。 

 

2.  デリバティブ取引等の評価基準及び評価方法 

時価法を採用しております。 

 

3.  固定資産の減価償却方法 

(1)  有形固定資産 

定額法により償却しております。なお、主な耐用年数は建物附属設備6～18年、器具備品3～15年であります。 

 

(2)  無形固定資産 

自社利用のソフトウエアの減価償却方法については、社内における利用可能期間（5年）に基づく定額法によっ

ております。 

 

4.  引当金の計上基準 

(1)  貸倒引当金の計上方法 

債権の貸倒損失に備えるため、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。 

 

(2)  退職給付引当金の計上方法 

①  旧退職金制度 

適格退職年金制度移行日現在在籍していた従業員については、旧退職金制度に基づく給付額を保証している

ため、期末現在の当該給付額と年金制度に基づく給付額との差額を引当て計上しております。 

 

②  確定拠出年金制度 

確定拠出年金制度（DC）による退職年金制度を有しております。 

 

③  確定給付年金制度 

キャッシュ・バランス型の年金制度（CB）の退職年金制度を有しております。CBには、一定の利回り保証を

付しており、これの将来の支払に備えるため、確定給付型の会計基準に準じた会計処理方法により引当金を

計上しております。 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当期までの期間に帰属させる方法については、ポイント基

準によっております。 

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（9年）による定額法により費

用処理しております。 

数理計算上の差異は各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（9年）によ

る定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理または費用から控除することとしてお

ります。 
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(3)  賞与引当金の計上方法 

従業員の賞与の支払に備えて、賞与支給見込額の当事業年度負担額を計上しております。 

 

(4)  役員賞与引当金の計上方法 

役員の賞与の支払に備えて、賞与支給見込額の当事業年度負担額を計上しております。 

 

(5)  早期退職慰労引当金の計上方法 

早期退職慰労金の支払に備えて、早期退職慰労金支給見込額の当事業年度負担額を計上しております。 

 

5.  外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、期末の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。 

 

6.  収益及び費用の計上基準 

当社は、資産運用サービスから委託者報酬、運用受託報酬、その他営業収益を稼得しております。委託者報酬、運用

受託報酬には成功報酬が含まれる場合があります。当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における

主要な履行義務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであり

ます。 

委託者報酬：当社は投資信託の信託約款に基づき、投資信託の運用について履行義務を負っております。委託者報酬

は、投資信託の信託約款に基づき日々の純資産価額に対する一定割合として計算され、投資信託の運用期間にわたり

収益認識しております。 

運用受託報酬：当社は顧客との投資一任契約及び投資助言契約に基づき運用及び助言について履行義務を負っており

ます。運用受託報酬は、対象顧客との投資一任契約等に基づき純資産価額に対する一定割合として計算され、対象口

座の運用期間にわたり収益認識しております。 

その他営業収益：当社はグループ会社との契約に基づき委託された業務について履行義務を負っております。グルー

プ会社から受領する収益は、当社のグループ会社との契約で定められた算式に基づき、当社がグループ会社にオフシ

ョアファンド関連のサービス等を提供する期間にわたり月次で収益認識しております。 

成功報酬：成功報酬は対象となるファンドまたは口座の運用益に対する一定割合、もしくは特定のベンチマークまた

はその他のパフォーマンス目標を上回る超過運用益に対する一定割合として計算されます。当該報酬は契約上支払わ

れることが確定した時点で収益認識しております。 

 

7.  その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

グループ通算制度 

当社は、親会社であるブラックロック・ジャパン・ホールディングス合同会社を通算親会社とするグループ通算制

度を適用しております。 

 

（会計方針の変更） 

（時価の算定に関する会計基準等の適用） 

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021年6月17日。以下「時価算定会計基準

適用指針」という。）を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27-2項に定める経過的な取扱いに従

って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計基準を将来にわたって適用することとしております。なお、財務諸

表に与える影響はありません。 
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（追加情報） 

（グループ通算制度の適用） 

当社は、当事業年度から、連結納税制度からグループ通算制度へ移行しております。これに伴い、法人税及び地方法人

税並びに税効果会計の会計処理及び開示については、「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取

扱い」（実務対応報告第42号2021年8月12日。以下「実務対応報告第42号」という。）に従っております。また、実務対

応報告第42号第32項(1)に基づき、実務対応報告第42号の適用に伴う会計方針の変更による影響はないものとみなしてお

ります。 

 

（貸借対照表関係） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

 前事業年度 当事業年度 

 (2022年12月31日) (2023年12月31日) 

建物附属設備 2,488 百万円 2,737 百万円 

器具備品 1,662 百万円 1,482 百万円 

 

※２ 関係会社に対する資産及び負債 

各科目に含まれているものは次のとおりであります。 

 前事業年度 当事業年度 

 (2022年12月31日) (2023年12月31日) 

未収収益 186 百万円 302 百万円 

その他未払金 1,982 百万円 53 百万円 

未払費用 55 百万円 52 百万円 

  

※３ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行２行と当座貸越契約及びグループ会社と貸出コミットメント

契約を締結しております。これら契約に基づく事業年度末の借入未実行残高は次のとおりであります。 

 前事業年度 当事業年度 

 (2022年12月31日) (2023年12月31日) 

当座貸越極度額及び貸出コミットメ
ントの総額 

1,000 百万円 3,500 百万円 

借入実行残高 － － 

差引額 1,000 百万円 3,500 百万円 

 

（損益計算書関係） 

※１ 関係会社との営業収益及び営業費用 

各科目に含まれているものは次のとおりであります。 

 前事業年度 当事業年度 

  (自 2022年 1月 1日 (自 2023年 1月 1日  

   至 2022年12月31日）  至 2023年12月31日） 

運用受託報酬 224 百万円 282 百万円 

その他営業収益 6,692 百万円 6,983 百万円 

委託調査費 1,869 百万円 1,196 百万円 

事務委託費 1,351 百万円 1,619 百万円 

  
  

－ 70 －
NM0524U-3600098-72/116



(株主資本等変動計算書関係) 

前事業年度 (自 2022年1月1日 至 2022年12月31日) 

1.  発行済株式に関する事項 

  前事業年度期首 増加 減少 前事業年度末 

普通株式（株） 15,000 － － 15,000 

  

2.  自己株式に関する事項 

該当事項はありません。 

  

3.  新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 

  

4.  配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

  

決議 株式の種類 
配当金の総額 
(百万円) 

1株当たり 
配当額（円） 

基準日 効力発生日 

2022年3月31日 
株主総会決議 

普通株式 3,800 253,333 2021年12月31日 2022年3月31日 

  

当事業年度 (自 2023年1月1日 至 2023年12月31日) 

1.  発行済株式に関する事項 

  当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末 

普通株式（株） 15,000 － － 15,000 

  

2.  自己株式に関する事項 

該当事項はありません。 

  

3.  新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 

  

4.  配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

  

決議 株式の種類 
配当金の総額 
(百万円) 

1株当たり 
配当額（円） 

基準日 効力発生日 

2023年3月30日 
株主総会決議 

普通株式 3,300 220,000 2022年12月31日 2023年3月31日 
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（リース取引関係） 

オペレーティング・リース取引 

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに掛かる未経過リース料は以下のとおりであります。 

  前事業年度 当事業年度 

  
(自 2022年 1月 1日 
 至 2022年12月31日） 

(自 2023年 1月 1日 
 至 2023年12月31日） 

１年以内 726 百万円 522 百万円 

１年超 1,938 百万円 1,413 百万円 

合計 2,665 百万円 1,936 百万円 

  

(金融商品関係) 

1.  金融商品の状況に関する事項 

(1)  金融商品に対する取組方針 

当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達についてはグループ会社からの長期借入

及び銀行借入による方針であります。 

  

(2)  金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

営業債権である未収委託者報酬、未収運用受託報酬及び未収収益は、顧客及び関係会社の信用リスクに晒されて

います。当該リスクに関しては、当社の経理規程に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行い、個別に未

収債権の回収可能性を管理する体制をしいております。 

営業債務である未払手数料及び未払費用はその全てが1年以内の支払期日となっております。 

営業債務は流動性リスクに晒されていますが、当社では資金繰計画を作成するなどの方法により管理しておりま

す。 

  

2.   金融商品の時価等に関する事項 

貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、金額的重要性が低いものにつ

いては含めておりません。 

  

前事業年度 （2022年12月31日） 

（単位：百万円） 

  貸借対照表計上額 時価 差額 

長期差入保証金 1,125 1,077 △47 

  

当事業年度 （2023年12月31日） 

（単位：百万円） 

  貸借対照表計上額 時価 差額 

 長期差入保証金 812 791 △21 

  

(注1) 現金・預金、未収委託者報酬、未収運用受託報酬、未収収益、未収入金、未払手数料、未払費用、その他未払金は、

短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記述を省略しています。 

  

(注2) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が

変動することもあります。 
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(注3) 金銭債権の決算日後の償還予定額 

前事業年度 （2022年12月31日） 

  
1年以内 

  
（百万円） 

1年超 
5年以内 

（百万円） 

5年超 
10年以内 
（百万円） 

10年超 
  

（百万円） 

(1) 現金・預金 18,002 － － － 

(2) 未収委託者報酬 1,751 － － － 

(3) 未収運用受託報酬 2,880 － － － 

(4) 未収収益 570 － － － 

合計 23,206 － － － 

 

当事業年度（2023年12月31日） 

  
1年以内 

  
（百万円） 

1年超 
5年以内 

（百万円） 

5年超 
10年以内 
（百万円） 

10年超 
  

（百万円） 

(1) 現金・預金 19,222 － － － 

(2) 未収委託者報酬 2,178 － － － 

(3) 未収運用受託報酬 2,712 － － － 

(4) 未収収益 1,839 － － － 

合計 25,953 － － － 

 

3.   金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項 

金融商品の時価を、時価等の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分類

しております。 

  

レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価 

レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した時価 

レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価 

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属するレベ

ルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。 

  

時価をもって貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債 

前事業年度 （2022年12月31日） 

（単位：百万円） 

  レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

長期差入保証金 - 1,077 - 1,077 

  

当事業年度 （2023年12月31日） 

（単位：百万円） 

  レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

長期差入保証金 - 791 - 791 

  

(注)   時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明 

長期差入保証金の時価について、そのうち事務所敷金については、事務所の敷金を合理的に見積もった返済期日までの期

間を基にしたインターバンク市場で取引されている円金利スワップレートで現在価値に割り引いて算定しているため、レ

ベル２の時価に分類しております。また従業員社宅敷金については、平均残存勤務期間を基にしたインターバンク市場で

取引されている円金利スワップレートで現在価値に割り引いて算定しているため、レベル２の時価に分類しております。 
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(退職給付関係) 

前事業年度 (自 2022年1月1日 至 2022年12月31日) 

  

1.  採用している退職給付制度の概要 

当社は、旧バークレイズ・グローバル・インベスターズ株式会社で設けられていた、①旧退職金制度を引き続き有し

ています。当社は、2009年12月2日に旧ブラックロック・ジャパン株式会社との合併に伴い、旧ブラックロック・ジ

ャパン株式会社における退職年金制度（②確定拠出年金制度及び③確定給付年金制度）を承継しました。また、2011

年1月1日付で旧バークレイズ・グローバル・インベスターズ株式会社から引き継いだ適格退職年金制度はキャッシ

ュ・バランス型の③確定給付年金制度に移行しました。従って、2011年1月1日以降、①から③の三つの制度を有して

います。 

  

2.  確定給付制度 

(1)  退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表 

（単位：百万円） 

  前事業年度 

  (自 2022年 1月 1日 

   至 2022年12月31日) 

退職給付債務の期首残高 

 勤務費用 

  利息費用 

2,588 

392 

17 

 数理計算上の差異の発生額 △78 

 退職給付の支払額 △116 

  過去勤務費用の発生額 0 

退職給付債務の期末残高 2,803 

  

(2)  年金資産の期首残高と期末残高の調整表 

（単位：百万円） 
  前事業年度 

  (自 2022年 1月 1日 

   至 2022年12月31日) 

年金資産の期首残高 

 期待運用収益 

 数理計算上の差異の発生額 

3,606 

3 

△573 

 事業主からの拠出額 448 

 退職給付の支払額 △116 

年金資産の期末残高 3,368 
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(3)  退職給付債務及び年金資産の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金及び前払年金費用の調整表 

（単位：百万円） 

  前事業年度 

  (2022年12月31日) 

積立型制度の退職給付債務 

年金資産 

2,710 

△3,368 

  

非積立型制度の退職給付債務 

△657 

92 

未積立退職給付債務 △565 

未認識数理計算上の差異 △455 

未認識過去勤務費用 29 

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 △991  

退職給付引当金 

前払年金費用 

92 

△1,084 

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 △991 

  

(4)  退職給付費用及びその内訳項目の金額 

（単位：百万円） 

  前事業年度 

  (自 2022年 1月 1日 

   至 2022年12月31日) 

勤務費用 

利息費用 

392 

17 

期待運用収益 △3 

数理計算上の差異の費用処理額 △27 

過去勤務費用の処理額 △3 

確定給付制度に係る退職給付費用合計 375 

特別退職金 362 

合計 738 

（注）特別退職金は、特別損失の「特別退職金」に含めて計上しております。 

  

(5)  年金資産に関する事項 

①年金資産の主な内訳 

年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。 

 前事業年度 

  (2022年12月31日) 

合同運用 100% 

合計 100% 

合同運用による年金資産の主な商品分類ごとの比率は、債券88%、株式11%及びその他1%となっております。 
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②長期期待運用収益率の算定方法 

年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資産を構成する多

様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。 

  

(6)  数理計算上の計算基礎に関する事項 

  前事業年度 

  (自 2022年 1月 1日 

   至 2022年12月31日) 

割引率 

長期期待運用収益率 

1.3% 

0.1% 

  

3.  確定拠出制度 

当社の確定拠出制度への要拠出額は、87百万円でありました。 

  

当事業年度 (自 2023年1月1日 至 2023年12月31日) 

1.  採用している退職給付制度の概要 

当社は、旧バークレイズ・グローバル・インベスターズ株式会社で設けられていた、①旧退職金制度を引き続き有し

ています。当社は、2009年12月2日に旧ブラックロック・ジャパン株式会社との合併に伴い、旧ブラックロック・ジ

ャパン株式会社における退職年金制度（②確定拠出年金制度及び③確定給付年金制度）を承継しました。また、2011

年1月1日付で旧バークレイズ・グローバル・インベスターズ株式会社から引き継いだ適格退職年金制度はキャッシ

ュ・バランス型の③確定給付年金制度に移行しました。従って、2011年1月1日以降、①から③の三つの制度を有して

います。 

  

2.  確定給付制度 

(1)  退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表 

（単位：百万円） 

  当事業年度 

  (自 2023年 1月 1日 

   至 2023年12月31日) 

退職給付債務の期首残高 

 勤務費用 

  利息費用 

2,803 

421 

35 

 数理計算上の差異の発生額 1 

 退職給付の支払額 △427 

  過去勤務費用の発生額 - 

退職給付債務の期末残高 2,834 
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(2)  年金資産の期首残高と期末残高の調整表 

（単位：百万円） 

  当事業年度 

  (自 2023年 1月 1日 

   至 2023年12月31日) 

年金資産の期首残高 

 期待運用収益 

 数理計算上の差異の発生額 

3,368 

97 

9 

 事業主からの拠出額 452 

 退職給付の支払額 △427 

年金資産の期末残高 3,500 

  

(3)  退職給付債務及び年金資産の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金及び前払年金費用の調整表 

（単位：百万円） 

  当事業年度 

  (2023年12月31日) 

積立型制度の退職給付債務 

年金資産 

2,733 

△3,500 

  

非積立型制度の退職給付債務 

△767 

101 

未積立退職給付債務 △666 

未認識数理計算上の差異 △401 

未認識過去勤務費用 25 

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 △1,041 

退職給付引当金 

前払年金費用 

101 

△1,142 

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 △1,041 

 

(4)  退職給付費用及びその内訳項目の金額 

（単位：百万円） 

  当事業年度 

  (自 2023年 1月 1日 

   至 2023年12月31日) 

勤務費用 

利息費用 

421 

35 

期待運用収益 △97 

数理計算上の差異の費用処理額 47 

過去勤務費用の処理額 △3 

確定給付制度に係る退職給付費用合計 402 

特別退職金 203 

合計 605 

（注）特別退職金は、特別損失の「特別退職金」に含めて計上しております。 
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(5)  年金資産に関する事項 

①年金資産の主な内訳 

年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。 

 当事業年度 

  (2023年12月31日) 

合同運用 100% 

合計 100% 

合同運用による年金資産の主な商品分類ごとの比率は、債券87%、株式12%及びその他1%となっております。 

  

②長期期待運用収益率の算定方法 

年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資産を構成する多

様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。 

  

(6)  数理計算上の計算基礎に関する事項 

  当事業年度 

  (自 2023年 1月 1日 

   至 2023年12月31日) 

割引率 

長期期待運用収益率 

1.3% 

2.9% 

  

3.  確定拠出制度 

  当社の確定拠出制度への要拠出額は、87百万円でありました。 
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（税効果会計関係） 

1.     繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

（単位：百万円） 

  前事業年度 当事業年度 

  (2022年12月31日) (2023年12月31日) 

繰延税金資産    

未払費用 140 192 

賞与引当金 544 582 

資産除去債務 294 295 

未払事業税 83 89 

早期退職慰労引当金 99 54 

退職給付引当金 28 30 

有形固定資産 0 - 

その他 121 0 

繰延税金資産合計 1,312 1,244 

繰延税金負債    

退職給付引当金 △331 △349 

資産除去債務に対応する除去費用 

その他 

△82 

- 

△44 

△117 

繰延税金負債合計 △414 △512 

繰延税金資産の純額 898 732 

  

（注） 前事業年度及び当事業年度における繰延税金資産の純額は、貸借対照表の以下の項目に含まれております。 

（単位：百万円） 

  前事業年度 当事業年度 

  (2022年12月31日) (2023年12月31日) 

固定資産－繰延税金資産 898 732 

  

2.  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  前事業年度 当事業年度 

  (2022年12月31日) (2022年12月31日) 

法定実効税率 30.6 ％ 30.6 ％ 

（調整）        

交際費等永久に損金に算入されない項目 3.9   2.5   

その他 0.4   △0.1   

税効果会計適用後の法人税等の負担率 35.0 ％ 33.0 ％ 
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(資産除去債務関係) 

資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの 

1.  当該資産除去債務の概要 

当社事業所の定期建物賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。 

  

2.  当該資産除去債務の金額の算定方法 

使用見込期間を合理的に見積り、割引率は0.16%～0.72%を使用して資産除去債務の金額を計算しております。 

  

3.   当該資産除去債務の総額の増減 

 

前事業年度において、資産の除去時点において必要とされる除去費用の見積額が前回見積算出時における見積額を大

幅に超過することが明らかになったことから、見積りの変更による増加額を0.72％で割り引き、変更前の資産除去債

務に176百万円加算しております。 

（単位：百万円） 

  前事業年度 当事業年度 

  (自 2022年 1月 1日 (自 2023年 1月 1日 

   至 2022年12月31日)  至 2023年12月31日) 

期首残高 784 961 

見積りの変更による増加額 176 - 

時の経過による調整額 0 2 

期末残高 961 963 

  

(収益認識関係) 

1.  顧客との契約から生じる収益を分解した情報 

  前事業年度 当事業年度 

  (自 2022年 1月 1日 (自 2023年 1月 1日 

   至 2022年12月31日)  至 2023年12月31日) 

委託者報酬 6,484 百万円 6,885 百万円 

運用受託報酬 7,644 百万円 8,526 百万円 

成功報酬 （注） 1,042 百万円 95 百万円 

その他営業収益 16,110 百万円 18,148 百万円 

 合計 31,281 百万円 33,655 百万円 

（注）成功報酬は、損益計算書において運用受託報酬に含めて表示しております。 

  

2.  顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報 

（重要な会計方針）6. 収益及び費用の計上基準に記載のとおりです。 

  

3.  顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに会計期間末におい

て存在する顧客との契約から当会計期間の末日後に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に関する情報重要性が

乏しいため、記載を省略しています。 
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(セグメント情報等) 

前事業年度 (自 2022年1月1日 至 2022年12月31日) 

1.  セグメント情報 

当社は主として投資運用業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

 

2.  関連情報 

(1)  製品及びサービスごとの情報 

（単位：百万円） 

  委託者報酬 運用受託報酬 その他 合計 

外部顧客営業収益 6,484 8,687 16,110 31,281 

  

(2)  地域ごとの情報 

①  売上高 

（単位：百万円） 

日本 北米 その他 合計 

14,721 13,745 2,813 31,281 

（注） 売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。 

  

②  有形固定資産 

本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90%を超えるため、記載を省

略しております。 

 

(3)  主要な顧客ごとの情報 

営業収益の10%以上を占める主要な顧客は以下のとおりです。 

（単位：百万円） 

相手先 営業収益 関連するセグメント名 

ブラックロック・ファイナンシャル・ 

マネジメント・インク 
6,917 投資運用業 

ブラックロック・ファンド・アドバイザーズ 4,287 投資運用業 

  

3.  報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報 

該当事項はありません。 

  

4.  報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報 

当社は主として投資運用業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

 

5.  報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報 

該当事項はありません。 
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当事業年度 (自 2023年1月1日 至 2023年12月31日) 

1.  セグメント情報 

当社は主として投資運用業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

  

2.  関連情報 

(1)  製品及びサービスごとの情報 

（単位：百万円） 

  委託者報酬 運用受託報酬 その他 合計 

外部顧客営業収益 6,885 8,621 18,148 33,655 

  

(2)  地域ごとの情報 

①  売上高 

（単位：百万円） 

日本 北米 その他 合計 

15,053 14,702 3,899 33,655 

（注） 売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。 

  

②  有形固定資産 

本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90%を超えるため、記載を省

略しております。 

  

(3)  主要な顧客ごとの情報 

営業収益の10%以上を占める主要な顧客は以下のとおりです。 

（単位：百万円） 

相手先 営業収益 関連するセグメント名 

ブラックロック・ファイナンシャル・ 

マネジメント・インク 
7,266 投資運用業 

ブラックロック・ファンド・アドバイザーズ 5,097 投資運用業 

  

3.  報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報 

該当事項はありません。 

  

4.  報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報 

当社は主として投資運用業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

  

5.  報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報 

該当事項はありません。 
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(関連当事者情報) 

1.  関連当事者との取引 

計算書類提出会社と関連当事者との取引 

(1)    計算書類提出会社の親会社及び主要株主（会社等に限る。）等 

前事業年度 （自 2022年1月1日 至 2022年12月31日） 

  

種類 
会社等の 
名称又は 
氏名 

所在地 
資本金又 
は出資金 

事業の 
内容又は 
職業 

議決権等 
の所有 
(被所有) 
割合(%) 

関連 
当事者 
との 
関係 

取引の 
内容 

取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高 
(百万円) 

親会社 
ブラックロック・フ
ァイナンシャル・マ
ネジメント・インク 

米国 
ニュー 

ヨーク州 

73 
百万 
米ドル 

投資 
顧問業 

(被所有) 
間接 
100 

投資顧問 
契約の 
再委任等 

運用受託報酬 224 
未収収益 186 

受入手数料 6,692 

委託調査費 1,869 
未払費用 55 

事務委託費 1,351 

親会社 
ブラックロック・ジ
ャパン・ホールディ
ングス合同会社 

日本 
東京都 

1万円 持株会社 
(被所有) 
直接 
100 

株式の 
保有等 

連結法人税の
個別帰属額 

1,982 その他未払金 1,982 

  

当事業年度 （自 2023年1月1日 至 2023年12月31日） 

種類 
会社等の 
名称又は 
氏名 

所在地 
資本金又 
は出資金 

事業の 
内容又は 
職業 

議決権等 
の所有 
(被所有) 
割合(%) 

関連 
当事者 
との 
関係 

取引の 
内容 

取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高 
(百万円) 

親会社 
ブラックロック・フ
ァイナンシャル・マ
ネジメント・インク 

米国 
ニュー 

ヨーク州 

1,190 
百万 
米ドル 

投資 
顧問業 

(被所有) 
間接 
100 

投資顧問 
契約の 
再委任等 

運用受託報酬 282 
未収収益 302 

受入手数料 6,983 

委託調査費 1,196 
未払費用 52 

事務委託費 1,619 

親会社 
ブラックロック・ジ
ャパン・ホールディ
ングス合同会社 

日本 
東京都 

1万円 持株会社 
(被所有) 
直接 
100 

株式の 
保有等 

通算税効果額 53 その他未払金 53 

  

(2)  計算書類提出会社の子会社及び関連会社等 

前事業年度 （自 2022年1月1日 至 2022年12月31日） 

該当事項はありません。 

  

当事業年度 （自 2023年1月1日 至 2023年12月31日） 

該当事項はありません。 

  

(3)  計算書類提出会社と同一の親会社を持つ会社等及び計算書類提出会社のその他の関係会社の子会社等 

前事業年度 （自 2022年1月1日 至 2022年12月31日） 

種類 
会社等の 
名称又は 
氏名 

所在地 
資本金又 
は出資金 

事業の 
内容又は 
職業 

議決権等 
の所有 
(被所有) 
割合(%) 

関連 
当事者 
との 
関係 

取引の 
内容 

取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高 
(百万円) 

同一の 
親会社を 
持つ会社 

ブラックロッ
ク・ファンド・
アドバイザーズ

米国 
カリフォル 
ニア州 

1,000 
米ドル 

投資 
顧問業 

なし 
投資顧問 
契約の 
再委任等 

受入手数料 4,287 

未収収益 180 委託調査費 35 

事務委託費 12 

  

当事業年度 （自 2023年1月1日 至 2023年12月31日） 

種類 
会社等の 
名称又は 
氏名 

所在地 
資本金又 
は出資金 

事業の 
内容又は 
職業 

議決権等 
の所有 
(被所有) 
割合(%) 

関連 
当事者 
との 
関係 

取引の 
内容 

取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高 
(百万円) 

同一の 
親会社を 
持つ会社 

ブラックロッ
ク・ファンド・
アドバイザーズ

米国 
カリフォル 
ニア州 

1,000 
米ドル 

投資 
顧問業 

なし 
投資顧問 
契約の 
再委任等 

受入手数料 5,097 

未収収益 886 委託調査費 11 

事務委託費 24 
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（注) １．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておりません。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

(1) 運用受託報酬については、一般取引条件と同様に決定しております。 

(2) 受入手数料については、一般取引条件と同様に決定しております。 

(3) 委託調査費については、一般取引条件と同様に決定しております。 

(4) 事務委託費については、一般取引条件と同様に決定しております。 

  

2.  親会社に関する注記 

(1)  親会社情報 

ブラックロック・インク（ニューヨーク証券取引所に上場） 

ブラックロック・ホールドコ・２・インク（非上場） 

ブラックロック・ファイナンシャル・マネジメント・インク（非上場） 

ブラックロック・インターナショナル・ホールディングス・インク（非上場） 

ビーアール・ジャージー・インターナショナル・ホールディングス・L.P. （非上場） 

ブラックロック・シンガポール・ホールドコ・ピーティーイー・リミテッド（非上場） 

ブラックロック・エイチケー・ホールドコ・リミテッド（非上場） 

ブラックロック・ルクス・フィンコ・エスエーアールエル（非上場） 

ブラックロック・ジャパン・ホールディングス合同会社（非上場） 

  

(１株当たり情報) 

  前事業年度 当事業年度 

項目 (自 2022年 1月 1日 (自 2023年 1月 1日 

   至 2022年12月31日)  至 2023年12月31日) 

１株当たり純資産額 1,371,780 円 88 銭 1,529,103 円 11 銭 

１株当たり当期純利益金額 307,029 円 07 銭 377,073 円 92 銭 

（注) １．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

項目 

前事業年度 当事業年度 

(自 2022年 1月 1日 (自 2023年 1月 1日 

 至 2022年12月31日)  至 2023年12月31日) 

当期純利益         （百万円） 4,605 5,656 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 

普通株式に係る当期純利益  （百万円） 4,605 5,656 

普通株式の期中平均株式数（株） 15,000 15,000 
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４【利害関係人との取引制限】 

委託会社は、金融商品取引法の定めるところにより、利害関係人との取引について、次に掲げる行為が禁止されてい

ます。 

(1) 自己またはその取締役若しくは執行役との間における取引を行うことを内容とした運用を行うこと（投資者の保護

に欠け、若しくは取引の公正を害し、または金融商品取引業の信用を失墜させるおそれがないものとして内閣府令で

定めるものを除きます。）。 

(2) 運用財産相互間において取引を行うことを内容とした運用を行うこと（投資者の保護に欠け、若しくは取引の公正

を害し、または金融商品取引業の信用を失墜させるおそれがないものとして金融商品取引業等に関する内閣府令で定

めるものを除きます。）。 

(3) 通常の取引の条件と異なる条件であって取引の公正を害するおそれのある条件で、委託会社の親法人等（委託会社

の総株主等の議決権の過半数を保有していることその他の委託会社と密接な関係を有する法人その他の団体として金

融商品取引法施行令で定める要件に該当する者をいいます。以下(4)(5)において同じ。）または子法人等（委託会社

が総株主等の議決権の過半数を保有していることその他の委託会社と密接な関係を有する法人その他の団体として政

令で定める要件に該当する者をいいます。以下同じ。）と有価証券の売買その他の取引または金融デリバティブ取引

を行うこと。 

(4) 委託会社の親法人等または子法人等の利益を図るため、その行う投資運用業に関して運用の方針、運用財産の額若

しくは市場の状況に照らして不必要な取引を行うことを内容とした運用を行うこと。 

(5) 上記に掲げるもののほか、投資者の保護に欠け、若しくは取引の公正を害し、または金融商品取引業の信用を失墜

させるおそれのあるものとして金融商品取引業等に関する内閣府令で定める行為。 
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５【その他】 

定款の変更、事業譲渡または事業譲受、出資の状況その他の重要事項 

変更年月日 変更事項 

2007年９月18日 証券業登録に伴う商号変更（「バークレイズ・グローバル・インベスターズ証券投

信投資顧問株式会社」に変更）のため、定款変更を行いました。 

2007年９月30日 商号変更（「バークレイズ・グローバル・インベスターズ株式会社」に変更）のた

め、定款変更を行いました。 

2007年９月30日 公告の方法を変更するため、定款変更を行いました。 

2007年12月27日 事業を営むことの目的を変更するため、定款変更を行いました。 

2008年７月１日 グループ会社の１つであるバークレイズ・グローバル・インベスターズ・サービス

株式会社を吸収合併し、それに伴い資本金の額を変更いたしました。 

2008年７月１日 株式取扱規則に関する記述を追加するため、定款変更を行いました。 

2009年６月22日 本店所在地変更のため、定款変更を行いました。 

2009年12月２日 ブラックロック・ジャパン株式会社と合併 

商号変更（「ブラックロック・ジャパン株式会社」に変更）および定款変更を行い

ました。 

2011年４月１日 グループ会社であるブラックロック証券株式会社を吸収合併し、それに先立ち定款

変更および資本金の額の変更を行いました。 

2013年10月５日 MGPA Japan LLCより不動産投資関連の事業を譲受し、それに先立ち定款変更を行いま

した。 

2014年12月１日 決算期を３月31日から12月31日に変更するため、定款変更を行いました。 
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追加型証券投資信託 

ブラックロック・ 

ガバナンス・フォーカス・ファンド 

約 款 

ブラックロック・ジャパン株式会社
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追加型証券投資信託 

ブラックロック・ガバナンス・フォーカス・ファンド 

 

－ 運用の基本方針 － 

 

 

約款第18条の規定に基づき委託者の定める運用の基本方針は、次のものとします。 

 

１．基本方針 

この投資信託は、信託財産の中長期的な成長を目指します。 

 

２．運用方法 

(１)投資対象 

ブラックロック・ガバナンス・フォーカス・マザーファンド（以下「親投資信託」といいます。）受

益証券を主要投資対象とします。 

(２)投資態度 

① 親投資信託受益証券への投資を通じて主としてわが国の株式へ投資します。 

② 親投資信託受益証券の組入比率は、原則として高位を保ちます。 

③ ポートフォリオの構築に当たっては、投資対象企業の経営･財務分析を行ない、長期的な成長戦略を

持ち、かつ企業統治（ガバナンス）力に優れた、あるいは企業統治力が改善傾向にあると判断した

企業の株式を厳選し、中長期的に投資します。 

④ 銘柄選択に当たっては、財務諸表等の定量的情報のみでなく、投資対象企業との継続的な対話を通

じて得た当該企業の長期的経営戦略等に関する定性的情報を重視します。 

⑤ 資金動向、市況動向、残存信託期間等によっては、上記のような運用ができない場合もあります。 

(３)投資制限 

① 親投資信託への投資には制限はありません。 

② 株式への実質投資割合には制限はありません。 

③ 株式以外の資産（他の投資信託受益証券を通じて投資する場合は、当該他の投資信託の信託財産に

属する株式以外の資産のうち、この投資信託の信託財産に属するとみなした部分を含みます。）へ

の投資割合は、原則として信託財産総額の50％未満とします。 

④ 同一銘柄の株式への実質投資割合は、信託財産の純資産総額の10％以下とします。 

⑤ 外貨建資産への実質投資割合は、信託財産の純資産総額の10％以下とします。 

⑥ 投資信託証券（親投資信託を除きます。）への実質投資割合は、信託財産の純資産総額の５％以下

とします。 

⑦ 一般社団法人投資信託協会規則に定めるデリバティブ取引等については、同規則に定める合理的な

方法により算出した額が、信託財産の純資産総額を超えないものとします。 

⑧ 一般社団法人投資信託協会規則に定める一の者に係る株式等エクスポージャー、債券等エクスポー

ジャーおよびデリバティブ等エクスポージャーの信託財産の純資産総額に対する比率は、原則とし

てそれぞれ10％、合計で20％を超えないものとし、当該比率を超えることとなった場合には、同規

則にしたがい当該比率以内となるよう調整を行ないます。 

 

３．収益分配方針 

年１回の毎決算時（原則として２月25日。休業日の場合は翌営業日。）に、経費控除後の繰越分を含

めた利子・配当等収益および売買損益（繰越欠損補填後、評価損益を含みます。）等の全額を分配対象

額の範囲として分配を行ないます。分配金額は、委託者が基準価額水準、市況動向等を勘案して決定し

ます。留保益の運用については特に制限を設けず、委託者の判断に基づき、元本部分と同一の運用を行

ないます。 
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追加型証券投資信託 

ブラックロック・ガバナンス・フォーカス・ファンド 

 

約 款 
 

［信託の種類、委託者および受託者、信託事務の委託］ 

第１条 この信託は、証券投資信託であり、ブラックロック・ジャパン株式会社を委託者とし、三菱ＵＦＪ

信託銀行株式会社を受託者とします。 

② この信託は、信託法（平成18年法律第108号）（以下「信託法」といいます。）の適用を受けま

す。 

③ 受託者は、信託法第28条第１号に基づく信託事務の委託として、信託事務の処理の一部について、

金融機関の信託業務の兼営等に関する法律第１条第１項の規定による信託業務の兼営の認可を受け

た一の金融機関（受託者の利害関係人（金融機関の信託業務の兼営等に関する法律第２条第１項に

て準用する信託業法第29条第２項第１号に規定する利害関係人をいいます。以下この条において同

じ。）を含みます。）と信託契約を締結し、これを委託することができます。 

④ 前項における利害関係人に対する業務の委託については、受益者の保護に支障を生じることがない

場合に行なうものとします。 

 

［信託の目的および金額］ 

第２条 委託者は、金1,000万円を上限として受益者のために利殖の目的をもって信託し、受託者はこれを

引受けます。 

 

［信託金の限度額］ 

第３条 委託者は、受託者と合意のうえ、金2,000億円を限度として信託金を追加することができます。 

② 委託者は、受託者と合意のうえ、前項の限度額を変更することができます。 

 

［信託期間］ 

第４条 この信託の期間は、信託契約締結日から2028年２月25日までとします。 

② 委託者は、信託期間満了前に、信託期間の延長が受益者に有利であると認めたときは、受託者と協

議の上、信託期間を延長することができます。 

 

［受益権の取得申込の勧誘の種類］ 

第５条 この信託に係る受益権の取得申込の勧誘は、金融商品取引法第２条第３項第１号に掲げる場合に該

当し、投資信託及び投資法人に関する法律第２条第８項で定める公募により行なわれます。 

 

［当初の受益者］ 

第６条 この信託契約締結当初および追加信託当初の受益者は、委託者の指定する受益権取得申込者とし、

第７条により分割された受益権は、その取得申込口数に応じて、取得申込者に帰属します。 

 

［受益権の分割および再分割］ 

第７条 委託者は、第２条に規定する信託によって生じた受益権については1,000万口を上限に、追加信託

によって生じた受益権については、これを追加信託のつど第８条第１項の追加口数に、それぞれ均

等に分割します。 

② 委託者は、社債、株式等の振替に関する法律（以下「社振法」といいます。）の規定により、受託

者と協議の上、一定日現在の受益権を均等に再分割できるものとします。 

 

［追加信託の価額および口数、基準価額の計算方法］ 

第８条 追加信託金は、追加信託を行なう日の前営業日の基準価額に当該追加信託に係る受益権の口数を乗

じた額とします。 

② この約款において基準価額とは、信託財産に属する資産（受入担保金代用有価証券および第27条に

規定する借入公社債を除きます。）を原則として法令および一般社団法人投資信託協会規則にした
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がって時価評価して得た信託財産の資産総額から負債総額を控除した金額（以下「純資産総額」と

いいます。）を、計算日における受益権総口数で除した金額をいいます。外貨建資産（外国通貨表

示の有価証券（以下「外貨建有価証券」といいます。）、預金その他の資産をいいます。以下同

じ。）の円換算については、原則としてわが国における計算日の対顧客電信売買相場の仲値によっ

て計算します。 

③ 第30条に規定する予約為替の評価は、原則として、わが国における計算日の対顧客先物売買相場の

仲値によるものとします。当該仲値が発表されていない場合は、一般社団法人投資信託協会規則に

定めるレートにより評価するものとします。 

 

［信託日時の異なる受益権の内容］ 

第９条 この信託の受益権は、信託の日時を異にすることにより差異を生ずることはありません。 

 

［受益権の帰属と受益証券の不発行］ 

第10条 この信託のすべての受益権は、社振法の規定の適用を受けることとし、受益権の帰属は、委託者が

あらかじめこの投資信託の受益権を取り扱うことについて同意した一の振替機関（社振法第２条に

規定する「振替機関」をいい、以下「振替機関」といいます。）および当該振替機関の下位の口座

管理機関（社振法第２条に規定する「口座管理機関」をいい、振替機関を含め、以下「振替機関

等」といいます。）の振替口座簿に記載または記録されることにより定まります（以下、振替口座

簿に記載または記録されることにより定まる受益権を「振替受益権」といいます。）。 

② 委託者は、この信託の受益権を取り扱う振替機関が社振法の規定により主務大臣の指定を取り消さ

れた場合または当該指定が効力を失った場合であって、当該振替機関の振替業を承継する者が存在

しない場合その他やむを得ない事情がある場合を除き、振替受益権を表示する受益証券を発行しま

せん。なお、受益者は、委託者がやむを得ない事情等により受益証券を発行する場合を除き、無記

名式受益証券から記名式受益証券への変更の請求、記名式受益証券から無記名式受益証券への変更

の請求、受益証券の再発行の請求を行なわないものとします。 

③ 委託者は、第７条の規定により分割された受益権について、振替機関等の振替口座簿への新たな記

載または記録をするため社振法に定める事項の振替機関への通知を行なうものとします。振替機関

等は、委託者から振替機関への通知があった場合、社振法の規定にしたがい、その備える振替口座

簿への新たな記載または記録を行ないます。 

 

［受益権の設定に係る受託者の通知］ 

第11条 受託者は、信託契約締結日に生じた受益権については信託契約締結時に、追加信託により生じた受

益権については追加信託のつど、振替機関の定める方法により、振替機関へ当該受益権に係る信託

を設定した旨の通知を行ないます。 

 

［受益権の申込単位および申込価額］ 

第12条 委託者の指定する販売会社（委託者の指定する金融商品取引法第28条第１項に規定する第一種金融

商品取引業を行なう者または委託者の指定する金融商品取引法第33条の２に規定する登録金融機関

をいいます。以下同じ。）は、第７条の規定により分割される受益権を、その取得申込者に対し、

１口単位をもって取得申込に応じることができるものとします。 

② 前項の取得申込者は委託者の指定する販売会社に、取得申込と同時にまたは予め、自己のために開

設されたこの信託の受益権の振替を行なうための振替機関等の口座を示すものとし、当該口座に当

該取得申込者に係る口数の増加の記載または記録が行なわれます。なお、委託者の指定する販売会

社は、当該取得申込の代金（第３項の受益権の価額に当該取得申込の口数を乗じて得た額をいいま

す。）の支払いと引き換えに、当該口座に当該取得申込者に係る口数の増加の記載または記録を行

なうことができます。 

③ 受益権の申込価額は、取得申込受付日の基準価額に、第４項に規定する手数料ならびに当該手数料

に係る消費税および地方消費税（以下「消費税等」といいます。）に相当する金額を加算した価額

とします。ただし、取得日が信託契約締結日である場合の受益権の価額は、１口につき１円としま

す。 

④ 前項の手数料の額は基準価額の３％を上限とし、委託者の指定する販売会社がそれぞれ別に定める

ものとします。 

⑤ 前項の規定にかかわらず、委託者の指定する販売会社との間に結ばれた累積投資約款にしたがって
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取得申込者が結んだ契約（以下「別に定める契約」といいます。）の規定に基づいて収益分配金を

再投資する場合の申込価額は、原則として第39条に規定する計算期間終了日の基準価額とします。 

⑥ 第１項の規定にかかわらず、金融商品取引所等における取引の停止、外国為替取引の停止、決済機

能の停止その他やむを得ない事情があるときは、委託者の判断により、受益権の取得申込の受付け

を中止することおよびすでに受付けた取得申込の受付けを取り消すことができます。 

 

［受益権の譲渡に係る記載または記録］ 

第13条 受益者は、その保有する受益権を譲渡する場合には、当該受益者の譲渡の対象とする受益権が記載

または記録されている振替口座簿に係る振替機関等に振替の申請をするものとします。 

② 前項の申請のある場合には、前項の振替機関等は、当該譲渡に係る譲渡人の保有する受益権の口数

の減少および譲受人の保有する受益権の口数の増加につき、その備える振替口座簿に記載または記

録するものとします。ただし、前項の振替機関等が振替先口座を開設したものでない場合には、譲

受人の振替先口座を開設した他の振替機関等（当該他の振替機関等の上位機関を含みます。）に社

振法の規定にしたがい、譲受人の振替先口座に受益権の口数の増加の記載または記録が行なわれる

よう通知するものとします。 

③ 委託者は、第１項に規定する振替について、当該受益者の譲渡の対象とする受益権が記載または記

録されている振替口座簿に係る振替機関等と譲受人の振替先口座を開設した振替機関等が異なる場

合等において、委託者が必要と認めるときまたはやむを得ない事情があると判断したときは、振替

停止日や振替停止期間を設けることができます。 

 

［受益権の譲渡の対抗要件］ 

第14条 受益権の譲渡は、前条の規定による振替口座簿への記載または記録によらなければ、委託者および

受託者に対抗することができません。 

 

［投資の対象とする資産の種類］ 

第15条 この信託において投資の対象とする資産の種類は、次に掲げる特定資産（「特定資産」とは、投資

信託及び投資法人に関する法律第２条第１項で定めるものをいいます。）とします。 

１．有価証券 

２．デリバティブ取引に係る権利（金融商品取引法第２条第20項に規定するものをいい、約款第

22条から第24条に定めるものに限ります。） 

３．約束手形（１．に掲げるものに該当するものを除きます。） 

４．金銭債権（１．および３．に掲げるものに該当するものを除きます。） 

 

［運用の指図範囲等］ 

第16条 委託者は、信託金を、主としてブラックロック・ジャパン株式会社を委託者とし、三菱ＵＦＪ信託

銀行株式会社を受託者として締結されたブラックロック・ガバナンス・フォーカス・マザーファン

ド（以下「親投資信託」といいます。）の受益証券のほか、次の有価証券（金融商品取引法第２条

第２項の規定により有価証券とみなされる同項各号に掲げる権利を除きます。）に投資することを

指図します。 

１．株券または新株引受権証書 

２．国債証券 

３．地方債証券 

４．特別の法律により法人の発行する債券 

５．社債券（新株引受権証券と社債券とが一体となった新株引受権付社債券（以下｢分離型新株引

受権付社債券｣といいます。）の新株引受権証券を除きます。） 

６. 資産の流動化に関する法律に規定する特定社債券（金融商品取引法第２条第１項第４号で定め

るものをいいます。） 

７. 特別の法律により設立された法人の発行する出資証券（金融商品取引法第２条第１項第６号で

定めるものをいいます。） 

８. 協同組織金融機関の優先出資に関する法律に規定する優先出資証券（金融商品取引法第２条第

１項第７号で定めるものをいいます。） 

９. 資産の流動化に関する法律に規定する優先出資証券または新優先出資引受権を表示する証券

（金融商品取引法第２条第１項第８号で定めるものをいいます。） 
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10. コマーシャル・ペーパー 

11. 新株引受権証券（分離型新株引受権付社債券の新株引受権証券を含みます。以下同じ。）およ

び新株予約権証券 

12. 外国または外国の者の発行する証券または証書で、前各号の証券または証書の性質を有するも

の 

13. 投資信託または外国投資信託の受益証券（金融商品取引法第２条第１項第10号で定めるものを

いいます。） 

14. 投資証券、新投資口予約権証券もしくは投資法人債券または外国投資証券（金融商品取引法第

２条第１項第11号で定めるものをいいます。） 

15. 外国貸付債権信託受益証券（金融商品取引法第２条第１項第18号で定めるものをいいます。） 

16. オプションを表示する証券または証書（金融商品取引法第２条第１項第19号で定めるものをい

い、有価証券に係るものに限ります。） 

17. 預託証書（金融商品取引法第２条第１項第20号で定めるものをいいます。） 

18. 外国法人が発行する譲渡性預金証書 

19. 指定金銭信託の受益証券（金融商品取引法第２条第１項第14号で定める受益証券発行信託の受

益証券に限ります。） 

20. 抵当証券（金融商品取引法第２条第１項第16号で定めるものをいいます。） 

21. 貸付債権信託受益権であって金融商品取引法第２条第１項第14号で定める受益証券発行信託の

受益証券に表示されるべきもの 

22. 外国の者に対する権利で前号の有価証券の性質を有するもの 

なお、第１号の証券または証書、第12号ならびに第17号の証券または証書のうち第１号の証券また

は証書の性質を有するものを以下「株式」といい、第２号から第６号までの証券および第12号なら

びに第17号の証券または証書のうち第２号から第６号までの証券および第14号の証券のうち投資法

人債券の性質を有するものを以下「公社債」といい、第13号および第14号の証券（投資法人債券を

除きます。）を以下「投資信託証券」といいます。 

② 委託者は、この信託の設定、解約、償還、投資環境の変動等への対応等、委託者が運用上必要と認

めるときには、信託金を、前項に掲げる有価証券のほか、次に掲げる金融商品（金融商品取引法第

２条第２項の規定により有価証券とみなされる同項各号に掲げる権利を含みます。）により運用す

ることの指図ができます。 

１．預金 

２．指定金銭信託（金融商品取引法第２条第１項第14号に規定する受益証券発行信託を除きま

す。） 

３．コール・ローン 

４．手形割引市場において売買される手形 

５．貸付債権信託受益権であって金融商品取引法第２条第２項第１号で定めるもの 

６．外国の者に対する権利で前号の権利の性質を有するもの 

 

［利害関係人等との取引等］ 

第17条 受託者は、受益者の保護に支障を生じることがないものであり、かつ信託業法、投資信託及び投資

法人に関する法律ならびに関連法令に反しない場合には、委託者の指図により、信託財産と、受託

者（第三者との間において信託財産のためにする取引その他の行為であって、受託者が当該第三者

の代理人となって行なうものを含みます。）および受託者の利害関係人（金融機関の信託業務の兼

営等に関する法律第２条第１項にて準用する信託業法第29条第２項第１号に規定する利害関係人を

いいます。以下本項、次項および第31条において同じ。）、第31条第１項に定める信託業務の委託

先およびその利害関係人または受託者における他の信託財産との間で、前２条に掲げる資産への投

資等ならびに第21条から第27条、第30条および第34条から第36条に掲げる取引その他これらに類す

る行為を行なうことができます。 

② 受託者は、受託者がこの信託の受託者としての権限に基づいて信託事務の処理として行なうことが

できる取引その他の行為について、受託者または受託者の利害関係人の計算で行なうことができる

ものとします。なお、受託者の利害関係人が当該利害関係人の計算で行なう場合も同様とします。 

③ 委託者は、金融商品取引法、投資信託及び投資法人に関する法律ならびに関連法令に反しない場合

には、信託財産と、委託者、その取締役、執行役および委託者の利害関係人等（金融商品取引法第

31条の４第３項および同条第４項に規定する親法人等または子法人等をいいます。）または委託者

が運用の指図を行なう他の信託財産との間で、前２条に掲げる資産への投資等ならびに第31条にお

－ 92 －
NM0524U-3600098-94/116



いて同じ。）、第31条第１項に定める信託業務の委託先およびその利害関係人または受託者におけ

る他の信託財産との間で、前２条に掲げる資産への投資等ならびに第21条から第27条、第30条およ

び第34条から第36条に掲げる取引その他これらに類する行為を行なうことの指図をすることがで

き、受託者は、委託者の指図により、当該投資等ならびに当該取引、当該行為を行なうことができ

ます。 

④ 前３項の場合、委託者および受託者は、受益者に対して信託法第31条第３項および同法第32条第３

項の通知は行ないません。 

 

［運用の基本方針］ 

第18条 委託者は、信託財産の運用にあたっては、別に定める運用の基本方針にしたがって、その指図を行

ないます。 

 

［投資する株式等の範囲］ 

第19条 委託者が投資することを指図する株式、新株引受権証券および新株予約権証券は、金融商品取引所

（金融商品取引法第２条第16項に規定する金融商品取引所および金融商品取引法第２条第８項第３

号ロに規定する外国金融商品市場をいいます。以下同じ。）に上場されている株式の発行会社の発

行するものおよび金融商品取引所に準ずる市場において取引されている株式の発行会社の発行する

ものとします。ただし、株主割当または社債権者割当により取得する株式、新株引受権証券および

新株予約権証券については、この限りではありません。 

② 前項の規定にかかわらず、上場予定または登録予定の株式、新株引受権証券および新株予約権証券

で目論見書等において上場または登録されることが確認できるものについては、委託者が投資する

ことを指図することができるものとします。 

 

［同一銘柄の株式への投資制限］ 

第20条 委託者は、信託財産に属する同一銘柄の株式の時価総額と親投資信託の信託財産に属する当該株式

の時価総額のうち信託財産に属するとみなした額との合計額が、信託財産の純資産総額の100分の

10を超えることとなる投資の指図をしません。 

② 前項において信託財産に属するとみなした額とは、信託財産に属する親投資信託の受益証券の時価

総額に、親投資信託の信託財産の純資産総額に占める当該有価証券の時価総額の割合を乗じて得た

額をいいます。 

 

［信用取引の指図および範囲］ 

第21条 委託者は、信託財産の効率的な運用に資するため、信用取引により株券を売り付けることの指図を

することができます。なお、当該売り付けの決済については、株券の引き渡しまたは買い戻しによ

り行なうことの指図をすることができるものとします。 

② 前項の信用取引の指図は、当該売り付けに係る建玉の時価総額が信託財産の純資産総額の範囲内と

します。 

③ 信託財産の一部解約等の事由により、前項の売り付けに係る建玉の時価総額が信託財産の純資産総

額を超えることとなった場合には、委託者は速やかに、その超える額に相当する売り付けの一部を

決済するための指図をするものとします。 

④ 委託者は、第１項の取引を行なうにあたり担保の提供あるいは受入れが必要と認めたときは、担保

の提供あるいは受入れの指図を行なうものとします。 

 

［先物取引等の運用指図］ 

第22条 委託者は、信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、ならびに価格変動リスクを回避す

るため、わが国の金融商品取引所における有価証券先物取引（金融商品取引法第28条第８項第３号

イに掲げるものをいいます。）、有価証券指数等先物取引（金融商品取引法第28条第８項第３号ロ

に掲げるものをいいます。）および有価証券オプション取引（金融商品取引法第28条第８項第３号

ハに掲げるものをいいます。）ならびに外国の金融商品取引所におけるこれらの取引と類似の取引

を行なうことの指図をすることができます。なお、選択権取引は、オプション取引に含めて取扱う

ものとします（以下同じ。）。 

② 委託者は、信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、ならびに価格変動リスクを回避す

－ 93 －
NM0524U-3600098-95/116



るため、わが国の金融商品取引所における通貨に係る先物取引ならびに外国の金融商品取引所にお

ける通貨に係る先物取引およびオプション取引を行なうことの指図をすることができます。 

③ 委託者は、信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、ならびに価格変動リスクを回避す

るため、わが国の金融商品取引所における金利に係る先物取引およびオプション取引ならびに外国

の金融商品取引所におけるこれらの取引と類似の取引を行なうことの指図をすることができます。 

 

［スワップ取引の運用指図］ 

第23条 委託者は、信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、ならびに価格変動リスクおよび為

替変動リスクを回避するため、異なった通貨、異なった受取金利または異なった受取金利とその元

本を一定の条件のもとに交換する取引（以下「スワップ取引」といいます。）を行なうことの指図

をすることができます。 

② スワップ取引の指図にあたっては、当該取引の契約期限が原則として第４条に定める信託期間を超

えないものとします。ただし、当該取引が当該信託期間内で全部解約が可能なものについてはこの

限りではありません。 

③ スワップ取引の評価は、当該取引契約の相手方が市場実勢金利等をもとに算出した価額または価格

情報会社が提供する価額等、法令および一般社団法人投資信託協会規則にしたがって評価するもの

とします。 

④ 委託者は、スワップ取引を行なうにあたり担保の提供あるいは受入れが必要と認めたときは、担保

の提供あるいは受入れの指図を行なうものとします。 

 

［金利先渡取引および為替先渡取引の運用指図］ 

第24条 委託者は、信託財産の効率的な運用に資するため、金利先渡取引および為替先渡取引を行なうこと

の指図をすることができます。 

②  金利先渡取引および為替先渡取引の指図にあたっては、当該取引の決済日が、原則として第４条に

定める信託期間を超えないものとします。ただし、当該取引が当該信託期間内で全部解約が可能な

ものについてはこの限りではありません。 

③ 委託者は、金利先渡取引および為替先渡取引を行なうにあたり担保の提供あるいは受入れが必要と

認めたときは、担保の提供あるいは受入れの指図を行なうものとします。 

 

［有価証券の貸付の指図および範囲］ 

第25条 委託者は、信託財産の効率的な運用に資するため、信託財産に属する有価証券の貸付の指図をする

ことができます。 

１. 株式の貸付は、貸付時点において、貸付株式の時価合計額が、信託財産で保有する株式の時価

合計額を超えないものとします。 

２. 公社債の貸付は、貸付時点において、貸付公社債の額面金額の合計額が、信託財産で保有する

公社債の額面金額の合計額を超えないものとします。 

② 前項に定める限度額を超えることとなった場合には、委託者は速やかに、その超える額に相当する

契約の一部の解約を指図するものとします。 

③ 委託者は、有価証券の貸付にあたって必要と認めたときは、担保の受入れの指図を行なうものとし

ます。 

 

［公社債の空売りの指図および範囲］ 

第26条 委託者は、信託財産の効率的な運用に資するため、信託財産の計算においてする信託財産に属さな

い公社債を売付けることの指図をすることができます。なお、当該売付けの決済については、公社

債（信託財産により借入れた公社債を含みます。）の引渡しまたは買戻しにより行なうことの指図

をすることができるものとします。 

② 前項の売付けの指図は、当該売付けに係る公社債の時価総額が信託財産の純資産総額の範囲内で行

なうものとします。 

③ 信託財産の一部解約等の事由により、前項の売付けに係る公社債の時価総額が信託財産の純資産総

額を超えることとなった場合には、委託者は速やかに、その超える額に相当する売付けの一部を決

済するための指図をするものとします。 
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［公社債の借入れの指図および範囲］ 

第27条 委託者は、信託財産の効率的な運用に資するため、公社債の借入れの指図をすることができます。

なお、当該公社債の借入れを行なうにあたり、担保の提供が必要と認めたときは、担保の提供の指

図を行なうものとします。 

② 前項の指図は、当該借入れに係る公社債の時価総額が信託財産の純資産総額の範囲内で行なうもの

とします。 

③ 信託財産の一部解約等の事由により、前項の借入れに係る公社債の時価総額が信託財産の純資産総

額を超えることとなった場合には、委託者は速やかに、その超える額に相当する借入れた公社債の

一部を返還するための指図をするものとします。 

④ 第１項の借入れに係る品借料は、信託財産中から支弁するものとします。 

 

［外貨建資産への投資制限］ 

第28条 委託者は、信託財産に属する外貨建資産の時価総額と親投資信託に属する外貨建資産の時価総額の

うち信託財産に属するとみなした額の合計額が、信託財産の純資産総額の100分の10を超えること

となる投資の指図をしません。ただし、有価証券の値上り等により100分の10を超えることとなっ

た場合には、速やかにこれを調整します。 

② 前項において信託財産に属するとみなした額とは、信託財産に属する親投資信託の時価総額に親投

資信託の信託財産の純資産総額に占める当該資産の時価総額の割合を乗じて得た額をいいます。 

 

［特別の場合の外貨建有価証券への投資制限］ 

第29条 外貨建有価証券への投資については、わが国の国際収支上の理由等により特に必要と認められる場

合には、制約されることがあります。 

 

［外国為替予約の指図］ 

第30条 委託者は、信託財産に属する外貨建資産と親投資信託の信託財産に属する外貨建資産のうち信託財

産に属するとみなした額（信託財産に属する親投資信託の時価総額に親投資信託の信託財産の純資

産総額に占める外貨建資産の時価総額の割合を乗じて得た額をいいます。）との合計額について、

当該外貨建資産の為替ヘッジのため、外国為替の売買の予約を指図することができます。 

 

［信託業務の委託等］ 

第31条 受託者は､委託者と協議のうえ、信託業務の一部について、信託業法第22条第１項に定める信託業

務の委託をするときは、以下に掲げる基準のすべてに適合するもの（受託者の利害関係人を含みま

す。）を委託先として選定します。 

１．委託先の信用力に照らし、継続的に委託業務の遂行に懸念がないこと 

２．委託先の委託業務に係る実績等に照らし､委託業務を確実に処理する能力があると認められる

こと 

３．委託される信託財産に属する財産と自己の固有財産その他の財産とを区分する等の管理を行な

う体制が整備されていること 

４．内部管理に関する業務を適正に遂行するための体制が整備されていること 

② 受託者は、前項に定める委託先の選定にあたっては、当該委託先が前項各号に掲げる基準に適合し

ていることを確認するものとします。 

③ 前２項にかかわらず、受託者は、次の各号に掲げる業務を、受託者および委託者が適当と認める者

（受託者の利害関係人を含みます。）に委託することができるものとします。 

１．信託財産の保存に係る業務 

２．信託財産の性質を変えない範囲内において、その利用または改良を目的とする業務 

３．委託者のみの指図により信託財産の処分およびその他の信託の目的の達成のために必要な行為

に係る業務 

４．受託者が行なう業務の遂行にとって補助的な機能を有する行為 

 

［混蔵寄託］ 

第32条 金融機関または第一種金融商品取引業者等（外国の法令に準拠して設立された法人で第一種金融商

品取引業者に類する者を含みます。以下本条において同じ。）から、売買代金および償還金等につ

いて円貨で約定し円貨で決済する取引により取得した外国において発行された譲渡性預金証書また
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はコマーシャル・ペーパーは、当該金融機関または第一種金融商品取引業者等が保管契約を締結し

た保管機関に当該金融機関または第一種金融商品取引業者等の名義で混蔵寄託できるものとしま

す。 

 

［信託財産の登記等および記載等の留保等］ 

第33条 信託の登記または登録をすることができる信託財産については、信託の登記または登録をすること

とします。ただし、受託者が認める場合は、信託の登記または登録を留保することがあります。 

② 前項ただし書きにかかわらず、受益者保護のために委託者または受託者が必要と認めるときは、速

やかに登記または登録をするものとします。 

③ 信託財産に属する旨の記載または記録をすることができる信託財産については、信託財産に属する

旨の記載または記録をするとともに、その計算を明らかにする方法により分別して管理するものと

します。ただし、受託者が認める場合は、その計算を明らかにする方法により分別して管理するこ

とがあります。 

④ 動産（金銭を除きます。）については、外形上区別することができる方法によるほか、その計算を

明らかにする方法により分別して管理することがあります。 

 

［有価証券売却等の指図］ 

第34条 委託者は、信託財産に属する親投資信託の受益証券に係る信託契約の一部解約の請求ならびに有価

証券の売却等の指図ができます。 

 

［再投資の指図］ 

第35条 委託者は、前条の規定による親投資信託の受益証券の一部解約金、有価証券の売却代金、有価証券

に係る償還金等、株式の清算分配金、有価証券等に係る利子等、株式の配当金およびその他の収入

金を再投資することの指図ができます。 

 

［資金の借入れ］ 

第36条 委託者は、信託財産の効率的な運用ならびに運用の安定性に資するため、一部解約に伴う支払資金

の手当て（一部解約に伴う支払資金の手当てのために借入れた資金の返済を含みます。）を目的と

して、または再投資に係る収益分配金の支払資金の手当てを目的として、資金借入れ（コール市場

を通じる場合を含みます。）の指図をすることができます。なお、当該借入金をもって有価証券等

の運用は行なわないものとします。 

② 一部解約に伴う支払資金の手当てに係る借入期間は、受益者への解約代金支払開始日から信託財産

で保有する有価証券等の売却代金の受渡日までの間または受益者への解約代金支払開始日から信託

財産で保有する有価証券等の解約代金入金日までの間もしくは受益者への解約代金支払開始日から

信託財産で保有する有価証券等の償還金の入金日までの期間が５営業日以内である場合の当該期間

とし、資金借入額は当該有価証券等の売却代金、有価証券等の解約代金および償還金の合計額を限

度とします。ただし、資金の借入額は、借入れ指図を行なう日における信託財産の純資産総額の

10％を超えないこととします。 

③ 収益分配金の再投資に係る借入期間は信託財産から収益分配金が支弁される日からその翌営業日ま

でとし、資金借入額は収益分配金の再投資額を限度とします。 

④ 借入金の利息は信託財産中より支弁します。 

 

［損益の帰属］ 

第37条 委託者の指図に基づく行為により信託財産に生じた利益および損失は、すべて受益者に帰属しま

す。 

 

［受託者による資金の立替え］ 

第38条 信託財産に属する有価証券について、借替、転換、新株発行または株式割当がある場合で、委託者

の申出があるときは、受託者は資金の立替えをすることができます。 

② 信託財産に属する有価証券に係る償還金等、株式の清算分配金、有価証券等に係る利子等、株式の

配当金およびその他の未収入金で、信託終了日までにその金額を見積りうるものがあるときは、受

託者がこれを立替えて信託財産に繰入れることができます。 

③ 前２項の立替金の決済および利息については、受託者と委託者との協議によりそのつど別にこれを
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定めます。 

 

［信託の計算期間］ 

第39条 この信託の計算期間は、原則として毎年２月26日から翌年２月25日までとします。ただし、第１計

算期間は、信託契約締結日から2019年２月25日までとします。 

② 前項の規定にかかわらず、前項の原則により各計算期間終了日に該当する日（以下本項において

「該当日」といいます。）が休業日のとき、各計算期間終了日は該当日の翌営業日とし、その翌日

より次の計算期間が開始されるものとします。ただし、最終計算期間の終了日は、第４条に定める

信託期間の終了日とします。 

 

［信託財産に関する報告等］ 

第40条 受託者は、毎計算期末に損益計算を行ない、信託財産に関する報告書を作成して、これを委託者に

提出します。 

② 受託者は、信託終了のときに最終計算を行ない、信託財産に関する報告書を作成して、これを委託

者に提出します。 

③ 受託者は、前２項の報告を行なうことにより、受益者に対する信託法第37条第３項に定める報告は

行なわないこととします。 

④ 受益者は、受託者に対し、信託法第37条第２項に定める書類または電磁的記録の作成に欠くことの

できない情報その他の信託に関する重要な情報および当該受益者以外の者の利益を害するおそれの

ない情報を除き、信託法第38条第１項に定める閲覧または謄写の請求をすることはできないものと

します。 

 

［信託事務の諸経費および諸費用］ 

第41条 信託財産に関する租税、信託事務の処理に要する諸費用および受託者の立替えた立替金の利息（以

下、本条第２項の費用を含めて「諸経費」といいます。）は、受益者の負担とし、信託財産中から

支弁します。 

② 前項の諸経費に加え、以下の諸費用（以下「諸費用」といいます）および当該諸費用に係る消費税

等に相当する金額は、受益者の負担とし、信託財産中から支弁することができます。 

１. 受益権の管理事務に関連する費用 

２. 有価証券届出書、有価証券報告書等法定書類の作成、印刷および届出に係る費用 

３. 目論見書の作成、印刷および交付に係る費用 

４. 信託約款の作成、印刷および届出に係る費用 

５. 運用報告書の作成、印刷、交付および提出に係る費用 

６. 公告に係る費用 

７. 他の信託との併合および信託約款の変更または信託契約の解約に係る事項を記載した書面の

作成、印刷および交付に係る費用 

８. この信託の監査人、法律顧問および税務顧問に対する報酬および費用 

③ 委託者は、前項に定める諸費用の支払を信託財産のために行ない、支払金額の支弁を信託財産から

受けることができます。また、委託者は、実際に支払う金額の支弁を受ける代りに、係る諸費用の

金額をあらかじめ合理的に見積もった上で、上限を付して実際または予想される費用の額を固定率

または固定金額にて信託財産からその支弁を受けることができます。 

④ 前項において諸費用の上限、固定率または固定金額を定める場合、委託者は、信託財産の規模等を

考慮して、信託の期中に、係る上限、固定率または固定金額を変更することができます。 

⑤ 前２項において諸費用の固定率または固定金額を定める場合、係る諸費用および当該諸費用に係る

消費税等に相当する金額は、第39条に規定する計算期間を通じて毎日、信託財産の純資産総額に応

じて計上されます。係る諸費用および当該諸費用に係る消費税等に相当する金額は、毎計算期間の

最初の６ヵ月終了日（当該終了日が休業日の場合はその翌営業日とします。）および毎計算期末ま

たは信託終了のとき信託財産中から支弁します。 

 

［信託報酬等の総額］ 

第42条 委託者および受託者の信託報酬の総額は、第39条に規定する計算期間を通じて毎日、信託財産の純

資産総額に年10,000分の132の率を乗じて得た額とします。 
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② 第１項の信託報酬は、毎計算期間の最初の６ヵ月終了日（当該終了日が休業日の場合はその翌営業

日とします。）および毎計算期末または信託終了のときに、信託財産中から支弁するものとし、委

託者と受託者との間の配分は別に定めます。 

③ 第１項の信託報酬に係る消費税等に相当する金額は、信託報酬支弁のときに信託財産中から支弁し

ます。 

 

［収益の分配方式］ 

第43条 信託財産から生じる毎計算期末における利益は、次の方法により処理します。 

１．利子、配当金およびこれらに類する収益から支払利息を控除した額（以下「配当等収益」とい

います。）は、諸経費および当該諸経費に係る消費税等に相当する金額、信託報酬および当該

信託報酬に係る消費税等に相当する金額を控除した後、その残額を受益者に分配することがで

きます。なお、次期以降の分配に充てるため、その一部を分配準備積立金として積み立てるこ

とができます。 

２. 売買損益に評価損益を加減した利益金額（以下「売買益」といいます。）は、諸経費および当

該諸経費に係る消費税等に相当する金額ならびに信託報酬および当該信託報酬に係る消費税等

に相当する金額を控除し、繰越欠損金のあるときは、その全額を売買益をもって補てんした

後、受益者に分配することができます。なお、次期以降の分配に充てるため、分配準備積立金

として積み立てることができます。 

② 毎計算期末において、信託財産につき生じた損失は、次期に繰越します。 

 

［収益分配金、償還金および一部解約金の支払い］ 

第44条 収益分配金は、毎計算期間終了日後１ヵ月以内の委託者の指定する日から毎計算期間の末日におい

て振替機関等の振替口座簿に記載または記録されている受益者（当該収益分配金に係る計算期間の

末日以前において一部解約が行なわれた受益権に係る受益者を除きます。また、当該収益分配金に

係る計算期間の末日以前に設定された受益権で取得申込代金支払前のため販売会社の名義で記載ま

たは記録されている受益権については原則として取得申込者とします。）に支払います。 

② 前項の規定にかかわらず、別に定める契約に基づいて収益分配金を再投資する受益者に対しては、

受託者が委託者の指定する預金口座等に払込むことにより、原則として、毎計算期間終了の翌営業

日に、収益分配金が委託者の指定する販売会社に交付されます。この場合、委託者の指定する販売

会社は、遅滞なく収益分配金の再投資に係る受益権の取得の申込みに応じます。当該再投資により

増加した受益権は、第10条第３項の規定にしたがい、振替口座簿に記載または記録されます。 

③ 償還金（信託終了時における信託財産の純資産総額を受益権口数で除した額をいいます。以下同

じ。）は、信託終了日後１ヵ月以内の委託者の指定する日から、信託終了日において振替機関等の

振替口座簿に記載または記録されている受益者（信託終了日以前において一部解約が行なわれた受

益権に係る受益者を除きます。また、当該信託終了日以前に設定された受益権で取得申込代金支払

前のため販売会社の名義で記載または記録されている受益権については原則として取得申込者とし

ます。）に支払います。なお、当該受益者は、その口座が開設されている振替機関等に対して委託

者がこの信託の償還をするのと引換えに、当該償還に係る受益権の口数と同口数の抹消の申請を行

なうものとし、社振法の規定にしたがい当該振替機関等の口座において当該口数の減少の記載また

は記録が行なわれます。 

④ 一部解約金（第47条第３項の一部解約の価額に当該一部解約口数を乗じて得た額をいいます。以下

同じ。）は、一部解約の実行の請求を受付けた日から起算して、原則として、５営業日目から当該

受益者に支払います。 

⑤ 前各項（第２項を除きます。）に規定する収益分配金、償還金および一部解約金の支払いは、委託

者の指定する販売会社の営業所等において行なうものとします。 

⑥ 収益分配金、償還金および一部解約金に係る収益調整金は、原則として、受益者毎の信託時の受益

権の価額等に応じて計算されるものとします。 

 

［収益分配金、償還金および一部解約金の払い込みと支払いに関する受託者の免責］ 

第45条 受託者は、収益分配金については第44条第１項に規定する支払開始日および第44条第２項に規定す

る交付開始前までに、償還金については第44条第３項に規定する支払開始日までに、一部解約金に

ついては第44条第４項に規定する支払日までに、その全額を委託者の指定する預金口座等に払い込

みます。 

② 受託者は、前項の規定により委託者の指定する預金口座等に収益分配金、償還金および一部解約金
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を払い込んだ後は、受益者に対する支払いにつき、その責に任じません。 

 

［収益分配金および償還金の時効］ 

第46条 受益者が、収益分配金については第44条第１項に規定する支払開始日から５年間その支払いを請求

しないとき、ならびに信託終了による償還金については第44条第３項に規定する支払開始日から10

年間その支払いを請求しないときは、その権利を失い、受託者から交付を受けた金銭は、委託者に

帰属します。 

 

［信託の一部解約］ 

第47条 受益者は、自己に帰属する受益権につき、委託者に１口単位をもって一部解約の実行の請求をする

ことができます。 

② 委託者は、第１項の一部解約の実行の請求を受付けた場合には、受託者に申し出て、この信託契約

の一部を解約するものとします。なお、第１項の一部解約の実行の請求を行なう受益者は、その口

座が開設されている振替機関等に対して当該受益者の請求に係るこの信託契約の一部解約を委託者

が行なうのと引き換えに、当該一部解約に係る受益権の口数と同口数の抹消の申請を行なうものと

し、社振法の規定にしたがい当該振替機関等の口座において当該口数の減少の記載または記録が行

なわれます。 

③ 前項の一部解約の価額は、一部解約の実行の請求の受付日の基準価額とします。 

④ 委託者が第２項に規定する一部解約の実行を受託者に対して申し出た場合には、受託者は、前項の

一部解約の価額に解約された受益権の口数を乗じて得た金額を委託者に交付します。 

⑤ 信託契約の一部解約に係る一部解約の実行の請求を受益者がするときは、委託者の指定する販売会

社に対し、振替受益権をもって行なうものとします。 

⑥ 委託者は、金融商品取引所等における取引の停止、外国為替取引の停止、決済機能の停止その他や

むを得ない事情があるときは、第１項による一部解約の実行の請求の受付けを中止することおよび

すでに受付けた一部解約の実行の請求の受付けを取り消すことができます。 

⑦ 前項により、一部解約の実行の請求の受付けが中止された場合には、受益者は当該受付け中止以前

に行なった当日の一部解約の実行の請求を撤回できます。ただし、受益者がその一部解約の実行の

請求を撤回しない場合には、当該受益権の一部解約の価額は、当該受付け中止を解除した後の最初

の基準価額の計算日に一部解約の実行の請求を受付けたものとし、第３項の規定に準じて計算され

た価額とします。 

 

［質権口記載又は記録の受益権の取り扱い］ 

第48条 振替機関等の振替口座簿の質権口に記載または記録されている受益権に係る収益分配金の支払い、

一部解約の実行の請求の受付け、一部解約金および償還金の支払い等については、この約款による

ほか、民法その他の法令等にしたがって取り扱われます。 

 

［信託契約の解約］ 

第49条 委託者は、信託期間中において、この信託契約を解約することが受益者のため有利であると認める

とき、またはやむを得ない事情が発生したときは、受託者と合意のうえ、この信託契約を解約し、

信託を終了させることができます。この場合において、委託者は、あらかじめ、解約しようとする

旨を監督官庁に届出ます。 

② 委託者は、信託契約の一部を解約することにより、受益権の口数が30億口を下回ることとなった場

合には、受託者と合意のうえ、この信託契約を解約し信託を終了させることができます。この場合

において、委託者は、あらかじめ、解約しようとする旨を監督官庁に届出ます。 

③ 委託者は、前２項の事項について、書面による決議（以下「書面決議」といいます。）を行ないま

す。この場合において、あらかじめ、書面決議の日ならびに信託契約の解約の理由などの事項を定

め、当該決議の日の２週間前までに、この信託契約に係る知れている受益者に対し、書面をもって

これらの事項を記載した書面決議の通知を発します。 

④ 前項の書面決議において、受益者（委託者およびこの信託の信託財産にこの信託の受益権が属する

ときの当該受益権に係る受益者としての受託者を除きます。以下本項において同じ。）は受益権の

口数に応じて、議決権を有し、これを行使することができます。なお、知れている受益者が議決権

を行使しないときは、当該知れている受益者は書面決議について賛成するものとみなします。 

⑤ 第３項の書面決議は議決権を行使することができる受益者の議決権の３分の２以上に当たる多数を

－ 99 －
NM0524U-3600098-101/116



もって行ないます。 

⑥ 第３項から前項までの規定は、委託者が信託契約の解約について提案をした場合において、当該提

案につき、この信託契約に係るすべての受益者が書面または電磁的記録により同意の意思表示をし

たときには適用しません。また、信託財産の状態に照らし、真にやむを得ない事情が生じている場

合であって、第３項から前項までの手続を行なうことが困難な場合も同じとします。 

 

［信託契約に関する監督官庁の命令］ 

第50条 委託者は、監督官庁よりこの信託契約の解約の命令を受けたときは、その命令にしたがい、信託契

約を解約し信託を終了させます。 

② 委託者は、監督官庁の命令に基づいてこの信託約款を変更しようとするときは、第54条の規定にし

たがいます。 

 

［委託者の登録取消等に伴う取扱い］ 

第51条 委託者が監督官庁より登録の取消を受けたとき、解散したときまたは業務を廃止したときは、委託

者は、この信託契約を解約し、信託を終了させます。 

② 前項の規定にかかわらず、監督官庁がこの信託契約に関する委託者の業務を他の投資信託委託会社

に引継ぐことを命じたときは、この信託は、第54条第２項の書面決議が否決となる場合を除き、当

該投資信託委託会社と受託者との間において存続します。 

 

［委託者の事業の譲渡および承継に伴う取扱い］ 

第52条 委託者は、事業の全部または一部を譲渡することがあり、これに伴い、この信託契約に関する事業

を譲渡することがあります。 

② 委託者は、分割により事業の全部または一部を承継させることがあり、これに伴い、この信託契約

に関する事業を承継させることがあります。 

 

［受託者の辞任および解任に伴う取扱い］ 

第53条 受託者は、委託者の承諾を受けてその任務を辞任することができます。受託者がその任務に違反し

て信託財産に著しい損害を与えたことその他重要な事由があるときは、委託者または受益者は、裁

判所に受託者の解任を申立てることができます。受託者が辞任した場合、または裁判所が受託者を

解任した場合、委託者は、第54条の規定にしたがい、新受託者を選任します。なお、受益者は、上

記によって行なう場合を除き、受託者を解任することはできないものとします。 

② 委託者が新受託者を選任できないときは、委託者はこの信託契約を解約し、信託を終了させます。 

 

［信託約款の変更等］ 

第54条 委託者は、受益者の利益のため必要と認めるとき、またはやむを得ない事情が発生したときは、受

託者と合意のうえ、この信託約款を変更することまたはこの信託と他の信託との併合（投資信託及

び投資法人に関する法律第16条第２号に規定する「委託者指図型投資信託の併合」をいいます。以

下同じ。）を行なうことができるものとし、あらかじめ、変更または併合しようとする旨およびそ

の内容を監督官庁に届出ます。なお、この信託約款は本条に定める以外の方法によって変更するこ

とができないものとします。 

② 委託者は、前項の事項（前項の変更事項にあっては、その内容が重大なものに該当する場合に限り、

併合にあってはその併合が受益者の利益に及ぼす影響が軽微なものに該当する場合を除き、合わせ

て「重大な約款の変更等」といいます。）について、書面決議を行ないます。この場合において、

あらかじめ、書面決議の日ならびに重大な約款の変更等の内容およびその理由などの事項を定め、

当該決議の日の２週間前までに、この信託約款に係る知れている受益者に対し、書面をもってこれ

らの事項を記載した書面決議の通知を発します。 

③ 前項の書面決議において、受益者（委託者およびこの信託の信託財産にこの信託の受益権が属する

ときの当該受益権に係る受益者としての受託者を除きます。以下本項において同じ。）は受益権の

口数に応じて、議決権を有し、これを行使することができます。なお、知れている受益者が議決権

を行使しないときは、当該知れている受益者は書面決議について賛成するものとみなします。 

④ 第２項の書面決議は議決権を行使することができる受益者の議決権の３分の２以上に当たる多数を

もって行ないます。 

⑤ 書面決議の効力は、この信託のすべての受益者に対してその効力を生じます。 
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⑥ 第２項から前項までの規定は、委託者が重大な約款の変更等について提案をした場合において、当

該提案につき、この信託約款に係るすべての受益者が書面または電磁的記録により同意の意思表示

をしたときには適用しません。 

⑦ 前各項の規定にかかわらず、この投資信託において併合の書面決議が可決された場合にあっても、

当該併合に係る一または複数の他の投資信託において当該併合の書面決議が否決された場合は、当

該他の投資信託との併合を行なうことはできません。 

 

［反対受益者の受益権買取請求の不適用］ 

第55条 この信託は、受益者が第47条の規定による一部解約の実行の請求を行なったときは、委託者が信託

契約の一部の解約をすることにより当該請求に応じ、当該受益権の公正な価格が当該受益者に一部

解約金として支払われることとなる委託者指図型投資信託に該当するため、第49条に規定する信託

契約の解約または前条に規定する重大な約款の変更等を行なう場合には、投資信託及び投資法人に

関する法律第18条第１項に定める反対受益者による受益権の買取請求の規定の適用を受けません。 

 

［他の受益者の氏名等の開示の請求の制限］ 

第56条 この信託の受益者は、委託者または受託者に対し、次に掲げる事項の開示の請求を行なうことはで

きません。 

１．他の受益者の氏名または名称および住所 

２．他の受益者が有する受益権の内容 

 

［公告］ 

第57条 委託者が受益者に対してする公告は、電子公告により行ない、次のアドレスに掲載します。 

www.blackrock.com/jp/ 

ただし、当該公告方法に支障がある場合には、日本経済新聞による公告を行ないます。 

 

［運用報告書に記載すべき事項の提供］ 

第58条 委託者は、投資信託及び投資法人に関する法律第14条第１項に定める運用報告書の交付に代えて、

運用報告書に記載すべき事項を電磁的方法により受益者に提供することができます。この場合にお

いて、委託者は、運用報告書を交付したものとみなします。 

② 前項の規定にかかわらず、委託者は、受益者の運用報告書の交付の請求があった場合には、これを

交付するものとします。 

 

［信託約款に関する疑義の取扱い］ 

第59条 この信託約款の解釈について疑義を生じたときは、委託者と受託者との協議により定めます。 

 

（附則） 

第１条 第44条第６項に規定する「収益調整金」は、所得税法施行令第27条の規定によるものとし、各受益

者毎の信託時の受益権の価額と元本との差額をいい、原則として、追加信託のつど当該口数により

加重平均され、収益分配のつど調整されるものとします。また、同条同項に規定する「各受益者毎

の信託時の受益権の価額等」とは、原則として、各受益者毎の信託時の受益権の価額をいい、追加

信託のつど当該口数により加重平均され、収益分配のつど調整されるものとします。 

第２条 第24条に規定する「金利先渡取引」とは、当事者間において、あらかじめ将来の特定の日（以下

「決済日」といいます。）における決済日から一定の期間を経過した日（以下「満期日」といいま

す。）までの期間に係る国内または海外において代表的利率として公表される預金契約または金銭

の貸借契約に基づく債権の利率（以下「指標利率」といいます。）の数値を取決め、その取決めに

係る数値と決済日における当該指標利率の現実の数値との差にあらかじめ元本として定めた金額お

よび当事者間で約定した日数を基準とした数値を乗じた額を決済日における当該指標利率の現実の

数値で決済日における現在価値に割引いた額の金銭の授受を約する取引をいいます。 

② 第24条に規定する「為替先渡取引」とは、当事者間において、あらかじめ決済日から満期日までの

期間に係る為替スワップ取引（同一の相手方との間で直物外国為替取引および当該直物外国為替取

引と反対売買の関係に立つ先物外国為替取引を同時に約定する取引をいいます。以下本条において

同じ。）のスワップ幅（当該直物外国為替取引に係る外国為替相場と当該先物外国為替取引に係る

外国為替相場との差を示す数値をいいます。以下本条において同じ。）を取決め、その取決めに係
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るスワップ幅から決済日における当該為替スワップ取引の現実のスワップ幅を差引いた値にあらか

じめ元本として定めた金額を乗じた額を決済日における指標利率の数値で決済日における現在価値

に割引いた額の金銭またはその取決めに係るスワップ幅から決済日における当該為替スワップ取引

の現実のスワップ幅を差引いた値にあらかじめ元本として定めた金額を乗じた金額とあらかじめ元

本として定めた金額について決済日を受渡日として行なった先物外国為替取引を決済日における直

物外国為替取引で反対売買したときの差金に係る決済日から満期日までの利息とを合算した額を決

済日における指標利率の数値で決済日における現在価値に割引いた額の金銭の授受を約する取引を

いいます。 

 

 

 

 

上記条項によりこの信託契約を締結します。 

 

 

信託契約締結日 2018年９月18日 

 

 

 

委託者 東京都千代田区丸の内一丁目８番３号 

丸の内トラストタワー本館 

 ブラックロック・ジャパン株式会社 

 

 

 

 

受託者 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 
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ブラックロック・ 
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ブラックロック・ジャパン株式会社 
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親投資信託 

ブラックロック・ガバナンス・フォーカス・マザーファンド 

 

－ 運用の基本方針 － 

 

 

約款第15条の規定に基づき、委託者の定める運用の基本方針は次のものとします。 

 

１．基本方針 

この投資信託は、信託財産の中長期的な成長を目指します。 

 

２．運用方法 

 

(１)投資対象 

国内の金融商品取引所に上場しているわが国の株式を主要投資対象とします。 

 

(２)投資態度 

① 主として国内の金融商品取引所に上場しているわが国の株式へ投資します。 

② ポートフォリオの構築に当たっては、投資対象企業の経営･財務分析を行ない、長期的な成長戦

略を持ち、かつ企業統治（ガバナンス）力に優れた、あるいは企業統治力が改善傾向にあると判

断した企業の株式を厳選し、中長期的に投資します。 

③ 銘柄選択に当たっては、財務諸表等の定量的情報のみでなく、投資対象企業との継続的な対話を

通じて得た当該企業の長期的経営戦略等に関する定性的情報を重視します。 

④ 資金動向、市況動向、残存信託期間等によっては、上記のような運用ができない場合もありま

す。 

 

(３)投資制限 

① 株式への投資割合には制限はありません。 

② 株式以外の資産への投資割合は、原則として信託財産総額の50％未満とします。 

③ 同一銘柄の株式への投資割合は、信託財産の純資産総額の10％以下とします。 

④ 外貨建資産への投資割合は、信託財産の純資産総額の10％以下とします。 

⑤ 投資信託証券への投資割合は、信託財産の純資産総額の５％以下とします。 

⑥ 一般社団法人投資信託協会規則に定めるデリバティブ取引等については、同規則に定める合理的

な方法により算出した額が、信託財産の純資産総額を超えないものとします。 

⑦ 一般社団法人投資信託協会規則に定める一の者に係る株式等エクスポージャー、債券等エクスポ

ージャーおよびデリバティブ等エクスポージャーの信託財産の純資産総額に対する比率は、原則

としてそれぞれ10％、合計で20％を超えないものとし、当該比率を超えることとなった場合に

は、同規則にしたがい当該比率以内となるよう調整を行ないます。 
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親投資信託 

ブラックロック・ガバナンス・フォーカス・マザーファンド 

 

約 款 

 

［信託の種類、委託者および受託者、信託事務の委託］ 

第１条 この信託は、その受益権を他の投資信託の受託者に取得させることを目的とする証券投資信託であり、ブ

ラックロック・ジャパン株式会社を委託者とし、三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社を受託者とします。 

② この信託は、信託法（平成18年法律第108号）（以下「信託法」といいます。）の適用を受けます。 

③ 受託者は、信託法第28条第１号に基づく信託事務の委託として、信託事務の処理の一部について、金融機

関の信託業務の兼営等に関する法律第１条第１項の規定による信託業務の兼営の認可を受けた一の金融機

関（受託者の利害関係人（金融機関の信託業務の兼営等に関する法律第２条第１項にて準用する信託業法

第29条第２項第１号に規定する利害関係人をいいます。以下本条において同じ。）を含みます。）と信託

契約を締結し、これを委託することができます。 

④ 前項における利害関係人に対する業務の委託については、受益者の保護に支障を生じることがない場合に

行なうものとします。 

 

［信託の目的および金額］ 

第２条 委託者は、金1,000万円を上限として受益者のために利殖の目的をもって信託し、受託者はこれを引受けま

す。 

 

［信託金の限度額］ 

第３条 委託者は、受託者と合意のうえ、金2,000億円を限度として信託金を追加することができます。 

② 委託者は、受託者と合意のうえ、前項の限度額を変更することができます。 

 

［信託期間］ 

第４条 この信託の期間は、信託契約締結日から第42条第１項および第２項、第45条第１項、第46条第１項および

第48条第２項による信託契約終了の日までとします。 

 

［受益証券の取得申込の勧誘の種類］ 

第５条 この信託に係る受益証券（第10条第４項の受益証券不所持の申出があった場合は受益権とします。以下、

第６条、第42条第２項および第44条において同じ。）の取得申込の勧誘は、金融商品取引法第２条第３項

第２号イに掲げる場合に該当し、投資信託及び投資法人に関する法律第２条第９項第１号で定める適格機

関投資家私募により行なわれます。 

 

［受益者］ 

第６条 この信託の元本および収益の受益者は、この信託の受益証券を投資対象とするブラックロック・ジャパン

株式会社の証券投資信託の受託者である信託業務を営む銀行とします。 

 

［受益権の分割および再分割］ 

第７条 委託者は、第２条の規定による受益権については1,000万口を上限に、追加信託によって生じた受益権につ

いては、これを追加信託のつど第８条第１項の追加口数に、それぞれ均等に分割します。 

② 委託者は、受託者と協議のうえ、一定日現在の受益権を均等に再分割できます。 

 

［追加信託金の計算方法］ 

第８条 追加信託金は、追加信託を行なう日の前営業日の基準価額に、当該追加信託に係る受益権の口数を乗じた

額とします。 

② この約款において基準価額とは、信託財産の資産総額（信託財産に属する資産（受入担保金代用有価証券

および第24条に規定する借入公社債を除きます。）を、原則として法令および一般社団法人投資信託協会

規則にしたがって時価評価するものとします。以下同じ。）から負債総額を控除した金額（以下「純資産

総額」といいます。）を、計算日における受益権総口数で除した金額をいいます。外貨建資産（外国通貨

表示の有価証券（以下「外貨建有価証券」といいます。）、預金その他の資産をいいます。以下同じ。）

の円換算については、原則として、わが国における計算日の対顧客電信売買相場の仲値によって計算しま

す。 
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③ 第27条に規定する予約為替の評価は、原則として、わが国における計算日の対顧客先物売買相場の仲値に

よるものとします。当該仲値が発表されていない場合は、一般社団法人投資信託協会規則に定めるレート

により評価するものとします。 

 

［信託日時の異なる受益権の内容］ 

第９条 この信託の受益権は、信託の日時を異にすることにより差異を生ずることはありません。 

 

［受益証券の発行および種類ならびに受益証券不所持の申出］ 

第10条 委託者は、第７条の規定により分割された受益権を表示する記名式の受益証券を発行します。 

② 委託者が発行する受益証券は、１口の整数倍の口数を表示した受益証券とします。 

③ 受益者は当該受益証券を他に譲渡することはできません。 

④ 前各項の規定にかかわらず、受益者は、委託者に対し、当該受益者の有する受益権に係る受益証券の所持

を希望しない旨を申し出ることができます。 

⑤ 前項の規定による申出は、その申出に係る受益権の内容を明らかにしてしなければなりません。この場合

において、当該受益権に係る受益証券が発行されているときは、当該受益者は、当該受益証券を委託者に

提出しなければなりません。 

⑥ 第４項の規定による申出を受けた委託者は、遅滞なく、前項前段の受益権に係る受益証券を発行しない旨

を受益権原簿に記載し、または記録します。 

⑦ 委託者は、前項の規定による記載または記録をしたときは、第５項前段の受益権に係る受益証券を発行し

ません。 

⑧ 第５項後段の規定により提出された受益証券は、第６項の規定による記載または記録をしたときにおい

て、無効となります。 

⑨ 第４項の規定による申出をした受益者は、いつでも、委託者に対し、第５項前段の受益権に係る受益証券

を発行することを請求することができます。この場合において、同項後段の規定により提出された受益証

券があるときは、受益証券の発行に要する費用は、当該受益者の負担とします。 

 

［受益証券の発行についての受託者の認証］ 

第11条 委託者は、前条第１項の規定により受益証券を発行するときは、その発行する受益証券がこの信託約款に

適合する旨の受託者の認証を受けなければなりません。 

② 前項の認証は、受託者の代表取締役がその旨を受益証券に記載し記名捺印することによって行ないます。 

 

［投資の対象とする資産の種類］ 

第12条 この信託において投資の対象とする資産の種類は、次に掲げる特定資産（「特定資産」とは、投資信託及

び投資法人に関する法律第２条第１項で定めるものをいいます。）とします。 

１．有価証券 

２．デリバティブ取引に係る権利（金融商品取引法第２条第20項に規定するものをいい、約款第19条から

第21条に定めるものに限ります。） 

３．約束手形（１．に掲げるものに該当するものを除きます。） 

４．金銭債権（１．および３．に掲げるものに該当するものを除きます。） 

 

［有価証券および金融商品の指図範囲等］ 

第13条 委託者は、信託金を、主として次の有価証券（金融商品取引法第２条第２項の規定により有価証券とみな

される同項各号に掲げる権利を除きます。）に投資することを指図します。 

１．株券または新株引受権証書 

２．国債証券 

３．地方債証券 

４．特別の法律により法人の発行する債券 

５．社債券（新株引受権証券と社債券とが一体となった新株引受権付社債券（以下｢分離型新株引受権付社

債券｣といいます。）の新株引受権証券を除きます。） 

６．資産の流動化に関する法律に規定する特定社債券（金融商品取引法第２条第１項第４号で定めるもの

をいいます。） 

７．特別の法律により設立された法人の発行する出資証券（金融商品取引法第２条第１項第６号で定める

ものをいいます。） 
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８．協同組織金融機関の優先出資に関する法律に規定する優先出資証券（金融商品取引法第２条第１項第

７号で定めるものをいいます。） 

９．資産の流動化に関する法律に規定する優先出資証券または新優先出資引受権を表示する証券（金融商

品取引法第２条第１項第８号で定めるものをいいます。） 

10．コマーシャル・ペーパー 

11．新株引受権証券（分離型新株引受権付社債券の新株引受権証券を含みます。以下同じ。）および新株

予約権証券 

12．外国または外国の者の発行する証券または証書で、前各号の証券または証書の性質を有するもの 

13．投資信託または外国投資信託の受益証券（金融商品取引法第２条第１項第10号で定めるものをいいま

す。） 

14．投資証券、新投資口予約権証券もしくは投資法人債券または外国投資証券（金融商品取引法第２条第

１項第11号で定めるものをいいます。） 

15．外国貸付債権信託受益証券（金融商品取引法第２条第１項第18号で定めるものをいいます。） 

16．オプションを表示する証券または証書（金融商品取引法第２条第１項第19号で定めるものをいい、有

価証券に係るものに限ります。） 

17．預託証書（金融商品取引法第２条第１項第20号で定めるものをいいます。） 

18．外国法人が発行する譲渡性預金証書 

19．指定金銭信託の受益証券（金融商品取引法第２条第１項第14号で定める受益証券発行信託の受益証券

に限ります。） 

20．抵当証券（金融商品取引法第２条第１項第16号で定めるものをいいます。） 

21．貸付債権信託受益権であって金融商品取引法第２条第１項第14号で定める受益証券発行信託の受益証

券に表示されるべきもの 

22．外国の者に対する権利で前号の有価証券の性質を有するもの 

なお、第１号の証券または証書、第12号ならびに第17号の証券または証書のうち第１号の証券または証書

の性質を有するものを以下「株式」といい、第２号から第６号までの証券および第12号ならびに第17号の

証券または証書のうち第２号から第６号までの証券および第14号の証券のうち投資法人債券の性質を有す

るものを以下「公社債」といい、第13号および第14号の証券（投資法人債券を除きます。）を以下「投資

信託証券」といいます。 

② 委託者は、この信託の設定、解約、償還、投資環境の変動等への対応等、委託者が運用上必要と認めると

きには、信託金を、前項に掲げる有価証券のほか、次に掲げる金融商品（金融商品取引法第２条第２項の

規定により有価証券とみなされる同項各号に掲げる権利を含みます。）により運用することを指図するこ

とができます。 

１．預金 

２．指定金銭信託（金融商品取引法第２条第１項第14号に規定する受益証券発行信託を除きます。） 

３．コール・ローン 

４．手形割引市場において売買される手形 

５．貸付債権信託受益権であって金融商品取引法第２条第２項第１号で定めるもの 

６．外国の者に対する権利で前号の権利の性質を有するもの 

 

［利害関係人等との取引等］ 

第14条 受託者は、受益者の保護に支障を生じることがないものであり、かつ信託業法、投資信託及び投資法人に

関する法律ならびに関連法令に反しない場合には、委託者の指図により、信託財産と、受託者（第三者と

の間において信託財産のためにする取引その他の行為であって、受託者が当該第三者の代理人となって行

なうものを含みます。）および受託者の利害関係人（金融機関の信託業務の兼営等に関する法律第２条第

１項にて準用する信託業法第29条第２項第１号に規定する利害関係人をいいます。以下本項、次項および

第28条において同じ。）、第28条第１項に定める信託業務の委託先およびその利害関係人または受託者に

おける他の信託財産との間で、前２条に掲げる資産への投資等ならびに第18条から第24条、第27条、第31

条および第32条に掲げる取引その他これらに類する行為を行なうことができます。 

② 受託者は、受託者がこの信託の受託者としての権限に基づいて信託事務の処理として行なうことができる

取引その他の行為について、受託者または受託者の利害関係人の計算で行なうことができるものとしま

す。なお、受託者の利害関係人が当該利害関係人の計算で行なう場合も同様とします。 

③ 委託者は、金融商品取引法、投資信託及び投資法人に関する法律ならびに関連法令に反しない場合には、

信託財産と、委託者、その取締役、執行役および委託者の利害関係人等（金融商品取引法第31条の４第３

項および同条第４項に規定する親法人等または子法人等をいいます。）または委託者が運用の指図を行な
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う他の信託財産との間で、前２条に掲げる資産への投資等ならびに第18条から第24条、第27条、第31条お

よび第32条に掲げる取引その他これらに類する行為を行なうことの指図をすることができ、受託者は、委

託者の指図により、当該投資等ならびに当該取引、当該行為を行なうことができます。 

④ 前３項の場合、委託者および受託者は、受益者に対して信託法第31条第３項および同法第32条第３項の通

知は行ないません。 

 

［運用の基本方針］ 

第15条 委託者は、信託財産の運用にあたっては、別に定める運用の基本方針にしたがって、その指図を行ないま

す。 

 

［投資する株式等の範囲］ 

第16条 委託者が投資することを指図する株式、新株引受権証券および新株予約権証券は、金融商品取引所（金融

商品取引法第２条第16項に規定する金融商品取引所および金融商品取引法第２条第８項第３号ロに規定す

る外国金融商品市場をいいます。以下同じ。）に上場されている株式の発行会社の発行するものおよび金

融商品取引所に準ずる市場において取引されている株式の発行会社の発行するものとします。ただし、株

主割当または社債権者割当により取得する株式、新株引受権証券および新株予約権証券については、この

限りではありません。 

② 前項の規定にかかわらず、上場予定または登録予定の株式、新株引受権証券および新株予約権証券で目論

見書等において上場または登録されることが確認できるものについては、委託者が投資することを指図す

ることができるものとします。 

 

[同一銘柄の株式への投資制限] 

第17条 委託者は、信託財産に属する同一銘柄の株式の時価総額が、信託財産の純資産総額の100分の10を超えるこ

ととなる投資の指図をしません。 

 

［信用取引の指図および範囲］ 

第18条 委託者は、信託財産の効率的な運用に資するため、信用取引により株券を売付けることの指図をすること

ができます。なお、当該売付けの決済については、株券の引渡しまたは買戻しにより行なうことの指図を

することができるものとします。 

② 前項の信用取引の指図は、当該売付けに係る建玉の時価総額が信託財産の純資産総額の範囲内で行なうこ

ととします。 

③ 信託財産の一部解約等の事由により、前項の売付けに係る建玉の時価総額が信託財産の純資産総額を超え

ることとなった場合には、委託者は速やかに、その超える額に相当する売付けの一部を決済するための指

図をするものとします。 

④ 委託者は、第１項の取引を行なうにあたり担保の提供あるいは受入れが必要と認めたときは、担保の提供

あるいは受入れの指図を行なうものとします。 

 

［先物取引等の運用指図］ 

第19条 委託者は、信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、ならびに価格変動リスクを回避するた

め、わが国の金融商品取引所における有価証券先物取引（金融商品取引法第28条第８項第３号イに掲げる

ものをいいます。）、有価証券指数等先物取引（金融商品取引法第28条第８項第３号ロに掲げるものをい

います。）および有価証券オプション取引（金融商品取引法第28条第８項第３号ハに掲げるものをいいま

す。）ならびに外国の金融商品取引所におけるこれらの取引と類似の取引を行なうことの指図をすること

ができます。なお、選択権取引は、オプション取引に含めて取扱うものとします。 

② 委託者は、信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、ならびに為替変動リスクを回避するた

め、わが国の金融商品取引所における通貨に係る先物取引ならびに外国の金融商品取引所における通貨に

係る先物取引およびオプション取引を行なうことの指図をすることができます。 

③ 委託者は、信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、ならびに価格変動リスクを回避するた

め、わが国の金融商品取引所における金利に係る先物取引およびオプション取引ならびに外国の金融商品

取引所におけるこれらの取引と類似の取引を行なうことの指図をすることができます。 

 

［スワップ取引の運用指図］ 

第20条 委託者は、信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、ならびに価格変動リスクおよび為替変動

リスクを回避するため、異なった通貨、異なった受取金利または異なった受取金利とその元本を一定の条
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件のもとに交換する取引（以下「スワップ取引」といいます。）を行なうことの指図をすることができま

す。 

② スワップ取引の指図にあたっては、当該取引の契約期限が原則として第４条に定める信託期間を超えない

ものとします。ただし、当該取引が当該信託期間内で全部解約が可能なものについてはこの限りではあり

ません。 

③ スワップ取引の評価は、当該取引契約の相手方が市場実勢金利等をもとに算出した価額または価格情報会

社が提供する価額等、法令および一般社団法人投資信託協会規則に従って評価するものとします。 

④ 委託者は、スワップ取引を行なうにあたり担保の提供あるいは受入れが必要と認めたときは、担保の提供

あるいは受入れの指図を行なうものとします。 

 

［金利先渡取引および為替先渡取引の運用指図］ 

第21条 委託者は、信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、ならびに価格変動リスクおよび為替変動

リスクを回避するため、金利先渡取引および為替先渡取引を行なうことの指図をすることができます。 

② 金利先渡取引および為替先渡取引の指図にあたっては、当該取引の決済日が、原則として第４条に定める

信託期間を超えないものとします。ただし、当該取引が当該信託期間内で全部解約が可能なものについて

はこの限りではありません。 

③ 委託者は、金利先渡取引および為替先渡取引を行なうにあたり担保の提供あるいは受入れが必要と認めた

ときは、担保の提供あるいは受入れの指図を行なうものとします。 

 

［有価証券の貸付の指図および範囲］ 

第22条 委託者は、信託財産の効率的な運用に資するため、信託財産に属する有価証券の貸付の指図をすることが

できます。 

１．株式の貸付は、貸付時点において、貸付株式の時価合計額が、信託財産で保有する株式の時価合計額

を超えないものとします。 

２．公社債の貸付は、貸付時点において、貸付公社債の額面金額の合計額が、信託財産で保有する公社債

の額面金額の合計額を超えないものとします。 

② 前項に定める限度額を超えることとなった場合には、委託者は速やかに、その超える額に相当する契約の

一部の解約を指図するものとします。 

③ 委託者は、有価証券の貸付にあたって必要と認めたときは、担保の受入れの指図を行なうものとします。 

 

［公社債の空売りの指図および範囲］ 

第23条 委託者は、信託財産の効率的な運用に資するため、信託財産の計算においてする信託財産に属さない公社

債を売付けることの指図をすることができます。なお、当該売付けの決済については、公社債（信託財産

により借入れた公社債を含みます。）の引渡しまたは買戻しにより行なうことの指図をすることができる

ものとします。 

② 前項の売付けの指図は、当該売付けに係る公社債の時価総額が信託財産の純資産総額の範囲内で行なうも

のとします。 

③ 信託財産の一部解約等の事由により、前項の売付けに係る公社債の時価総額が信託財産の純資産総額を超

えることとなった場合には、委託者は速やかに、その超える額に相当する売付けの一部を決済するための

指図をするものとします。 

 

［公社債の借入れの指図および範囲］ 

第24条 委託者は、信託財産の効率的な運用に資するため、公社債の借入れの指図をすることができます。なお、

当該公社債の借入れを行なうにあたり、担保の提供が必要と認めたときは、担保の提供の指図を行なうも

のとします。 

② 前項の指図は、当該借入れに係る公社債の時価総額が信託財産の純資産総額の範囲内で行なうものとしま

す。 

③ 信託財産の一部解約等の事由により、前項の借入れに係る公社債の時価総額が信託財産の純資産総額を超

えることとなった場合には、委託者は速やかに、その超える額に相当する借入れた公社債の一部を返還す

るための指図をするものとします。 

④ 第１項の借入れに係る品借料は信託財産中から支弁するものとします。 

 

［外貨建資産への投資制限］ 

第25条 委託者は、信託財産に属する外貨建資産の時価総額が、信託財産の純資産総額の100分の10を超えること
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となる投資の指図をしません。ただし、有価証券の値上り等により100分の10を超えることとなった場合

には、速やかにこれを調整します。 

 

［特別の場合の外貨建有価証券への投資制限］ 

第26条 外貨建有価証券への投資については、わが国の国際収支上の理由等により特に必要と認められる場合に

は、制約されることがあります。 

 

［外国為替予約取引の指図］ 

第27条 委託者は、信託財産に属する外貨建資産について、当該外貨建資産の為替ヘッジのため、外国為替の売買

の予約取引の指図をすることができます。 

 

［信託業務の委託等］ 

第28条 受託者は､委託者と協議のうえ、信託業務の一部について、信託業法第22条第１項に定める信託業務の委託

をするときは、以下に掲げる基準のすべてに適合する者（受託者の利害関係人を含みます。）を委託先と

して選定します。 

１．委託先の信用力に照らし、継続的に委託業務の遂行に懸念がないこと 

２．委託先の委託業務に係る実績等に照らし､委託業務を確実に処理する能力があると認められること 

３．委託される信託財産に属する財産と自己の固有財産その他の財産とを区分する等の管理を行なう体制

が整備されていること 

４．内部管理に関する業務を適正に遂行するための体制が整備されていること 

② 受託者は、前項に定める委託先の選定にあたっては、当該委託先が前項各号に掲げる基準に適合している

ことを確認するものとします。 

③ 前２項にかかわらず、受託者は、次の各号に掲げる業務を、受託者および委託者が適当と認める者（受託

者の利害関係人を含みます。）に委託することができるものとします。 

１．信託財産の保存に係る業務 

２．信託財産の性質を変えない範囲内において、その利用または改良を目的とする業務 

３．委託者のみの指図により信託財産の処分およびその他の信託の目的の達成のために必要な行為に係る

業務 

４．受託者が行なう業務の遂行にとって補助的な機能を有する行為 

 

［混蔵寄託］ 

第29条 金融機関または第一種金融商品取引業者等（第一種金融商品取引業者（金融商品取引法第28条第１項に規

定する第一種金融商品取引業を行なう者をいいます。以下本条において同じ。）および外国の法令に準拠

して設立された法人で第一種金融商品取引業者に類する者を含みます。以下本条において同じ。）から、

売買代金および償還金等について円貨で約定し円貨で決済する取引により取得した外国において発行され

た譲渡性預金証書またはコマーシャル・ペーパーは、当該金融機関または第一種金融商品取引業者等が保

管契約を締結した保管機関に当該金融機関または第一種金融商品取引業者等の名義で混蔵寄託できるもの

とします。 

 

［信託財産の登記等および記載等の留保等］ 

第30条 信託の登記または登録をすることができる信託財産については、信託の登記または登録をすることとしま

す。ただし、受託者が認める場合は、信託の登記または登録を留保することがあります。 

② 前項ただし書きにかかわらず、受益者保護のために委託者または受託者が必要と認めるときは、速やかに

登記または登録をするものとします。 

③ 信託財産に属する旨の記載または記録をすることができる信託財産については、信託財産に属する旨の記

載または記録をするとともに、その計算を明らかにする方法により分別して管理するものとします。ただ

し、受託者が認める場合は、その計算を明らかにする方法により分別して管理することがあります。 

④ 動産（金銭を除きます。）については、外形上区別することができる方法によるほか、その計算を明らか

にする方法により分別して管理することがあります。 

 

［有価証券売却等の指図］ 

第31条 委託者は、信託財産に属する有価証券の売却等の指図ができます。 

 

［再投資の指図］ 
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第32条 委託者は、前条の規定による有価証券の売却代金、有価証券に係る償還金等、株式の清算分配金、有価証

券等に係る利子等、株式の配当金およびその他の収入金を再投資することの指図ができます。 

 

［損益の帰属］ 

第33条 委託者の指図に基づく行為により信託財産に生じた利益および損失は、すべて受益者に帰属します。 

 

［受託者による資金の立替え］ 

第34条 信託財産に属する有価証券について、借替、転換、新株発行または株式割当がある場合で、委託者の申し

出があるときは、受託者は資金の立替えをすることができます。 

② 信託財産に属する有価証券に係る償還金等、株式の清算分配金、有価証券等に係る利子等、株式の配当金

およびその他の未収入金で、信託終了日までにその金額を見積りうるものがあるときは、受託者がこれを

立替えて信託財産に繰り入れることができます。 

③ 前２項の立替金の決済および利息については、受託者と委託者との協議により、そのつど別にこれを定め

ます。 

 

［信託の計算期間］ 

第35条 この信託の計算期間は、原則として毎年２月26日から翌年２月25日までとします。ただし、第１計算期間

は、信託契約締結日から2019年２月25日までとします。 

② 前項の規定にかかわらず、前項の原則により各計算期間終了日に該当する日（以下本項において「該当

日」といいます。）が休業日のとき、各計算期間終了日は該当日の翌営業日とし、その翌日より次の計算

期間が開始されるものとします。ただし、最終計算期間の終了日は、第４条に定める信託期間の終了日と

します。 

 

［信託財産に関する報告等］ 

第36条 受託者は、毎計算期末に損益計算を行ない、信託財産に関する報告書を作成して、これを委託者に提出し

ます。 

② 受託者は、信託終了のときに最終計算を行ない、信託財産に関する報告書を作成して、これを委託者に提

出します。 

③ 受託者は、前２項の報告を行なうことにより、受益者に対する信託法第37条第３項に定める報告は行なわ

ないこととします。 

④ 受益者は、受託者に対し、信託法第37条第２項に定める書類または電磁的記録の作成に欠くことのできな

い情報その他の信託に関する重要な情報および当該受益者以外の者の利益を害するおそれのない情報を除

き、信託法第38条第１項に定める閲覧または謄写の請求をすることはできないものとします。 

 

［信託事務の諸費用］ 

第37条 信託財産に関する租税、信託事務の処理に要する諸費用および受託者の立替えた立替金の利息は、受益者

の負担とし、信託財産中から支弁します。 

 

［信託報酬］ 

第38条 委託者および受託者は、この信託契約に関し信託報酬を収受しません。 

 

［利益の留保］ 

第39条 信託財産から生ずる利益は、信託終了時まで信託財産中に留保し、期中には分配を行ないません。 

 

［追加信託金および一部解約金の計理処理］ 

第40条 追加信託金または信託の一部解約金は、当該金額と元本に相当する金額との差額を、追加信託にあっては

追加信託差金、信託の一部解約にあっては解約差金として処理します。 

 

［信託の一部解約］ 

第41条 委託者は受益者の請求があった場合には、信託の一部を解約します。 

② 解約金は、一部解約を行なう日の前営業日の基準価額に、当該一部解約に係る受益権の口数を乗じた額と

します。 

 

［信託契約の解約］ 
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第42条 委託者は、信託期間中において、この信託契約を解約することが受益者のため有利であると認めるとき、

またはやむを得ない事情が発生したときは、受託者と合意のうえ、この信託契約を解約し、信託を終了さ

せることができます。この場合において、委託者は、あらかじめ、解約しようとする旨を監督官庁に届出

ます。 

② 委託者は、この信託の受益証券を投資対象とするすべての証券投資信託がその信託を終了させることとな

る場合には、この信託契約を解約し、信託を終了させます。この場合において、委託者は、あらかじめ、

解約しようとする旨を監督官庁に届出ます。 

③ 委託者は、第１項の事項について、書面による決議（以下「書面決議」といいます。）を行ないます。こ

の場合において、あらかじめ、書面決議の日ならびに信託契約の解約の理由などの事項を定め、当該決議

の日の２週間前までに、この信託契約に係る知れている受益者に対し、書面をもってこれらの事項を記載

した書面決議の通知を発します。 

④ 前項の書面決議において、受益者（委託者およびこの信託の信託財産にこの信託の受益権が属するときの

当該受益権に係る受益者としての受託者を除きます。以下本項において同じ。）は受益権の口数に応じ

て、議決権を有し、これを行使することができます。なお、知れている受益者が議決権を行使しないとき

は、当該知れている受益者は書面決議について賛成するものとみなします。 

⑤ 第３項の書面決議は議決権を行使することができる受益者の議決権の３分の２以上に当たる多数をもって

行ないます。 

⑥ 第３項から前項の規定は、委託者が信託契約の解約について提案をした場合において、当該提案につき、

この信託契約に係るすべての受益者が書面または電磁的記録により同意の意思表示をしたときには適用し

ません。また、第２項の規定に基づいてこの信託契約を解約する場合には適用しません。 

 

［償還金の委託者への交付と支払いに関する受託者の免責］ 

第43条 受託者は、信託が終了したときは、償還金（信託終了時における信託財産の純資産総額を受益権総口数で

除した額をいいます。以下同じ。）の全額を委託者に交付します。 

② 受託者は、前項の規定により委託者に償還金を交付した後は、受益者に対する支払いにつき、その責に任

じません。 

 

［償還金の支払い時期］ 

第44条 委託者は、受託者より償還金の交付を受けた後、受益証券と引換えに、当該償還金を受益者に支払いま

す。 

 

［信託契約に関する監督官庁の命令］ 

第45条 委託者は、監督官庁よりこの信託契約の解約の命令を受けたときは、その命令にしたがい、信託契約を解

約し信託を終了させます。 

② 委託者は、監督官庁の命令に基づいてこの信託約款を変更しようとするときは、第49条の規定にしたがい

ます。 

 

［委託者の登録取消等に伴う取扱い］ 

第46条 委託者が監督官庁より登録の取消を受けたとき、解散したときまたは業務を廃止したときは、委託者は、

この信託契約を解約し、信託を終了させます。 

② 前項の規定にかかわらず、監督官庁がこの信託契約に関する委託者の業務を他の投資信託委託会社に引き

継ぐことを命じたときは、この信託は、第49条第２項に規定する書面決議が否決された場合を除き、当該

投資信託委託会社と受託者との間において存続します。 

 

［委託者の事業の譲渡および承継に伴う取扱い］ 

第47条 委託者は、事業の全部または一部を譲渡することがあり、これに伴い、この信託契約に関する事業を譲渡

することがあります。 

② 委託者は、分割により事業の全部または一部を承継させることがあり、これに伴い、この信託契約に関す

る事業を承継させることがあります。 

 

［受託者の辞任および解任に伴う取扱い］ 

第48条 受託者は、委託者の承諾を受けてその任務を辞任することができます。受託者がその任務に違反して信託

財産に著しい損害を与えたことその他重要な事由があるときは、委託者または受益者は、裁判所に受託者

の解任を申立てることができます。受託者が辞任した場合、または裁判所が受託者を解任した場合、委託
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者は、第49条の規定にしたがい、新受託者を選任します。なお、受益者は、上記によって行なう場合を除

き、受託者を解任することはできないものとします。 

② 委託者が新受託者を選任できないときは、委託者はこの信託契約を解約し、信託を終了させます。 

 

［信託約款の変更等］ 

第49条 委託者は、受益者の利益のため必要と認めるとき、またはやむを得ない事情が発生したときは、受託者と

合意のうえ、この信託約款を変更することまたはこの信託と他の信託との併合（投資信託及び投資法人に

関する法律第16条第２号に規定する「委託者指図型投資信託の併合」をいいます。以下同じ。）を行なう

ことができるものとし、あらかじめ、変更または併合しようとする旨およびその内容を監督官庁に届出ま

す。なお、この信託約款は本条に定める以外の方法によって変更することができないものとします。 

② 委託者は、前項の事項（前項の変更事項にあってはその内容が重大なものに該当する場合に限り、併合に

あってはその併合が受益者の利益に及ぼす影響が軽微なものに該当する場合を除き、合わせて「重大な約

款の変更等」といいます。）について、書面決議を行ないます。この場合において、あらかじめ、書面決

議の日ならびに重大な約款の変更等の内容およびその理由などの事項を定め、当該決議の日の２週間前ま

でに、この信託約款に係る知れている受益者に対し、書面をもってこれらの事項を記載した書面決議の通

知を発します。 

③ 前項の書面決議において、受益者（委託者およびこの信託の信託財産にこの信託の受益権が属するときの

当該受益権に係る受益者としての受託者を除きます。以下本項において同じ。）は受益権の口数に応じ

て、議決権を有し、これを行使することができます。なお、知れている受益者が議決権を行使しないとき

は、当該知れている受益者は書面決議について賛成するものとみなします。 

④ 第２項の書面決議は議決権を行使することができる受益者の議決権の３分の２以上に当たる多数をもって

行ないます。 

⑤ 書面決議の効力は、この信託のすべての受益者に対してその効力を生じます。 

⑥ 第２項から前項の規定は、委託者が重大な約款の変更等について提案をした場合において、当該提案につ

き、この信託約款に係るすべての受益者が書面または電磁的記録により同意の意思表示をしたときには適

用しません。 

⑦ 前各項の規定にかかわらず、この投資信託において併合の書面決議が可決された場合にあっても、当該併

合に係る一または複数の他の投資信託において当該併合の書面決議が否決された場合は、当該他の投資信

託との併合を行なうことはできません。 

 

［反対受益者の受益権買取請求の不適用］ 

第50条 この信託は、受益者が第41条の規定による一部解約の実行の請求を行なったときは、委託者が信託契約の

一部の解約をすることにより当該請求に応じ、当該受益権の公正な価格が当該受益者に一部解約金として

支払われることとなる委託者指図型投資信託に該当するため、第42条に規定する信託契約の解約または前

条に規定する重大な約款の変更等を行なう場合には、投資信託及び投資法人に関する法律第18条第１項に

定める反対受益者による受益権の買取請求の規定の適用を受けません。 

 

［利益相反のおそれがある場合の受益者への書面の交付］ 

第51条 委託者は、投資信託及び投資法人に関する法律第13条第１項に定める書面を交付しません。 

 

［運用報告書の交付］ 

第52条 委託者は、投資信託及び投資法人に関する法律第14条に定める運用報告書を交付しません。 

 

［公告］ 

第53条 委託者が受益者に対してする公告は、電子公告により行ない、次のアドレスに掲載します。 

 www.blackrock.com/jp/ 

ただし、当該公告方法に支障がある場合には、日本経済新聞による公告を行ないます。 

 

［信託約款に関する疑義の取扱い］ 

第54条 この信託約款の解釈について疑義を生じたときは、委託者と受託者との協議により定めます。 

 

（附則） 

第１条 第21条に規定する「金利先渡取引」とは、当事者間において、あらかじめ将来の特定の日（以下「決済

日」といいます。）における決済日から一定の期間を経過した日（以下「満期日」といいます。）までの
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期間に係る国内または海外において代表的利率として公表される預金契約または金銭の貸借契約に基づく

債権の利率（以下「指標利率」といいます。）の数値を取決め、その取決めに係る数値と決済日における

当該指標利率の現実の数値との差にあらかじめ元本として定めた金額および当事者間で約定した日数を基

準とした数値を乗じた額を決済日における当該指標利率の現実の数値で決済日における現在価値に割引い

た額の金銭の授受を約する取引をいいます。 

② 第21条に規定する「為替先渡取引」とは、当事者間において、あらかじめ決済日から満期日までの期間に

係る為替スワップ取引（同一の相手方との間で直物外国為替取引および当該直物外国為替取引と反対売買

の関係に立つ先物外国為替取引を同時に約定する取引をいいます。以下本項において同じ。）のスワップ

幅（当該直物外国為替取引に係る外国為替相場と当該先物外国為替取引に係る外国為替相場との差を示す

数値をいいます。以下本項において同じ。）を取決め、その取決めに係るスワップ幅から決済日における

当該為替スワップ取引の現実のスワップ幅を差引いた値にあらかじめ元本として定めた金額を乗じた額を

決済日における指標利率の数値で決済日における現在価値に割引いた額の金銭またはその取決めに係るス

ワップ幅から決済日における当該為替スワップ取引の現実のスワップ幅を差引いた値にあらかじめ元本と

して定めた金額を乗じた金額とあらかじめ元本として定めた金額について決済日を受渡日として行なった

先物外国為替取引を決済日における直物外国為替取引で反対売買したときの差金に係る決済日から満期日

までの利息とを合算した額を決済日における指標利率の数値で決済日における現在価値に割引いた額の金

銭の授受を約する取引をいいます。 

 

 

 

 

上記条項によりこの信託契約を締結します。 

 

 

信託契約締結日 2018年９月18日 

 

 

委託者 東京都千代田区丸の内一丁目８番３号 

      丸の内トラストタワー本館 

      ブラックロック・ジャパン株式会社 

 

 

 

 

 

受託者 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 
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